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第 0 章 本研究の構成 

 

 本研究は，交通事故による民事責任の決定に関し，一般人の責任判断の機序と判断に影

響を与える要素の分析を行った。さらに，責任判断の基礎となる事実関係について，紛争

の現場で当事者の主張が食い違うことが多いため，事実関係を判定する指標を作成した。 

 第 1 章では，証言の信用性判定方法と責任判断に関する先行研究を検討し，本研究の目

的を述べた。交通事故で生じる法的責任のうち，民事責任は当事者の合意で解決されるこ

とが多いため，裁判によらなくても適切な責任判断が行われるようにする必要性が高い。

責任判断は責任帰属の分野で研究が行われ，主に刑事責任の判断過程とそのバイアスが明

らかになっているが，結果に一貫性がみられず，民事責任に関してはあまり研究が行われ

ていない。また，事実関係を裏付ける証言の信用性判定方法の研究に関し，個別の証言の

真偽判定は困難であったり，判断の手がかりの適用基準が不明確という課題がある。そこ

で，本研究は，事実認定を経て責任の決定に至る民事裁判手続の流れに沿い，まず一般人

でも利用可能な簡易な事実関係の判定指標の開発を行った。次に，民事責任の決定におい

て大きな問題となる過失割合の判断の分析を通じ，一般人の責任判断機序とそれに影響を

与える要素の解明を目的とした。 

第 2 章では，事実関係を判定する指標の作成および有効性の検証を行った。指標は，交

通事故事例に関する判例が証言の真偽判定に用いた要素を抽出し，項目ごとにまとめるこ

とでチェックリストを作成した。このチェックリストを別の交通事故事例に適用した結果

と裁判所の判断を比較し，ほぼ同じ結論が得られたことで，有効性が確認された。 

第 3 章は，一般人の責任判断と認定基準の比較を行った。大学生から交通事故事例 11

例の過失割合の回答を得たところ，車対車事例は対等，車対歩行者事例は歩行者保護の価

値観が反映されており，また第一当事者(１当)に過失割合を加算する要素しかない判断が

単純な事例では，判断と認定基準に差がなく，両方の当事者に加算・減算の要素がある事

例は，判断が複雑で回答が中間に近づき，認定基準との差が生じた。 

第 4 章は，加害者(１当)，被害者(第二当事者〔２当〕)，観察者の立場からの責任判断

の比較を行った。大学生に各立場からの動画を提示し過失割合の回答を得たところ，判断

が単純な事例は映像の見え方あるいは立場の違いが影響したが，判断が複雑な事例はそれ

らの影響はみられず，第３章と同様の結果となった。 

第 5 章は，法科大学院生の責任判断と，大学生の判断および認定基準との比較を行った。

法科大学院生に第３章と同じ事例および認定基準のない事例を提示し，過失割合の回答を

得たところ，歩行者保護の価値観や判断の複雑さより，道交法の定めに忠実に判断した。 

第 6 章は，以上をふまえ，チェックリストの内容について先行研究との関連という視点

から検討を加えると共に，大学生と法科大学院生の責任判断の機序および影響する要素を

まとめ，本研究結果の活用方法および今後の課題について論じた。 
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第１章 交通事故をめぐる事実関係の認定と責任判断上の課題 

 

1-1 交通事故の発生状況 

 

日本国内の運転免許保有者は 8044 万 7842 人であり（警察庁，2009），免許取得可能な

国民（約 1 億 700 万人）の約 1.4 人に 1 人が免許を保有している。また，車両保有台数も

約 8000 万台に上り（自動車登録情報検査協会，2009），国民の日常生活における移動手段

として自動車は欠かせないものとなっている。公共交通機関（自動車，航空機，鉄道，海

運）による人・物の移動に関しても，自動車は旅客輸送人数の約 74％，貨物総輸送量の約

91％を占め（国土交通白書，2009），わが国で重要な位置を占めている。  

しかし，同時に自動車による事故も多発しており，2008 年中の交通事故発生件数は

832,454 件，死者数は 5,744 人，負傷者数は 1,034,445 人である（内閣府，2008）。交通

事故の発生件数，死傷者数とも 2004 年を境に減尐傾向にあるものの，死傷者数は 9 年連

続で 100 万人を超えており，依然として高い水準にある。また，走行距離１億キロ当たり

の事故件数は，平成 10 年に比べ，トラックを除きいずれも微増か増加傾向にある（Figure 

1-1。交通事故総合分析センター，2008）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 1-1 業態別交通事故件数の推移（走行距離１億キロ当たり）  

 

他国との比較では，自動車１億台キロ当たりの事故件数は，日本は 121.8 件であり，米

国（38.7 件），英国（40.3 件）の約 3 倍であるだけでなく，統計のある国の中でウクライ

ナ（332 件），香港（139.3 件）に次ぐ高率となっている（総務省，2008）。 

交通事故による経済的な損失も大きな問題である。経済的損失には，人的損害（逸失利

益，治療費，慰謝料等），物的損害（車両・構造物の修理，弁償費用等）のほか，就業者の

死亡・後遺障害・休業等によって事業主体が被る損害，事故に関して要する各種費用（救
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急搬送費，警察の事故処理費用等）が含まれるが，１年間の交通事故による経済的損失額

は 4 兆 4160 億円にのぼる（内閣府政策統括官，2007）。 

このように，交通事故は，直接人の生命・身体を損傷して人々の生活に大きな影響を与

える上，経済面でも大きな打撃を与えるものである。  

 

1-2 交通事故へのアプローチ  

 

交通事故へのアプローチには，２つの方法がある。１つは，事故の原因を探り，ドライ

バーへの教育・啓発やＩＴＳなど技術の開発等を通じて，事故の再発防止・予防を図ろう

とするものである。もう１つは，事故によって生じた紛争を適切に解決し，被害者に生じ

た損害を回復しようとするものである。  

事故防止の観点からは，次のような手法で研究が行われている（後藤，1984）。 

① 研究室での実験や観測の結果得られたデータを分析し，対策を提案する基礎的研究（ド

ライバーの情報処理能力，アルコールや疲労が運転機能に及ぼす影響に関する研究等） 

② 実際の交通事故事例の調査で得られたデータを分析し，対策を提案する交通事故調査

研究（ドライバーの安全意識や高齢者ドライバーと交通事故の関係，事故の直接原因の

分析等） 

③ 交通事故を防ぐための具体的な対策を開発して実施し，その有効性を検証する応用的

研究（事故多発者の選択，分離方法等に関する研究） 

これらの成果を活かし，近年では，後部座席のシートベルト着用義務化，高齢者への教

育の充実，飲酒運転の取り締まり強化・厳罰化等の対策が実施されている。この方法は，

主に心理学や工学の分野から事故を捉え，事故自体を削減し，人的・物的損害発生の予防

を目指すものである。 

その一方で，交通事故で発生した人的・物的損害に関しては，当事者の責任追及の問題

が起きる。このアプローチは，法律の観点から事後的に当事者の責任を追及し，紛争の解

決を目指すものである。交通事故に関して生じる責任には，次のものがある。  
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1-3 交通事故に関して生じる責任  

 

1-3-1 概説 

 

 交通事故に関して生じる責任には，大きく分けて刑事責任，民事責任，行政上の責任が

ある。これらはそれぞれ内容，目的，責任を決定する手続が異なるため，個別に説明する。  

 

1-3-2 刑事責任について 

 

 1) 責任の内容 

 

交通事故により人を死亡または傷害を負わせた場合，従来は業務上過失致死傷罪に問わ

れた。しかし，悪質な交通事故が多発し，業務上過失致死傷罪の法定刑 1)では軽すぎると

いう批判があり，また 2001 年に新設された危険運転致死傷罪は適用される要件が厳しく，

裁判上適用を否定される例（千葉地方裁判所，2004；福岡地方裁判所，2008 等）もあっ

たため，2007 年に自動車運転過失致死傷罪が新設され（刑法 211 条 2 項），交通事故の加

害者は基本的に同罪が問われるようになった 2)。危険運転致死傷罪は，アルコールや薬物

の影響で正常な運転ができない状態での運転，赤信号無視や異常な高速運転，通行妨害の

目的での割込みや接近を行う運転等に適用される（刑法 208 条の 2）。このような悪質な態

様の運転はもはや「過失」ではなく，「故意」による傷害に近いものとして，厳しく処罰す

ることとされた 3)。これらの犯罪で検挙された件数に関し，自動車運転過失致死傷罪等は

781，613 件，危険運転致死傷罪は 434 件であり，両者合わせて刑法犯の全検挙件数の 6

割近くを占める（法務省，2008）。 

 

1) 業務上過失致死傷罪の懲役刑の上限は 5 年  

2) 自動車運転過失致死傷罪の懲役刑の上限は 7 年  

3) 危険運転致死傷罪の法定刑は，被害者死亡の場合１年以上の有期懲役，傷害の場合 10 年以下の懲役  

 

 2) 目的 

 

犯罪者に刑罰を科すのは，犯罪を防止し，社会の秩序を維持するためである（大谷，1994）。

刑罰の目的および機能は次の３つであるが(Table 1-1)，刑罰の一般予防と特別予防の機能

は，交通事故の局面では事故防止という機能を有する。 
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Table 1-1 刑事責任の機能（大谷，1994 による） 

機能  内容  

報復機能  刑罰が裁判で宣告され，執行されることで，犯罪に対する社会一般の公憤，

犯罪の被害者が受けた心理的な苦痛を癒す。  

一般予防機能  法律で罪を犯したら刑罰が科されることを定め，かつ実際の刑罰の言渡し

と執行による威嚇的効果により，社会一般の人が罪を犯すことを予防す

る。  

特別予防機能  特定の犯罪者に対し，①法律を守るという意識を覚醒させる，②受刑者を

社会から隔離する，③犯罪の責任を感じさせ，将来犯行を行わないように

することにより，特定の犯罪者が将来罪を犯すことを防ぐ。  

 

3) 責任を決定する手続き  

 

① 捜査の段階 

被疑者が警察に逮捕されると，48 時間以内に検察官に被疑者の身柄が送られる（送致）。

送致後，検察官が 24 時間以内に被疑者をさらに身柄拘束（勾留）するか決定する。勾留

は最長 20 日間であり，その間に警察と検察官が被疑者の取調べを行う。そして、それま

でに集められた証拠を検討の上，検察官が起訴するか否かを決定する。 

 

② 刑事裁判の段階  

検察官の起訴により，裁判所で裁判手続が始まる。  

裁判では，検察官が被告人 1)が有罪であることの主張・立証を行い，弁護人が被告人に

有利な事実（無罪あるいは罪を軽くする情状）を主張・立証する。  

裁判で使える証拠には，次のような制限がある。被告人が罪を認めても（自白），不当に

長く身体を拘束された場合や，捜査官が自白すれば釈放すると約束した場合（最高裁判所，

1966）等任意に自白したのでない場合はその証言を証拠にできない（憲法 38 条 2 項，刑

事訴訟法〔刑訴法〕319 条 1 項）等，証拠を集めるときに守るべき手続が刑訴法に定めら

れている（同法 218 条他）。この規定に違反して得た証言や物は，裁判で証拠とすること

ができない。また，被告人の任意の自白があっても，自白しか証拠がない場合は有罪とさ

れない（憲法 38 条 3 項，刑訴法 319 条 2，3 項）。さらに，裁判所での証言の扱い方に関

しても，原則，証人の証言は証人尋問という形で裁判所に提出する必要があり（刑訴法 320

条 1 項），誘導尋問 2)は禁止される（刑訴法規則 199 条の 3 第 3 項）。 

両者の主張立証が終われば，裁判所が有罪／無罪，有罪であれば刑の重さの判断を行う

（判決言渡し）。  

 

1) 裁判手続が始まる前は「被疑者」，起訴後は「被告人」とよばれる  

2) 尋問者が希望し，または期待している答えを暗示する尋問  
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1-3-3 民事責任について 

 

 1) 責任の内容 

 

 自動車の運転者の故意または過失により，事故の相手を死亡または負傷させた場合や物

的損害を発生させた場合，損害賠償責任が発生する（民法 709 条）。また，車を運転して

いなくても，車の所有者や自分のために自動車を運行の用に供する者（社員が社用車を運

転中に事故を起こした場合の会社等）も運行供用者責任を負う（自動車損害賠償保障法 3

条）。さらに，従業員が起こした事故について，会社が使用者責任を負う場合がある（民法

715 条）。損害賠償の対象は，人身損害（治療費，逸失利益，慰謝料等），物的損害（車の

修理費等）である。  

 

 2) 目的 

 

 民事責任の目的は，第１に被害者に発生した損害の填補，第２に加害者への制裁，第３

に加害者または同様に立場にある者に対して事故を起こすと責任を問われることを警告し，

事故発生を抑止する点にある（山田，1995）。 

 

 3) 責任を決定する手続  

 

 ① 裁判によらない責任の決定方法  

 交通事故の損害賠償に関する紛争の大部分は，裁判手続や裁判外の紛争解決手続を経る

ことなく，当事者同士あるいは保険会社との直接交渉（示談）で責任が決まる。刑事責任

と異なり，民事責任は当事者同士で責任を決めることができ，示談による解決の方が安価

かつ迅速に紛争を解決することができるからである。  

当事者同士で話合いがまとまらない場合，交通事故相談センター1)や交通事故紛争処理

センター2)等において話合いを促す制度もある（裁判外の紛争解決手続）。これらの手続き

は原則費用がかからず，裁判より短期間で解決が図られることから広く利用されているも

のの，示談斡旋窓口が設置されている都道府県が限られるなどの限界もある。裁判所の調

停では，裁判官が間に立つが，当事者の合意により調停が成立し，調停調書の記載は確定

判決と同じ効力を持つ。 

裁判外の紛争解決手続の種類と利用状況をまとめたのが，Table 1-2である。交通事故に

は軽微でも物的・人的損害を伴うことから，事故の数だけ民事上の紛争が生じるといって

も過言ではない。しかし，年間の交通事故件数は80万件，死傷者数は100万人を超えるに

もかかわらず，裁判(後述)および裁判外の紛争解決手段の利用は年間6万件程度に止まるこ
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とから，示談による解決がいかに多いかがわかる。  

 

1) 日本弁護士連合会の交通事故相談センターでは，法律相談のほか弁護士が仲裁役となって示談を進

める（示談斡旋）。  

2) 交通事故紛争処理センターでは，法律相談，示談斡旋のほか，担当弁護士が当事者の責任について

裁定を出す。裁定は，個人は拘束されないが保険会社は不服を申し立てることができない。  

 

 

Table 1-2 裁判外の紛争解決手続と利用の現状 

手続を進める団体  業務内容  件数  

裁
判
所
以
外 

交通事故相談  

センター※1 

法律相談  受付  36，162件  

示談斡旋  受理   1，535件  

成立    1，269件  

交通事故紛争処理  

センター※2 

法律相談  受付  22，519件  

示談斡旋  成立   6，185件  

裁定  567件  

その他  1，106件  

裁判所（簡易裁判所）※3 調停  成立   1，576件  

不成立     887件  

その他   552件  

※1 塩崎・小賀野・島田（2008）  ※2 交通事故紛争処理センター（2009）  

※3 最高裁判所事務総局（2009）  

 

 ② 裁判による責任の決定  

示談で紛争が解決しなかった場合は裁判となる。  

民事裁判の場合は，原告が被告を誰にするか，どの範囲で損害賠償請求を求めるかを決

めて，裁判所に訴えを起こす。  

裁判手続が始まると，原告と被告は，自分が主張する内容と，それを裏付ける証拠（診

断書，車の修理費の請求書，実況見分調書等）を裁判所に提出する。証拠集めは基本的に

当事者が行い，証拠の集め方や裁判での使い方に関して刑事裁判のような制約はない。ま

た，当事者が争っていない事実関係は，そのまま裁判所の判断の基礎となる（弁論主義，

上田，2007）。紛争の内容がある程度整理できると当事者や証人の尋問が行われ，裁判の

中で出てきた主張と証拠に基づいて裁判所が判断を下す。この判断には，原告・被告とも，

控訴・上告の手続をとる以外，不服を申立てることができない。  

裁判の途中でも，原告による訴え取下げや放棄1)，被告による請求の認諾2)，和解が成立

した場合，当事者の意思で裁判手続を終わらせることができる（処分権主義・藤田，2007）。 

訴えが起こされる件数は裁判によらない解決件数よりも尐なく，東京地方裁判所交通事

故専門部の新規事件受理件数は1，381件である（法曹会，2006）。また，裁判開始後も大
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部分の事件が和解で解決される。平成12年～16年の間に訴えを起こされた事件のうち，和

解が全体の71％，判決言渡しが20％，その他9％である（交通事故相談センター，2005）。

また，尐額訴訟3)における和解および取下げによる解決は，判決の約３倍にのぼる（Table 

1-3・最高裁判所事務総局，2009）。 

 

Table 1-3 尐額訴訟における裁判手続終了の類型  

判決  和解  取下げ  その他  総数  

682件  1，687件  516件  50件  2，935件  

 

1) 原告が請求に理由がないことを認めること  

2) 被告が請求を認めること  

3) 60万円以下の金銭の支払を求める訴えについて，原則１回の審理で紛争解決を図る手続  

 

1-3-4 行政上の責任について  

 

 1) 責任の内容 

 

 行政上の責任には，免許の取消，停止，仮停止，拒否・保留の各処分がある。免許の取

消，停止は，いったん免許を取得した者に対し，その後自動車等を運転する適格がないと

認められる事由が起こった場合，事由の内容に応じて免許の効力を失わせ（取消），または

6 ヶ月を超えない範囲で免許の効力を停止する制度である（道路交通法〔道交法〕103 条）。

悪質な交通事故を起こした者については，免許の取消・停止処分が出るまでの間，所轄の

警察署長が免許の効力を仮に停止することができる（仮停止）。また，運転免許に合格した

者が，運転行動歴からみて道路交通に危険を及ぼすと認められる場合は，免許を与えず（拒

否），または 6 ヶ月を超えない範囲で免許を留め置く（保留）ことができる（道交法 90 条）。 

  

2) 目的 

 

行政処分の目的は，事故を起こす危険の高い運転者を的確に把握し，道路交通から排除

することにより，道路交通の安全を確保するという点にある。また，運転者が処分基準を

あらかじめ認識することにより，交通法規を守ろうと自覚することで事故を防止するとと

もに，処分基準を決めることで，個々の交通違反を公平かつ迅速に処分するということも

あげられる。  
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3) 責任を決定する手続 

 

 免許を取得した者が，免許の欠格事由（幻覚を伴う精神病，アルコール，覚醒剤等の中

毒者であること等。道交法 88 条 1 項 2～4 号）に該当することが判明したときは，公安委

員会は，裁量で免許を取消または停止することができる（同法 103 条 1 項）。 

また，①運転に障害となるおそれのある身体障害が生じたとき，②道交法等の規定・処

分に違反したとき，③その者の運転行為が著しく道路交通の危険を生じさせるおそれがあ

るときは，公安委員会は免許を取消または停止することができる（道交法 103 条 2 項，道

交法施行令 38 条 1 項）。このうち②に関して定められているのが，点数制度である。点数

制度は，運転者の過去 3 年間の交通違反や交通事故に対して定められた点数をつけ，その

合計点によって免許の取消・停止等の処分をする制度である。  

 処分を受ける者に不服があれば，公安委員会に対する異議申立や，処分取消の訴えを裁

判所に提起し，処分の効力を争うことができる。  

なお，道交法に違反する運転行為に対して，従前は通常の刑事処分が行われていた。し

かし，交通違反・事故の激増に伴い対応が困難になってきたことから，交通反則通告制度

により，軽微で定型的な交通違反事件では反則金を納めれば刑事処分を免除するという取

扱いにより，簡易迅速な事件処理を行っている。この制度も行政による措置の 1 つである。 
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1-4 民事責任の特徴  

 

 交通事故で生じる責任のうち，民事責任には，責任の決定や裁判手続の進行に，当事者

の意思が強く反映されるという特徴がある。  

 刑事責任は，社会秩序維持のために，国が強制的に人の生命や財産を奪うものである。

このため，国と一般人との関係で責任が決められる。そして，刑罰という強力な不利益を

科すものであることから，冤罪等の不当な判断を避けるため，捜査や裁判の手続が法律で

厳格に定められている。また，被告人には弁護人を依頼する権利があり，国が弁護人をつ

ける制度（国選弁護）や，弁護人をつけないと裁判が始められない必要的弁護事件が定め

られている。このように，刑事責任は，厳格な手続のもと法律の専門家によって責任が決

められることから，責任判断の適切さがある程度担保されているといえる。  

行政上の責任も，国が交通安全の確保という行政目的のために課すものなので，国と一

般人の間で処分が決まる。  

 これに対し，民事責任は，一般人相互間で起きる紛争を解決しようとするものである。

民事上の法律関係は，原則として個人の自由な意思で決められるので（私的自治），紛争解

決も当事者同士の合意で行われることが多い。また，民事裁判も，当事者の主張および当

事者が集めた証拠に基づき行われる上，裁判官が判断を下す前に当事者の意思で紛争が解

決される割合が高い。このように，民事責任の決定には，法律の専門家が関与することが

尐なく，当事者の意思が重視されている。 
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1-5 適切な民事責任の判断の必要性と心理学の研究の活用 

 

 民事責任の判断では，大多数が当事者の合意で責任が決まるため，当事者の力関係等に

より不当な解決にならないよう留意する必要がある。  

話合いで解決できなければ最終的に裁判所が判断を下す。この判断は両当事者が考えら

れる限りの言い分と証拠に基づき，法律の専門家である裁判官が法律に基づいて行うため，

一応妥当なものと考えられる。このため，当事者の合意による解決でも，裁判官の判断と

かけ離れたものは望ましくないと思われる。しかし，民事上の紛争解決の大部分を占める

当事者の合意の内容が，裁判官の判断と異なるか否か明らかでない。そこで，当事者すな

わち一般人が行う民事上の責任判断と裁判所の判断に違いがあるか，そもそも一般人はど

のように責任判断を行うのかを明らかにする必要がある。  

 責任判断の行い方に関し，民事裁判では，証拠から事実を認定し（事実認定），事実に法

律を適用して損害賠償責任の判断をする（上田，2007）。 

 これに関し，心理学では，人の責任帰属の行い方およびそのバイアスという形で研究が

行われている。また，責任帰属は，事象の観察に始まり原因・責任・非難の帰属の過程を

経るとされる（Shaver，1985）が，事象の観察に関し，実際の紛争場面では加害者と被害

者の言い分が異なることが多い。例えば，加害車両が交差点に進入したときの信号の色に

関し，加害者は青，被害者は赤と主張するような場合である。このように両者の言い分，

特に証言が食い違う場合の信用性の判断方法も研究されている。  

 そこで，これらの研究をもとに，適切な責任判断のあり方を探っていきたい。  
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1-6 証言の信用性の判断と事実認定  

 

1-6-1 総説 

 

 責任の判断は，起きた事象を観察し，事実関係を確定することから始まる。陪審員の判

断に最も大きな影響を与えるのは「事実」である（Pennington ＆ Hastie，1981）よう

に，事実関係の確定はその後の責任判断の基礎となる。しかし，実験室で実験を行う場合

は同じ事例を調査対象者に提示できるが，実際の紛争では当事者によって言い分が異なり，

責任判断の基礎となる事実関係がはっきりしないことが多い。このため，責任帰属を考え

る第 1 段階として，事実関係を確定する方法を検討する必要がある。  

民事裁判では，原告・被告の主張する事実関係に争いがある場合，証拠に基づいて事実

が認定される。証拠には，当事者本人および証人の証言，鑑定人の鑑定意見，文書の記載

内容，検証の結果（例，交通事故の現場や事故車両の状況を見分した結果）があるが，証

言は特に重要とされる。民事裁判では，原則として，裁判官に対して当事者が口頭で述べ

た主張・証拠だけが判決の基礎になり（口頭主義），判決を出す裁判官自ら当事者の証言等

を聞く（直接主義）。裁判官の面前で口頭でやりとりをすれば，裁判官も当事者に適宜質問

するなど臨機応変の対応ができ，また当事者の言っていることを正確に理解できるためで

ある（上田，2007）。証言はこの口頭主義，直接主義に適合する重要な証拠なのである（藤

田，2007）。また，交通事故の場合は警察の実況見分調書以外に証拠となる文書等は尐な

く，事実を明らかにするに関係者の証言に頼らざるを得ない部分が多い。さらに，鑑定意

見，文書の内容，検証の結果はその内容自体が信用できないことは尐ないが，証言はそれ

自体の信用性が争われることが多い。このため，証言の信用性に関して，数多くの先行研

究が行われている。  

 先行研究には，①実験を通して虚偽の証言が起こりやすい条件を見つけ，当該条件にあ

てはまる状況下でされた証言は虚偽の可能性が高いということを予測する，②ある機会に

された特定の証言が信用できるかを事後的に判定する（供述分析）という２つの方法があ

る（渡部，2001）。                                                                                                                    

 

1-6-2 予測的な証言の真偽判定方法  

 

 予測的な真偽判定の方法は，記憶のメカニズムに沿って研究が行われている。記憶は，

符号化－貯蔵－検索の過程に分けられる（Loftus，Greene ＆ Doyle，1989）。符号化と

は接した情報をイメージや文字の形に置き換えて記憶表象を作り上げること，保持とは記

憶表象を必要になるまで維持しておくこと，検索とは必要なときに手がかりに基づいて記

憶表象の内容にアクセスすることをいう（Alba ＆  Hasher，1973）。この記憶の過程で，
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虚偽の証言が起こりやすい条件が明らかにされている。  

 

1) 符号化の過程  

 

符号化の過程での条件として，出来事要因（出来事に固有の諸要因）と目撃者要因（個

人の特性や能力など目撃者に固有の要因）があるとされる（Loftus et al. 1989）。 

出来事要因には，照明条件，知覚時間，出来事の時間的長さの判断，対象物の速度と対

象物までの距離，出来事の凶暴さ等がある。例えば，周囲が暗かったり（Yarmey，1986），

目撃時間や出来事の継続時間が短いと（渡部，2001），証言の正確性は务る。出来事の継

続時間は，実際より長く判断される傾向がある（Buckhout，1977；Loftus，Schooler，

Boone ＆Kline，1986 他）。また，対象までの距離に関し，直線距離は実際より短く，曲

線や階段の距離は実際より長く評価される（Itsukushima ＆ Yamada，1987；Hanyu ＆

Itsukushima，1996）。対象物の移動速度に関し，速度が同じでも，対象物が大きいと小

さいものより速度が遅く評価される（Leibowitz，1985）。さらに，目撃した出来事が暴力

など凶悪なものである場合，犯人の識別や出来事の詳細に関する記憶が不正確になった

（Clifford ＆ Hollin，1981；Loftus ＆ Burns，1982）。 

目撃者要因は，目撃者の受けたストレス，予測や期待，目撃者の年齢等がある。目撃者

が極度のストレスを受けて高い覚醒状態にあるとき，または寝起きのような低い覚醒状態

にあるときは，通常より記憶が阻害される（Yarkes ＆ Dodson，1908）。強いストレスを

受ける出来事では，中心的な特徴（例，凶器）には注意が向いてよく記憶されるが，周囲

の情報は忘れられる（Christianson，1992）ためである。また，同じ行動を観察しても，

ステレオタイプ（人や人の集団に対して形成されるスキーマ）の影響によって認知される

内容が変わり（Duncan，1976），調査対象者の予測に一致する性格特徴や行動ほどよく記

憶された（Snyder ＆  Uranowitz，1978；Canter ＆  Mitchel，1977 他）。この傾向は，

調査対象者に提示された課題が複雑なほどよくみられた（Bodenhausen ＆ Lichtenstein，

1987）。さらに，年齢に関し，低年齢の子供や高齢者は暗示による影響を受けやすく（Ceci， 

Ross ＆ Toglia，1987；Yarmey，Jones ＆Rasid，1984），目撃した対象の説明も正確で

ない（Yarmey ＆Kent，1980）傾向があった。 

 

2) 保持の過程 

 

出来事が正しく記憶されても，時間の経過により記憶した情報は忘却される（Murdock，

1974）。例えば，対象者の目撃から時間が経つにつれ，正しい選択を行う確率が下がる

（Egan， Pittner ＆ Goldstein， 1977； Malpass ＆ Devaine，1981a，b）。時間の経

過以外にも，証人がある出来事の後に得た情報のために，記憶が変容することがある。調
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査対象者がある出来事を記憶した後，誤った事後情報を与えるとその事後情報を取り込み，

記憶した出来事に関して不正確な回答をするようになった（Loftus，1975; Loftus， Miller 

＆Burns，1978; Loftus，1979 他）。この記憶の誤りは，出来事の細部(自動車の色，道具

の種類等)の誤りから，全く新しい事項を取り込む誤りまであった。また，ある物や状況に

関し，他人や目撃者本人が名前をつける(ラベリング)と，その名前に影響されて，名前に

合うように記憶が変容することも知られている（Carmichael， Hogan ＆ Waiter，1932；

Thomas ＆ DeCaptito，1966 他）。 

 

3) 検索の過程 

 

 記憶表象にアクセスする段階で影響する要因として，次のものがある。まず，人の識別

に関し，調査実施者の表情や声の調子が調査対象者の選択に影響を与えることがあり，ま

た，調査対象者側も自分が愚かに見られたくない等の意識から確信がなくても誰かを選ん

でしまう可能性が高いとされる（Loftus ＆  Ketcham，1991）。また，質問に用いられた

言葉（例，車が「激突した」「接触した」）によっても，調査対象者の回答が変わる（Loftus 

＆ Palmer，1974）。さらに，出来事の記憶は，人が持つ典型的な一連の知識の集合（ス

クリプト）の影響を受け，見ていないことでも推論により「思い出す」（例，「『レストラン

に行く』話を読んだ調査対象者が，『支払い』の場面は話になかったにもかかわらず，『記

載があった』旨回答した」）ことがある（Bower， Black ＆Turner，1979）。 

 

 4) フィールド実験の結果  

  

 1)～3)の実験は統制のとれた条件のもとで行われているが，実際の事件では，統制でき

ない突発的な出来事，または日常の１コマとして起こった出来事の目撃証言が問題となる

（渡部，2001）。そのような状況下での証言の信用性に関し，実際のコンビニエンススト

アの店員や銀行の出納係が，客として来店した調査協力者を識別した調査で，店員らが調

査協力者を正確に識別できた確率は 4 割程度であった（Krafka ＆ Penrod，1985； Platz 

＆ Hosch，1988； Pigott， Brigham ＆ Bothwell，1990 他）。 

 

1-6-3 特定の証言の信用性を事後的に判定する方法（供述分析）  

 

 この方法は，事情聴取等の場面である個人がした特定の証言が信用できるかを，事後的

に判定しようとするものである。  

 供述分析の創始者ともいえる Undeutsch（1967）は，ドイツにおける年尐児へのわいせ

つ事件を題材として，特定の証言の真偽を判定する手がかりを列挙した（Table 1-4）。
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Undeutsch が証言内容から取り出した信用性の高い証言の特徴は，供述分析の出発点とし

て重要な意味を持つ。  

 しかし，Undeutsch の問題意識は，主に「わいせつ事件における年尐児の証言の信用性」

にあったことから，Table 1-4 の手がかりもこの問題意識によって限定されている。また，

上記の手がかりは，証言の信用性を高める特徴を経験的に取り出してただ羅列した印象が

ある（渡部，2001）。 

そこで，Trankell（1972）は，対象となる事件を子供に対するわいせつ以外の刑事事件

さらに民事事件にも広げ，分析の体系化を試みた。Trankell は，証言の真偽について鑑定

の依頼を受けた場合に，心理学者がどのような手順で鑑定するかという視点で，鑑定の見

取り図を作った(Figure 1-2)。これによると，鑑定前の捜査で集められた物的証拠（物的

事実）と尋問で得られた事実（尋問事実）に基づいて，分析者の「操縦機構」という機構

が鑑定の計画を立て，作業を実施し，適宜計画を見直し，情報が集まれば証言の真偽を分

析するというように，鑑定作業全体の舵取りをする。分析者が真偽の分析をするには，必

要に応じて以下の①～⑤の情報収集をする。  

① 社会心理学的事実：証言がされる背景となった周囲の環境  

② 一般心理学的事実：一般の人が常識的に判断できる日常的な心理状態  

③ 個人心理学的事実：証言者の個人的な能力や性格  

④ 実験心理学的事実：1-6-2 で述べたように，問題となる証言について，これを擬似的

に再現する実験を行い，信用性の程度を判定しようとするもの  

⑤ 尋問心理学的事実：事件の当事者を直接尋問して得られる事実  

情報が集まれば，その情報を分析する。証言の現実分析は，問題の証言が現実の事件を

正しく表し，信用できるものかを分析することである。分析の基準（信用性判断基準）と

して Trankell は各種基準をあげているが，内容は Undeutsch（1967）が列挙した手がか

りと実質的に同じである。その上で，すべての情報に基づき実際に何が起きたのかの解釈

をし，(a)その解釈が，集めた情報の重要部分を説明できる，(b)その解釈は，集めた情報の

説明として唯一のものであるという基準にあてはまれば，その解釈は現実の事件を表すこ

とになる。 
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Table 1-4 Undeutsch（1967）による証言の真偽判断の手がかり  

手がかり  

(1)証人の発達段階と人格  

(2)供述の動機  

(3)供述の歴史（初回供述から確定供述まで）  

(4)供述の態度  

(5)供述そのものの内容  

真
実
の
証
言
の
特
徴 

①証言が別途確認された事実と矛盾しない  

②証言に写実性，現実性がある  

③証言が具体的である  

④証言の個別の部分を合わせると，矛盾なく全体として１つの出来事を示している  

⑤証言の中に想像では語れないような独特な内容が語られている  

⑥証言が犯人や被害者の具体的な生活状況と整合している  

⑦証言者が想像もできず，意味を理解することもできないような部分がある  

⑧犯行の外形的事実だけでなく，犯行時の証言者の感情が語られている  

⑨性的関係が一定期間継続している場合，その発展形態にふさわしい状況（嫉妬の感情

等）が語られている 

⑩いったん行った証言を自発的に訂正したり精密化した場合，信用性は高い  

⑪性行為が不意の出来事で中断したことが証言された場合，信用性は高い  

⑫証言者が自分に不利益なことを述べた場合，信用性は高い  

⑬証言者が自分の証言の正確性を否定するような事実を証言した場合，信用性は高い  

⑭証言内容に変化がなく一貫している場合，信用性は高い  

⑮被害者が，自分が体験した出来事を，現実とは異なる被疑者に転嫁するケースがある  

 

  

 

Figure 1-2 Trankell（1972）による証言鑑定の見取り図（塩見，2001 をもとに改変）  

 

鑑定前に集められた物的事実 鑑定前に集められた尋問事実 

操縦機構（判断基準） 

①社会心理

学的事実 

④実験心理

学的事実 

③個人心理

学的事実 

②一般心理

学的事実 

⑤尋問心理

学的事実 

相互影響の

分析 
尋問の分析 

鑑定報告 

証言の現実分析 
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Trankell はこのように証言の信用性判断基準の体系化を進めたが，次の問題が指摘され

ている。１つは，Trankell の信用性判断基準も，証言の信用性に影響する特質を羅列して

いる傾向があり，基準のカタログとして機械的に当てはめられる危険があるということで

ある。次に，Trankell の分析方法は，日本の刑事手続になじみにくい（渡部，2001）。日

本では，捜査機関以外の人間は，裁判所での尋問以外に当事者から直接聴き取りをする機

会がなく，Figure 1-2⑤の事実を分析者が直接聞き取ることができない。また，捜査機関

による尋問の結果は調書に記載されるが，調書は質問と回答を忠実に再現していないため，

情報収集の点で制約が多い。さらに，Trankell の手法は，収集が必要な情報や分析の手順

が複雑であり，一般の人が活用するには困難を伴うことが予想される。  

そこで，渡部（2001）は，刑事事件を対象に，日本の捜査手続をふまえた供述分析の手

順を示した。手順は以下の流れで行われる。  

① すべての証言を時系列的に整理する。  

② 証言の変遷があった場合，全体の流れを見て，変遷が自然なものか，尋問者による誘

導の影響がみられるか分析する。  

③ 個別の証言の信用性を分析する。分析の手がかりは以下のとおりである。  

 (a)証言者の想像や尋問者の誘導では説明できない，現実の体験に基づく証言であること  

(b)ある出来事を経験した後で，事後的に知った情報を証言にはめこんでいないこと  

(c)細かいことを記憶している理由が，後付けのものでないこと  

(d)証言を訂正した理由が後付けのものでないこと  

④ 裁判所の尋問手続きでされた証言が，原体験の記憶そのものに基づいている可能性，

理由の後付けや尋問者の誘導による可能性を分析し，証言全体の真偽の質を明らかにする。 

 以上の手順で，すでにされた証言を，取調べの過程が分析者に見えない状態の下で分析

し，そこから原体験の記憶に基づくもののみ抽出しようとするのである。  

 このように，心理学における証言の信用性の判断と，そこから得られた知見を法的な紛

争解決の場面に活かそうとする研究が行われているが，法のための実利的研究はまだ端緒

についたばかりなのが現実である。  
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1-7 「帰属」の研究と責任判断  

 

1-7-1 主要な帰属理論  

 

 事実関係が明らかになれば、その人にどのような「責任」を負わせるかの判断を行う。  

 責任判断は，心理学では「帰属」研究の一分野として扱われてきた。ある出来事の起こ

った原因を，自分の周囲にある様々な情報を検討して推論する過程は「帰属過程」とよば

れる。この過程を明らかにしようとするのが帰属理論である。  

帰属過程は，基本的に事象（行為）の観察，行為者の意図の判断，意図を説明するため

の行為者の属性に関する推論を含み，意図的でない行為は外的要因に，意図的な行為は行

為者の属性という内面に帰属される（Shaver，1975。Figure 1-3）。なおこのうち、事象

の観察が事実認定の問題に該当する。帰属過程の生じ方を説明し，そこに含まれる要因を

明らかにした主要な帰属理論には次のものがある。  

 

Figure 1-3 基本的な帰属過程の流れ 

 

 1) Heider の素朴心理学  

 

 Heider（1944，1958）は，普通の人々を「素朴な心理学者」と捉え，一般人が他者の

行動を理解しようとするときに起きる心の動きを，日常的に用いられる言葉を使って公式

化しようとした。Heider によると，人の行為には個人的・環境的の 2 種類の力が働く。こ

のうち環境的力の主なものは，課題達成の困難度である。個人的力は「能力」と「意欲」

で構成され，このうち「能力」は課題達成の困難度と相まって，行為が実現可能かを決定

する。実現可能な場合，「意欲」が問題となり，「意欲」は「意図」と「努力」で構成され

る。これら行為者の能力，意図を前提とした努力，課題の困難度が行為とその結果に含ま

れ，個人的属性への帰属は，個人的力と環境的力が相対的にどの程度寄与したかによって

変動する（Figure 1-4）。この帰属の本質について，Heider（1958）は，人は，ある人物

の行動の原因が，当該人物の属性や安定的な環境条件のような比較的変化しない特性にあ

ると推論することで，当該人物の将来の行動を予測し，さらにそれを統制することにより

環境への適応を図ることにあるとする。  

事象発生  行為の観察  意図の判断  
意図的  内的帰属 

（行為者の 

個人的属性） 

意図的 

でない 

外的帰属 

（偶然性， 

周囲の環境） 
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Figure 1-4 行為の個人的力・環境的力の構成要素（Heider，1958） 

 

2) 対応的推定理論  

 

 Heider（1958）の帰属の本質のうち，行為者の属性の推論に焦点を当てたのが，Jones

＆ Davis（1965）である。Jones らは，行為から意図が推測され，その意図からその人の

属性が推測されるという前提のもと，行為から人の属性を推測できる条件を「対応性」と

いう概念を用いて明らかにした。Jones らによると，人の行為はいくつかの選択肢からの

選択の結果であり，選択に伴う結果が行為者の属性を推測する手がかりとなる。そして，

その結果の数が尐ない場合や，結果が社会的に望ましくない場合は，属性の推測の確実性

は高まる（対応が高い）とされる（Figure 1-5）。 

Jones ＆ McGillis(1976)は，社会的望ましさのかわりに「期待」の概念を用いて説明し

た。期待には，行為者の属する社会的なカテゴリー(学生，男女等)全体に対して人々が抱

いているイメージと，当該行為者自身の過去の情報に基づいて形成されるものがある。そ

して，人は行為者に対して抱いた期待と行為を比較し，期待に反する行為の場合は個人的

属性への対応が高く，期待どおりの場合は対応が低いとされる（Figure 1-5）。 

しかし，対応的推定理論には次の疑問がある。同理論は意図の存在を前提とするため，

過失による行為には適用できないことになる。次に，同理論は，判断者が行為者が選択し

た行為とそれ以外に取りえた行為すべてに着目し，比較検討することを前提とするが，現

実には行為者が取りえた行動を外部から知ることは容易でない。このため，帰属の推論は，

限られた情報を手がかりに行われるのが現実的である。 

個人的力  

（内的要因）  

課題複雑度  

(川幅，流れ) 

能力 

(技能，体力) 

環境的力  

（外的要因）  

努力 

(尽力) 

意図 

(対岸へ渡ること) 

意欲 

(動機付け) 

実現可能性 

行為 

(課題の達成) 
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Figure 1-5 対応的推定理論の流れ  

 

 3) 原因帰属の分散分析モデル  

 

 そこで，限られた情報を手がかりに帰属過程を説明しようとしたのが Kelley(1967，

1972)である。Kelley は，人の属性の推論に重点をおいた対応的推定理論と異なり，人の

行為に影響を与える外的な要因への帰属に重点をおいた。Kelley（1967）によると，「映

画に感動する」という人の行為の原因は，①対象となる実体（映画の質），②人（映画を観

る人々），③時（映画を観る時），④対象との接触の態様（映画を観る場所）という条件か

ら検討される。この条件の変化に伴い「映画に感動する」結果が変化するか，すなわち共

変関係があるかによって帰属の対象が異なる。共変関係の有無は，a)弁別性，b)一貫性（時，

態様），c)合意性という基準で判断する。この例では，a)当該映画を観たときだけ感動する，

b)当該映画をいつ，どのような場所で観ても感動する，c)当該映画を観た人は誰でも感動

する，という場合は感動の原因は映画自体の質に帰属されることになる（Figure 1-6）。 

 

Figure 1-6 分散分析モデルの流れ  

 

しかし，実際には弁別性，一貫性，合意性の基準を判断するのに十分な情報を入手でき

ないことが多い。そこで，Kelley（1972）は，人は経験を通じて原因と結果との間の因果

事象発生 行為の観察  原因の判断  

合意性 

弁別性 

一貫性 

すべて高い  

弁別性だけ高い 

一貫性だけ高い 

帰属の判断  

対象となった

物(外的要因) 

その人の属性 

行為の観察  意図の判断  
行為者の 

個人的属性への帰属 

結果の数少ない 

明確な意図あり  

結果の数多い 

意図は明確でない 

属性の推測の確実性

高い(対応性高い) 
結果が望ましくない 

期待に反する行為 

 
 
 

行為者
が行為を 
選択 

属性の推測の確実性

低い(対応性低い) 

社会的に望ましい

結果 

期待どおりの行為 
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関係を学習しており，十分な情報がない場合は，学習されたパターン（因果スキーマ）を

用いて帰属の判断を行うとした。因果スキーマは次のように使われる。まず，ある結果や

行為を生じさせる原因は複数あるが，そのうちの１つがあれば当該結果が生じる場合(複数

充分原因)と，すべての原因がそろわないと当該結果が生じない場合（複数必要原因）があ

る。これら原因相互の関係に関し，ある原因の役割は，それ以外にもっともらしい原因が

ある場合には割引される（割引原理）。また，ある行為や結果を抑制する原因があるにもか

かわらず当該結果が生じた場合，当該結果を生じさせた原因がより重要なものと評価され

る（割増原理）。例えば，恵まれた環境にいる人物が成功したとき，人は成功の原因を外的

な環境に帰属しがちで，内的な原因（その人物の能力）には割引原理が働く。逆に恵まれ

ない環境（成功を抑制する原因）にいる人物が成功した場合，その人の努力など内的な原

因が重視される（割増原理）。この流れを示したのが Figure 1-7 である。  

 

 

Figure 1-7 因果スキーマを用いた帰属の流れ  

 

1-7-2 帰属理論の発展と帰属判断のバイアス  

 

 1) 総説 

 

 1-7-1 の帰属理論はそれぞれ相反するものではなく，１つの理論で説明困難な部分を相

補う関係で発展してきたといえよう。これらの帰属理論は，人間の帰属の過程について，

合理的に推論すればこのようになるはずだという規範理論的な性格をもつ。そこで，その

後に行われた実証的研究では，現実の判断が理論の予測と一致するか検討された。その結

果，様々な理論と現実のずれ（バイアス）がみいだされた。  

 

2) 合意性の軽視と過度の内的帰属  

 

Kelley（1967）は，原因帰属の判断には a)弁別性，b)一貫性，c)合意性が基準となると
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原因  
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したが，このうち合意性に関する情報はあまり影響がないとされた（Nisbett ＆ Borgida，

1975 他）。また，従来の帰属理論では内的帰属と外的帰属の 2 つに分けて帰属がとらえら

れてきたが，この 2 つは対等ではなく，内的帰属の方が重視されることがわかった（「根

本的な帰属の錯誤」。Jones ＆ Harris，1967；Ross，Amabile ＆ Steinmetz，1977 他）。 

 

3) 行為者と観察者の帰属の違い  

 

同じ行為でも，自ら行為をした人（行為者）と，行為を客観的に観察した人（観察者）

とでは，帰属の仕方が異なる。行為者は，自分の行為の原因を外部の環境に，観察者は行

為者自身の属性に帰属する傾向がある（Jones ＆  Nisbett，1972；  Jones ＆  Harris，

1967； McArther， 1972 他）。 

行為者と観察者で帰属の判断が異なる理由の１つに，知覚的側面での違いが指摘されて

いる。すなわち，行為者と観察者では，視野の中で何が目立つ刺激として注意を引くかが

異なっている。行為者にとって，自分の行動を自分で見るのは困難なので，注意を引くの

は周囲の環境であるのに対し，観察者にとって周囲の状況より行為者の行動の方が目立つ

刺激となる。このため，行為者と観察者は，それぞれ「目がいきやすい」対象に原因を帰

するので，このような違いが生じる（Storms，1973）。このことは，行為者に自分の姿を

撮影したビデオを見せて原因判断をさせると，行為者本人であっても，自分自身に原因を

帰することからもうかがえる（Taylor ＆ Fiske，1975）。 

もう１つの理由は，行為者について持っている情報の量と質の違いである。行為者本人

は行為時の詳細な状況を知っており，また，過去の行為と今回の行為を比較することで状

況に応じて自分の行為が変化することがわかるため，周囲の状況に原因を求めやすくなる。

これに対し，観察者はそのような情報をもっていないため，観察者自身の行為と比較して

判断をしがちであるが，これは行為の個人差を強調し，行為者独自の個性が強調されると

する（Jones ＆ Nisbett，1972）。 

 

4) 動機付けによるバイアス  

 

 帰属の本質は，事象の原因の推測を通して将来の出来事を予測し，自分を取り巻く環境

を統制しようとするところにある（Heider，1958）が，周囲をコントロールしたいという

人間の動機がバイアスの原因となることがある。  

自分の行為の結果が成功や望ましいものである場合は，自分自身に原因を帰属するのに

対し(自己高揚バイアス)，失敗や望ましくない結果は，自分の原因を否定する傾向がある

(自己保護バイアス。Bradley，1978，Fiske ＆ Taylor，1984 他）。この帰属は，成功を

自分の能力に帰することで自己評価を高め，失敗によって自尊心が傷つかないように自己
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を防護するという役割を果たすとされる。しかし逆に，望ましい結果の場合は自分ではな

く偶然に原因帰属し，望ましくない結果は行為者に重い責任を帰属するとする研究もある

（Shaw ＆ Skolnick，1971）。この研究では，望ましい結果が偶然起きたのであれば判断

者にも同様のよい結果が生じる期待が高まる反面，よくない結果は行為者自身の資質によ

って生じたとすれば，判断者に同じ不幸が降りかかることが避けられるという動機の影響

とする。なお，結果の成功と失敗でみた場合，日本では，失敗の原因は自分に帰し，成功

は外部に帰属することに高い社会的価値がおかれている（萩原・曽野・佐野，1977）こと

から，文化的な影響を考慮すると Bradley（1978）とは異なる結果になる可能性もある。 

望ましくない結果に対する帰属の判断には，次のバイアスが知られている。  

Walster（1966）は，交通事故の結果を４段階に操作し，調査対象者に行為者の責任を

判断させた。その結果，発生した結果が重大なほど，行為者に重い責任が帰属された。結

果が重大だと，「行為者に原因があるから，調査対象者が行為者と同様の事故に遭うことは

ない」として事故を避けたいというバイアス(損害回避のバイアス)が生じ，行為者に責任

を帰属するとされる(Walster の防衛的帰属)。しかし，後に行われた調査（Walster，1967）

では，同様の結論は得られなかった。 

Shaver（1970）は，Walster（1966）と同様の交通事故事例を用いて責任を判断させた

ところ，結果が重大なほど行為者の責任は軽く判断された。Shaver によると，調査対象

者と行為者に社会的な立場の類似性（状況的関連性。例，運転免許の保有者）があると，

自己防衛的欲求が生じる。その上で，調査対象者に行為者と同じ状況で同じ過ちを犯す可

能性がある（個人的類似性。例，急ぐとスピード出し過ぎの傾向）と，そういう場合に自

分に向けられる非難を回避するために，行為者の責任を軽く判断する (非難回避のバイア

ス)。これらの結果は一見矛盾するが，いずれも調査対象者の自己防衛的欲求の存在を想定

している点で共通する。 

 

1-7-3 新しい帰属研究  

 

 1) 知覚的な側面からの帰属研究  

 

 帰属研究が進むにつれ，判断のバイアスだけでなく，従来の帰属理論の予測に合致しな

かったり説明しきれない判断がみられるようになった。このため，理論的予測のあり方だ

けでなく，従来の帰属理論自体が見直されるようになった。  

従来の帰属理論は，選択肢や原因の相互関係の分析などを踏まえた複雑な帰属過程を想

定していた。しかしこれ以外に，刺激情報から直接的・自動的に原因帰属を行う可能性が

指摘された。直接的な原因帰属の可能性が示されたのは，行為者と観察者間の帰属におい

て，判断者が自分にとって「目がいきやすい」事象に着目して原因帰属を行ったことに始
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まる（Storms，1973）。また，１人にだけ明るい照明が当たっている場合，周囲の中で１

人だけ動いていたり人種・性別が異なる場合，当該人物はその状況で重要な役割を果たし

たと判断される（McArthur ＆ Post，1977）。このように，原因帰属において知覚的に目

立つ刺激が重視され，複雑な情報処理を経ずそれに原因帰属される可能性が示された。  

 

 2) 原因帰属と属性の推測の関係  

 

 従来の帰属理論では，帰属の判断は Figure 1-8 の流れを想定しており，原因帰属は属性

の推測に先行することが前提となっていた。           

 

 

Figure 1-8 帰属過程の流れに関する暗黙の仮定（外山，1991 による） 

 

 しかし，行為者の属性の判断より，行為の原因の判断の方が回答に時間がかかる（Smith 

＆ Miller，1983）ことから，属性の推測が行為の原因帰属に先行せず，行為の観察から

直接属性の推測が行われる場合があることが示された。そこで，どのようなときに原因帰

属が行われるかが検討された結果，期待どおりの事象・行為が起こった場合や事象が成功・

利益を獲得する内容である場合は直接属性の推測が行われ（Clary ＆  Tesser1983；  

Hamilton，1988 他），事象が予想外だったり失敗や敗北の場合は，原因帰属を経て属性の

推測が起こるとされた（Weiner，1985）。 

  

 3) スキーマ，スクリプトの活用 

  

 従来の帰属理論は，人は外部から与えられた情報に基づいて帰属判断をすることが前提

となっていたが，判断には判断者がすでに持っている知識が影響を与えることも明らかに

なった。既存の知識は，新たな情報の知覚・記憶など情報処理の各段階で影響を及ぼすも

のであり，スキーマの問題と捉えられる。スキーマとは「ある概念または刺激のタイプに

ついての体系化された知識を含む認知構造」（Fiske ＆ Taylor，1984）であり，原因と結

果の関係に関するもの（因果スキーマ。Tversky ＆ Kahneman，1980）や，出来事の典

型的な進行に関するもの(出来事スキーマ)，人間の典型的な特性に関するもの(人スキーマ)，

自分自身の言動に関するもの(自己スキーマ)，その人が属する社会的カテゴリーによるも

の（役割スキーマ）がある（Taylor ＆ Croker，1981）。このスキーマの考え方を帰属に

事象の観察 

外的原因 

属性・特性の推測 内的原因 原因の帰属 
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適用し，人の属性の推測には，「外向的な性格の人は外向的な行動をとる」という行動と属

性の結びつきに関する事前の知識，すなわちスキーマが用いられるとする研究もある

（Reeder ＆ Brewer，1979）。 

 また，従来の帰属理論が人間の行動全般に当てはまる法則を見いだそうとしたのに対し，

スクリプトという概念を用いて行動の種類や場面に特有の帰属を考えようとする研究もあ

る。スクリプトは，ある目標に向かった，習慣化しルーチン化した行為の連鎖に関する知

識を含む心的構造で，出来事スキーマの一種である（Schank ＆  Abelson，1977）。例え

ばレストランにおける行動は，習慣化した一連の流れ（着席→注文→食事→会計）に沿っ

て自動的に行われ(レストランのスクリプト)，人はその流れから外れた出来事が生じたと

きに初めて意識し始めるとされる（Langer，1978）。帰属の場面では，行動がスクリプト

に合致しているかどうか，また当該行動に関するスクリプトが存在するかによって，帰属

の判断が異なるとされる（Hilton ＆ Slugoski，1986）。 

 

3) 既存の知識を用いた帰属のまとめ  

 

 以上のように近年では，入力される情報の内容やスキーマ等の既存の知識を用いて，ど

のように推論を行うかという過程が注目されている。この推論過程をまとめるとおおむね

Figure 1-9 の流れとなる。人が行動や現象を知覚すると，それらをまずカテゴリーに分け，

関連する因果スキーマや過去の知識を検索する。該当する因果スキーマ等が見つかれば現

在の情報と比較し，それに照らして帰属の判断をして認知や行動の面で何らかの反応をす

る。さらに帰属判断の結果は記憶され，次の帰属の機会に過去の知識として作用する。  

 ただ，この帰属の過程は従来の帰属理論を否定するものではなく，従来の理論を前提と

してさらに詳細化・具体化したものといえる。  

 

Figure 1-9 既存の知識を用いた帰属の流れ（外山，1991 をもとに作成）  

  

行動・現象

の知覚  

知覚した情報

とスキーマ等

の比較  

因果スキーマ，

スクリプトや過

去の知識の検索  

帰属の  

判断  

カテゴリー

分け  
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1-8 帰属理論の法律上の責任判断への応用 

 

1-8-1 責任の帰属に関する先行研究  

 

 これまでみてきた帰属は，ある出来事の原因を探り，最終的に人の属性や性格を推測し

ようとしていた。ただ，帰属はそれに止まらず，事故原因の帰属や事故に伴う責任の帰属

にも応用されている。ここでは，事故による責任の帰属研究について検討する。  

交通事故の当事者への責任帰属の研究として Walster（1966）と Shaver（1970）があ

るが，これらは全く逆の結果を示した。また，Shaver(1970)は状況的関連性と個人的関連

性の影響について述べ，これらの関連性が高い場合は事故の当事者への責任帰属が弱まる

としており，これと同様の結果を示す研究もある（Chaikin ＆ Darley，1973； Shaw ＆ 

McMartin，1977 他）。事故多発者は事故の当事者の責任を軽く，無事故者は重く判断す

るという山下（1984，1987）も同様といえる。しかし逆に，McKillip ＆ Posavac（1975），

萩原ら（1977）や Hagiwara（1983）は，状況的関連性や個人的関連性が高いほど行為者

の責任は重く判断されるとした。運転免許の保有者は，車の運転者の責任を重く判断する

という研究（諸井，1988）も同様である。  

また，観察者と行為者とで事象の原因の帰属が異なることが知られているが，同様に事

故の当事者の立場で判断すると結果が重大なほど自分の責任を軽く，観察者は当事者の責

任を重く判断するという研究もある（Harvey，Harris ＆ Barnes，1975）。しかし，当事

者の立場で責任判断をした方が当事者の責任を重く判断するという研究(国吉，1982）や，

立場によって判断に差がないという研究（山下，1996）もある。このように，責任の帰属

に関する研究結果は，いまだ一貫した結論が出ているとは言い難い。  

 

1-8-2 「責任」の概念  

 

結論が一貫しない原因として，「責任」の概念が明確でなく，結果的に異なる内容の「責

任」について比較検討している可能性が指摘されている（萩原，1986）。 

心理学における帰属研究が対象としている「責任」は，常識的・道徳的な意味の「責任」

であり，必ずしも法律的なものを意味しない（黒澤・萩原，1991）。この常識的な意味で

の責任概念の多義性について，Heider（1958）による行為と結果の結びつきの整理が参考

になる（Table 1-5）。そして，責任判断の対象となる事例がどの段階に該当するかによっ

て，当事者に帰属される責任の大きさが規定され（Fincham，1979），③段階の責任判断

には原因結果の関係である因果関係の判断が影響を与え，④段階ではその行為自体に対す

る規範的評価によって責任が決まる傾向があるとされる（萩原，1986）。 

以上から，「責任」判断には，原因と結果の関係という「因果性としての責任」と，規範
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的評価に基づく非難可能性の大きさという意味での「責任」がある。さらに，「責任」には，

責任を帰属された人が負担すべき不利益（刑罰や損害賠償）の大きさも含まれる（石村・

所・西村，1986）。このように，「責任」概念は，事象が発生する上で当事者の果たした因

果的役割，道義的な非難可能性，実際に科される不利益の量で構成される（萩原，1986）。

責任の概念をこのように整理すると，Walster（1966）は責任の因果的役割，Shaver（1970）

は当事者への非難という観点から責任を問題としているとされる。判断者は，事故当事者

の被害者という側面に着目し，被害者に重い因果的責任を負わせることで同様の事故が自

分の身にふりかかる可能性を回避しようとする。しかし，当事者と類似の社会的立場にあ

る等その可能性が否定できない場合は，当事者の加害者としての側面に着目し，同様の事

故が生じた場合に自分に向けられる非難を回避しようとするのである（萩原，1977）。 

 

Table 1-5 Heider による５段階の結びつき  

（法的概念との対応は Hamilton，1978 による） 

名称  責任の内容  法的概念との  

結びつき  

①連合性  何らかの関連性があると思われる事象について責任を問われる  代位責任  

②因果性  その人が原因となって発生させた事柄について，全て責任を問

われる  

厳格責任  

③予見  

可能性  

その人が，自分の行為の結果として生じることを予見し得た事

象について，責任を問われる  

過失責任  

④意図性  その人が意図したことについて責任を問われる  故意責任  

⑤正当性  その人が意図した事象でも，環境が動機の源となっている場合

（他人に脅されてやむなく行為を行った場合など）責任は問わ

れない，あるいは小さくなる。  

責任阻却  

（期待可能性） 

 

1-8-3 責任判断の流れ  

 

 以上の責任概念を踏まえ，責任帰属は Figure 1-10 の流れで行われるとされた（Shaver，

1985）。人は何か悪いことが起きたとき，まず因果関係の帰属（原因帰属）を行い，その

原因によって道義的非難の帰属（責任帰属）を行う。さらに責任帰属の結果によって不利

益の量の帰属（非難の帰属）を行う。 

 

Figure 1-10 Shaver（1985）による責任帰属の流れ  

 

 この流れを踏襲しつつ，一般人の責任判断の仕方をより詳細に明らかにしたのが石村・

所・西村（1986）である。石村らは主に刑事責任の判断に関し，「責任帰属」「責任負担」

原因帰属  責任帰属  非難の帰属  
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「問責行動」という責任判断の流れと，それぞれに影響する要素を検討した(Figure 1-11)。

「責任帰属」は因果関係と行為者への道義的非難，「責任負担」は責任を帰属された人が負

担すべき不利益，「問責行動」は具体的・現実的な罰の大きさの判断である。石村らは，強

盗等の事例について行為者の故意の高低，前歴の有無，関与者の有無，結果の軽重を操作

し，行為者の責任と与えるべき処分の内容を回答させた。その結果，責任帰属の判断に行

為者の故意，前歴，関与者の有無が影響した。責任負担は，責任帰属と結果の重大性を総

合して判断された。さらに，実際に行為者に科すべき処罰の判断には，行為者の将来を戒

める観点（特別予防的配慮）が重視された。

 

Figure 1-11 責任帰属，責任負担，問責行動のモデル（石村ら，1986 による） 

 

1-8-4 帰属研究の責任概念と刑法上の責任 

 

 これまでみてきた帰属研究は，主に常識的な意味の責任を対象としているが，法制度上

の「責任」もこれと無関係に存在するのではなく，特に刑法上の責任判断と帰属研究の関

連が明らかにされてきている。  

 刑法で犯罪とされるのは，①法で定められた犯罪の「構成要件に該当する」②「違法」

で③「責任のある(有責)」行為である。このうち，①構成要件該当性と②違法性は行為を

客観的に観察して要件をみたすか判断され（大谷，1994），③「有責」の段階で初めて行

為者の内面に注目し，犯罪を行わないこともできたのに，あえて罪を犯すという反規範的

な意思活動をしたことについて行為者を非難できる場合に，「有責」として犯罪が成立する。

この「有責」性の判断は，石村ら（1986）のいう「責任帰属」に酷似する。また，「有責」

性の具体的内容は故意・過失，期待可能性等があるが，過失は Hider の③予見可能性，故

意は④意図性，期待可能性（行為者が他の適法行為をすることが期待できたこと）は⑤正

当性の判断に該当する。このように刑法の「有責」要件の判断に，常識的意味の「責任」

概念が多く取り込まれている。  

 刑事責任の場合，次に犯罪行為に対してどの程度の刑を科すか(量刑)を決める。量刑に

関し，刑法は科すことができる刑の限度・種類を定めるのみで，執行猶予の有無を含め判

結果  

責任帰属  

結果の重大性  

関与者  

前歴  

故意  問責行動  責任負担  

特別予防的配慮  

負担の評価  
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断者の裁量に委ねられる部分が多い。このため，石村らのいう責任負担・問責行動は，責

任帰属と独立して重要な問題となる。また，刑事では，犯罪結果の大小は量刑の段階で考

慮され，「有責」判断では考慮されないが，この判断過程も石村らのモデルと刑法上の責任

とは類似する（石村ら，1986）。このように，帰属研究で責任判断について明らかにする

ことで，刑法上の責任判断の内容や機序をも明らかにしているといえる。  

 

1-8-5 帰属研究の責任概念と民法上の損害賠償責任  

 

 これに対し，石村ら（1986）は，当該モデルと民法上の責任判断との関係については述

べていない。民法上の不法行為に基づく損害賠償請求の要件は，①行為者の故意・過失，

②行為の違法性，③行為と結果の間の因果関係，④損害の発生である（民法 709 条）。石

村らのいう責任帰属の段階にあてまはりうる要件をあげるとすれば，①故意・過失と③因

果関係であろう。しかし，①の過失は，一般人であれば結果を予想できたのに行為者が結

果発生を防ぐ努力をしなかったこと（円谷，2005）であり，過失の有無は一般人の判断を

基準に客観的に判断される点で，人の内心の状態を重視する帰属研究および刑法上の「有

責」判断とは異なっている。また，③因果関係は，原因結果の関係である事実的因果関係

と，損害賠償の範囲の基準という２つの意味で用いられ(平井，1971)，石村らのモデルの

責任帰属と責任負担の両方にまたがる概念となっている点で特殊性がある。  

また，刑法上の責任判断では，主観的な責任帰属と量刑の問題としての責任負担・問責

行動がそれぞれ問題となる。しかし，民事上の損害賠償責任の場合，①から④の要件は原

則として客観的に判断され 1)，行為者の内心の状態を推し量る場面は非常に尐ない。この

ように，民事では内心の状態はあまり重視されないことから責任帰属をとりたてて問題視

する必要性は低く，むしろ中心的な問題になるのは責任負担の段階である。石村らも，民

法上の損害賠償責任の判断は，彼らのいう責任負担の問題であるとしている。  

責任負担に関し，民事責任は金銭賠償が原則なので，不利益の内容は損害賠償額の決定

となる。そして，交通事故による損害賠償は計算方法が基準化されているため，損害額そ

のものは客観的形式的に算出される（日弁連交通事故相談センター，2006；日弁連交通事

故相談センター東京支部，2006 等）。 

この損害賠償の算定の際に，過失相殺が行われる（民法 722 条 2 項）。過失相殺は，損

害の発生について被害者にも過失があればそれを斟酌して損害賠償額を決める制度で，事

故の相手との関係性において自分の責任の大きさが決まる点で刑事責任と根本的に異なる。

この過失相殺は交通事故による損害賠償請求の大部分で行われ，過失相殺率あるいは過失

割合に関する争いは，交通事故をめぐる紛争の大半を占めると言っても過言ではない。  

このように，刑事責任と民事責任は手続・構造ともに異なる別個独立の制度であり，刑

事責任に関して明らかとなった責任判断の機序を，民事責任にそのまま当てはめることは
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できない。このため，民事責任の特殊性に着目して研究を行う必要がある。そして，民事

責任における主要な問題は損害賠償額の決定であり，多くの事例で損害賠償額の決定は過

失相殺の問題として現れる。そこで，次に過失相殺について述べる。 

 

1) ②違法性は，侵害される利益と侵害行為の態様を客観的にみて，相関関係的に判断される。被侵害

利益が強固であれば（所有権，生命・身体）侵害行為の不法性が小さくても違法性があり，そうでない

場合は侵害行為の不法性が大きくないと違法性がないことになる（円谷，2005）。  

 

1-8-6 過失相殺について 

 

1) 過失相殺とは 

 

 過失相殺とは，損害の発生に関し被害者にも過失がある場合，加害者と被害者の公平を

図るため，損害額を決める際に被害者の過失も斟酌するという制度である。  

過失相殺は次のように行われる。交差点を右折しようとした車Ａと対向車線を直進して

いた車Ｂが衝突し，Ａに 100 万円，Ｂに 50 万円の損害が生じた場合，右折車Ａは直進車

Ｂの進行を妨げた過失がある（道交法 37 条）。また，直進車Ｂにも，交差点内で他の車両

の動向に注意して進行する義務を怠った過失がある（道交法 36 条）。ＡとＢの過失割合が

Ａ70％，Ｂ30％とすると，ＡがＢに請求できる損害賠償額は 100 万円のうちの 30％の 30

万円であり，ＢがＡに請求できる額は 50 万円のうちの 70％の 35 万円となる。  

この過失相殺には，損害の公平な分担に加え，事故を抑止する機能がある。すなわち，

過失相殺で被害者にも損害を分担させることにより，被害者の方にも注意深い行動をとる

インセンティヴを与えるという意味で事故抑止につながるとされる（能見，1995）。  

  

2) 過失相殺の認定基準とは  

 

① 認定基準の必要性  

過失相殺は，加害者と被害者両方の事情を比較してされる。しかし，交通事故による訴

訟が多発する中，すべての事件で加害者と被害者に関する複雑な原因や状況を細かく調べ，

過失相殺の割合を認定していては，事件の解決が紛争の起きるスピードに追いつかないと

いう問題が生じた。また，事故の態様は同じなのに，認定される過失相殺の割合が事故の

起きた地域や担当裁判官によって異なると当事者の間で不公平が生じ，裁判を含む法的な

解決手段に対する不信を招くという問題もあった。  

そこで，事件解決の迅速化を図るとともに，過失相殺の判断過程と結果を客観的に説明

できるようにするため，1960 年代後半から過失相殺の基準の作成がはじめられた。  
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② 認定基準作成の考え方  

基準は，交通事故による事件を専門に扱う部署の裁判官が中心となり，弁護士や保険会

社の意見を取り入れながら作成が進められた。基準の作成にあたり，過失相殺の考え方に

ついて議論がされた。例えば，事故への関与が加害者 30%，被害者 20%，不可抗力 50%

という場合にどう過失相殺をするかという問題である。  

伝統的な考え方は，加害者は原則，全損害を賠償する義務があるが，被害者に過失があ

る場合はそれでは不公平だから，被害者の関与した分を減額する（絶対説・宮原，1973）。

先の例で，加害者は 80%賠償することになる(佐々木，2006)。この方法はの特徴は，被害

者の保護に厚いということである。しかし，絶対説は被害者の関与した部分しか考慮せず，

加害者にとって不利である。例えば，歩行者(被害者)が赤信号を無視し 50%の割合で関与

した場合，車(加害者)が信号を守っていても赤信号無視でも一律に車が 50%賠償すること

になるが，この結論は公平さを欠く。  

そこで，被害者と加害者の関与を比較し，全体として割合を決めるという考え方がある

（相対説・宮原，1973）。最初の例で加害者と被害者の過失割合は 3：2 であり，加害者は

60%賠償することになる（佐々木，2006）。この方法は，車同士の事故のように，加害者

と被害者がいつでも入れ替わりうるような対等な立場にある事例で，公平な結論を出すこ

とができる。この考え方に基づき，倉田・福永（1969ab，1972）は道交法上の優先権に

基づいて基本的な過失割合（基本要素）を決め，結果予防の可能性の大小によって基本要

素を修正し妥当な解決を図ろうとする基準を作成し，実務上大きな影響を与えた。しかし，

実際の運用上修正要素が十分考慮されず，被害者保護に欠けるという批判がされた（宮原，

1973）。そこで，被害者保護の価値観を加味した基準（本井，1973）も作られたが詳細に

すぎ，実際に利用するには煩雑で一般に浸透しなかった。その後，数度の修正を経て，現

在は東京地裁民事交通訴訟研究会（2004），（財）日弁連交通事故相談センター，東京三弁

護士会交通事故処理委員会がそれぞれ判断基準を作成している。本研究では，裁判所が中

心になって作成した東京地裁による認定基準を用いる。 

 

③ 東京地裁による認定基準  

この基準は絶対説と相対説両方を取り入れ，実質的な公平を図っている(法曹会，2006；

佐々木，1984)。本基準は，①道路を通行する際の優先関係，②優者危険負担の原則(事故

が起きたら物理的に被害を多く与える方が責任も多く負う原則)，③事故回避の可能性・容

易性（どちらの当事者がより多く事故を回避する力を持っていたか）を基礎に (法曹会，

2006)，事故の当事者によって項を分け，事故類型ごとに基本的な過失割合とその修正要

素を定めている。当事者の類型は，「歩行者と四輪車・単車の事故」「四輪車同士の事故」

「単車と四輪車との事故」「自転車と四輪車・単車との事故」「高速道路上の事故」である。 
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そして，本基準は，当事者の類型によって異なる過失割合の決め方をしている。  

ⅰ）四輪車同士の事故では，両者が対等の立場にあることから両者の過失を単純に比較し，

過失の割合を決める（相対説）。 

ⅱ）歩行者対四輪車の事故では，両者の過失を比較するのではなく，歩行者(被害者)の過

失の大きさだけを問題にする（絶対説）。常に他害の可能性をもつ自動車の過失と，自分

の安全確保だけに向けられた歩行者の過失とを同じ土俵の上で比較するのは妥当でなく，

また，事故が起きたら歩行者の方が自動車より被害が大きいことから，歩行者を保護す

る必要があるためである。  

ⅲ）単車と四輪車の事故では，四輪車同士の事故より基本的に単車側に 10～20%有利に扱

われている。これは，四輪車に比べ単車の物理的危険の方が大きく，単車側を保護する

必要があるためである。 

ⅳ）自転車と四輪車等の事故では，自転車は単車より有利で歩行者より厳しい基準となっ

ている。 

これら基本的な過失割合で解決の基準はある程度示されるものの，それにこだわりすぎ

ると具体的な事案で妥当性を欠くおそれがある。そこで，事故時のスピードや両当事者の

注意の程度，年齢等の修正要素を考慮することにより，妥当な結論を導こうとしている。  

なお，自動車同士のように対等な立場の者同士の過失を比較するときは「過失割合」，そ

うでない場合は「過失相殺」といわれるが，以下「過失割合」で統一する。  

 

3) 過失割合の判断の特徴と問題  

 

過失割合の判断には認定基準が設けられているが，この判断は「自由裁量により決定」

され（山田，1998），事件の落ち着きという感覚的なものが基本となっており，基準が不

変の正解というわけではない。実際，事件解決の妥当性は，その時々の交通事情や国民の

感覚によって変わっていく。これらが基準に適切に反映されていないと妥当な解決が図れ

ず，裁判官への信頼が失われることになる。この点に関し，法学の分野では「あるべき」

責任判断を議論し基準を作成してきたが，それが社会の実態を反映しているかの調査は多

くは行われていない。このため，実際に責任判断に関するデータをとり，分析比較するこ

とが必要である。  
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1-9 本研究の目的  

 

そこで，本研究は，心理学の研究で得られた知見を，交通事故をめぐる民事上の紛争解

決の場に生かし，適切な紛争解決の実現を目指した。 

民事裁判の流れに沿ってみると、責任帰属の最初の段階は，事実関係の確定である。実

験調査では統制された条件で事例が提示されるためこの点は問題にならないが，紛争の現

場では事実関係自体に争いがあることが多く，責任帰属の前提となる事実関係を確定する

ことが不可欠である。事実関係の争いは，当事者・関係者の証言の食い違いという形で現

れる。この証言の信用性の判断に関し，2 つのアプローチから研究が行われている。予測

的アプローチからは，虚偽の証言がされやすい条件やその心理的メカニズムが明らかにさ

れている。しかし，この方法は，ある証言が虚偽である可能性の高低は示せるが，具体的

な真偽の判断は困難である。そこで，ある証言の真偽を事後的に判断しようとするアプロ

ーチからは，当該証言の信用性の判断方法が示されている。しかし，判断手順が複雑であ

ったり，判断基準はあっても詳細さに欠け実際の事件への適用基準が不明確であることか

ら，紛争解決の専門家ではない一般人が多く関与する民事上の紛争に用いるには困難があ

る。また，この研究は主に刑事事件が対象で，法律の専門家が主導する刑事裁判手続にお

いて，取調調書と法廷での証言に基づき事実認定が行われることを前提としているため，

その手法を，当事者間の示談で大半の紛争が終了する民事上の紛争にそのまま用いること

は困難である。そこで，第 2 章では，当事者・関係者の証言が食い違った場合に，一般人

が証言の真偽を簡明に判断し，事実関係を判定できる指標の開発と有効性の検証を行った。 

事実関係が確定すると，それに基づいて責任の判断が行われる。民事上の責任判断は，

主に過失割合の判断として現れる。過失割合には法律の専門家である裁判官が作成した認

定基準が設けられているが，これが一般人の感じる「落とし所」と合致しているかについ

て調査した研究はみあたらない。また，一口に「一般人」といっても，事故の加害者，被

害者，傍観者(観察者)というように事故への関与の仕方は様々である。 

 そこで，第 3 章では，事故事例を文章と図面を用いて調査対象者に提示し，一般人の過

失割合の判断と基準とを比較することにより，当事者や事故発生場所が様々な事例におい

て，一般的に判断と基準にどのような差が生じるのかを広く検討した。  

次に，事実関係は同じでも，当事者と観察者では帰属の判断が異なる（Jones et.al. 

1972；Jones et.al. 1967；McArther，1972；Harvey et.al. 1975 他）。ただこれらの先行

研究は，当事者は自分の行為，観察者は当事者 1 人の行為のみを対象に帰属判断を行って

おり，相手との関係性の中で両者の責任分担をどう判断するかという過失割合の視点から

行われた研究はみあたらない。また，当事者には「加害者」と「被害者」があり，両者の

責任判断が異なることで紛争が激化することは経験的に考えられるが，この意味での立場

の違いに着目した研究もみあたらない。そこで，第 4 章では，事故の加害者，被害者，観
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察者の立場からみた事故の映像を提示しそれぞれの判断を比較するとともに，判断の立場

の違いが基準との差にどのように影響するかについて検討した。  

第 5 章では，一般人と法律家を目指す学生の判断を比較した。一般人の判断と基準との

違いに関し，１つには基準が個々の事情を捨象し規格化された数値であることも考えられ

るが，何より基準を作成した法律家の感覚と一般人との差異の影響が重要である。法律家

と一般人の判断の比較は，古くは裁判官と陪審員の判断の比較という形で行われた。全体

に，1950 年代は，陪審員の判断は裁判官より被告人に有利であった（三宅，1968）が，

近年は陪審裁判の有罪率が裁判官のみの裁判の場合を上回り，陪審員の方が被告人に厳し

いとされる（山室，1995）。量刑判断の違いに関し，中程度の犯罪（侵入窃盗，傷害等）

であれば，一般人は抽象的には裁判官の量刑は軽すぎると評価するが，犯罪の状況など詳

細な情報を与えられると裁判官より量刑が軽くなる傾向にある（Diamond ＆  Stalans，

1989）。それ以外の重大犯罪では陪審員の量刑は裁判官より重く，判断のばらつきも大き

い（Weninger，1994）。一般に，法律家は，一般人より犯罪自体の重大さは大きく判断す

るが，量刑(刑期)は軽くなる傾向にある（Carroll ＆ Payne，1977）。このように多くの

研究が行われているが，別個の制度である刑事上の量刑と民事上の損害賠償の判断を同列

に捉えることはできない。交通事故を題材に我が国で行われた研究では，法律家の方が被

害者(歩行者)の交通法規違反を重視し，被害の大小，被害者が当該場所にいた理由等によ

って，責任の大きさの判断が影響されない（一般人は影響される。萩原，1977）。ただこ

の研究は，一方の当事者の責任に着目しており，過失割合という視点からの判断ではなく，

また調査に参加した法律家は尐数で認定基準との比較は行われていない。さらに，損害賠

償額の算定に関し，大学生の方が法律家より被害者に不利な判断をした研究もある（波多

野・高橋・武田，2000）が，この研究は逸失利益の計算の基礎の判断を扱っており，本研

究とは対象を異にする。そこで，過失割合に関する一般人と法律家との判断の比較を行っ

た。ただ，裁判官や弁護士は，基準を知識としてすでに知っており，純粋な感覚が回答と

して得られない可能性が高かったため，法律家を目指す法科大学院生を対象とした。なお，

法律家を目指す立場である司法修習生と大学生の判断の差に関し，司法修習生の方が有罪

判断をする傾向が強いとされる（山崎・仲，2008）が，陪審員(一般人)の方が法律家より

判断が厳しいとする山室(1995)や Weninger（1994）他とは結論が異なり，未だ一貫した

結果が出ていないことに加え，民事上の損害賠償に関する研究はみあたらない。  

第 6 章では，以上を踏まえ，一般人が過失割合について責任判断を行う機序を検討する

とともに，その中で基準との違いに影響する要素とその位置づけを明らかにし，図式化し

た。その上で，基準と判断および当事者相互間の判断の違いを極力なくし，紛争を減らす

ために取り得る対策とチェックリストの使い方について考察を加えた。  
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第２章 簡易な事実関係判断指標の開発 

 

2-1 本章の目的 

  

紛争の現場では，加害者と被害者の認識する「事実」が異なり，争いが起きることが多

い。この事実関係は責任判断の基礎となるもので，証拠から明らかにする必要がある。し

かし，民事上の紛争は大部分が当事者間の示談で解決されるため，証拠の収集や吟味が不

十分なまま事実関係が決められてしまうことが尐なくない。  

本研究では，紛争の当事者となった一般の人が，必要十分な情報を入手し，証言の真偽

を判定して事実関係を判定できる手段を開発するとともに，その有効性の検証を行った（岡

本・神田・石田，2004）。 

 

2-2 本研究の手順  

  

 本調査は，以下の手順で行った（Figure 2-1）。 
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Figure 2-1 チェックリスト作成と検証の流れ  

証拠の信用性に影響する要因の抽出 

2-3 チェックリストの作成  

事例の選定 

要因の分類と判断方法の整理 

争点に関する当事者の主張と 

証拠を整理 

具体的に争っている点 

（争点）を整理 

事実と合致しているか判定 

チェックリストを用いて 

証拠の信用性に影響する要因を抽出 

敗訴側の主張・証拠に基づき 

バリエーションツリー（VTA）-Ａを作成 

2-4-1 事例の選定 

証拠に関し，チェックリストで 

抽出された要因を整理 

判決に基づきＶＴA-Ｂを作成 

判決が証拠の信用性の判断に使った

要因をＶＴA-B 上に記載 

主張と証拠の整理 

争点を整理 

要因と判断の整理 

証拠の信用性判断に用いた要因

と判断の一覧表作成 

争点に関し，どちらの主張が  

事実と合致しているか判定  

2-4 チェックリストの検証  

2-4-3 チェックリストによる事実関係の判定  

要因を VTA-Ａに記載 

2-4-4 判決の判断方法の明確化  

2-4-5 チェックリストの判定結果と判決の判断の比較  

2-4-6 チェックリストの改訂  
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法律上の主張 

直接証拠  間接事実  

補助証拠  補助証拠  

間接証拠  

証明  

具体的事実 

（主要事実） 

例，故意・過失  
推認  

証明  

補助事実  補助事実  

信用性に  

関する事実  

証明  

信用性に  

関する事実  

証明  

2-3 チェックリストの作成  

 

2-3-1 概説 

 

 交通事故によって損害が生じると，被害者は加害者に対して損害賠償請求（法律上の主

張）をする。裁判上損害賠償請求が認められるには，加害者の故意・過失など，一定の具

体的事実（主要事実）の存在が認められる必要がある。この具体的事実の存在を証明する

のが証拠である。証拠は以下の機能を持つものに分類される。  

① 直接証拠：具体的事実(主要事実)の存在を直接証明する証拠  

② 間接事実：具体的事実(主要事実)の存在を推測（推認）させる事実  

③ 間接証拠：間接事実の存在を証明する証拠 

④ 補助事実：①直接証拠と③間接証拠の信用性に関する事実  

⑤ 補助証拠：補助事実を証明する証拠。なお，補助証拠には，直接証拠・間接証拠の信

用性を高めるものと低めるものがある（Figure 2-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 2-2 法律上の主張，具体的事実（主要事実），各種証拠の位置づけ  

 

当事者間の示談で解決する場合も，裁判手続ほど厳格ではないにせよ，事実上同様の考

え方で事実関係を決定していると思われる。また，示談で解決できなかった場合は裁判手

続に移行する。このため，裁判外で事実関係を検討する場合も，裁判所の証拠の見方が参

考になる。そこで，判例の判断方法を参考に，証拠の信用性を判定するときの手がかりと

なるチェックリストを作成した。  
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2-3-2 作成する事例の選定  

 

作成対象となる裁判事例は，以下の基準で選出した。 

 

① 交通事故に関する判例である 

② 具体的事実の存否に争いがある  

③ 掲載内容から，争いとなっている具体的事実の内容，証拠の内容（証言内容等），裁

判所の信用性判断の過程が詳細に記載されていて，正確に読みとれる 

 

以上の基準に基づき，刑事判決・民事判決から各５例選出した（Table 2-1）。 
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Table 2-1 チェックリスト作成対象とした判例の概要，争点，判断と証拠 

年月日 事案の概要 争点 判断と証拠 

事例１ 

（大阪地

裁，1972） 

 

Ａ車は，赤信号を無視して交差点に

進入し，左から交差点に進入したＢ車

と衝突してＢらを死傷させた。 

Ａは業務上過失致死傷罪で起訴。 

Ａ車が交差点

に進入した時

の信号の色 

有罪（赤信号で進入）。 

・当事者，証人の証言 

・事故現場の交差点と手前の

交差点の距離 ・信号サイクル 

事例２ 

（最高裁， 

1989） 

Ａ車は，酩酊してセンターライン付近

に横たわっていた歩行者Ｂに気づか

ず，Ｂの頭部･胸部をひいて死亡させ

た。Ａは業務上過失致死罪で起訴。 

Ａ車が 

れき過車両で

あったか否か 

無罪 

・当事者，証人の証言 

・Ａ車の付着物に関する鑑定

結果 等 

事例３ 

（大阪高

裁，1995） 

Ａ車は，赤信号を無視して交差点に

進入し，右から交差点に進入したＢ車

と衝突しＢに傷害を負わせた。 

Ａは業務上過失致傷罪で起訴。 

Ａ車が交差点

に進入した時

の信号の色 

有罪（赤信号で進入） 

・当事者，証人の証言 等 

事例４ 

（東京地

裁，2000） 

8 歳の児童Ｂが，横断歩道上に一時

停止していたトラックＡの面前を横断

しようとした際，発進したトラックＡにひ

かれて死亡した。 

Ａは業務上過失致死罪で起訴。 

Ａの過失の 

有無 

有罪 

・証人の証言 等 

事例５ 

（東京地

裁，2001） 

Ａ車は赤信号を無視して交差点に進

入し，左方から交差点に侵入してきた

Ｂ車と衝突し，Ｂに傷害を負わせた。

Ａは業務上過失致死傷罪で起訴。 

Ａ車が交差点

に進入した時

の信号の色 

無罪（青信号で進入） 

・当事者，証人の証言  

・事故現場の交差点と手前の

交差点の距離 ・信号サイクル 

事例６ 

（東京地

裁，1978） 

Ｂ車が，対向車線上の対向車Ａと衝

突し，Ｂが死亡した。Ｂ遺族が，Ａの雇

用主，自動車Ｂの直後を走行してい

た自動車Ｃらに損害賠償を求めた。 

Ｂが対向車線

上に出た理由 

 

Ｂ遺族の主張認める（Ｃが居眠

り運転をし，Ｂに追突して対向

車線上に押し出した）。 

・当事者，証人の証言  

・工学鑑定の結果 等 

事例７ 

（大阪地

裁，1982） 

信号のあるＴ字型交差点内で，直進

中の大型バスＡと右折中の原付Ｂが

衝突し，Ｂが死亡した。Ｂ遺族が，Ａら

に対し損害賠償を請求した。 

バスＡが交差

点に進入した

時の信号の色 

Ｂ遺族の主張認めない（Ａは青

信号で進入）。 

・当事者，証人の証言  

・事故が発生した交差点と手前

の交差点の距離・信号サイクル 

事例８ 

（津地裁， 

1983） 

 

大型トラックＡが原付Ｂを追越し，その

直後，Ｂが転倒し傷害を負った。 

ＢがＡらに対し損害賠償を求めた。 

追越しの態様 Ｂの主張認める（Ａは危険な追

越しをした） 

・当事者の証言 

・道路構造 等 

事例９ 

（東京地

裁，1998） 

 

Ａ車は赤信号で停車し，発進した直

後に，横断歩道上の自転車Ｂに衝突

した。 

ＢがＡらに対し，損害賠償を求めた。 

 

・ Ｂ が横 断 を

始めたときの

信号の色 

・ 衝 突 時 の 

自 転 車 の 状

態 

Ｂの主張認めない（Ｂは赤信号

を無視して横断歩道上に飛び

出した）。 

・当事者の証言 

事例 10 

（東京地

裁，1999） 

二輪車Ａは停車する際，右側に転倒

し，Ａの上半身が対向車線に出て，

対向車線を走行中のＢ車にひかれ

た。 

ＡがＢに対し，損害賠償を求めた。 

・ＢがＡに 気

づいたときの

位置関係 

・ Ｂの回避行

動の適切性 

Ａの主張認めた（Ｂはかなり手

前からＡに気づけたし，回避行

動も不適切）。 

・当事者，証人の証言 
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2-3-3 証拠の信用性に影響する要因の抽出  

 

各事例について，法律上の請求とそれを基礎づける具体的事実，具体的事実の直接証拠

とその補助事実・補助証拠，間接事実と間接証拠，その補助事実と補助証拠を整理した。

その結果の一部を，事例７を例にして示す（Figure 2-3）。そして，間接証拠，補助証拠に

分類された事項に関し，証拠の信用性に影響する要因ごとに，Figure 2-3 補助証拠の欄（ ）

内太字のようにまとめた。  

 なお，具体的事実（主要事実）は，原告が存在を証明する必要があり，証明できなけれ

ば原告敗訴となる（証明責任）。このため法律上，事例７の例では，原告Ｂは被告Ａに過失

があったこと（Ａが赤信号で交差点に進入した事実）を証明する必要があるが，被告Ａは

自分に過失がなかったこと（Ａが青信号で交差点に進入した事実）を証明する必要はない。

このため，原告Ｂと被告Ａが行う主張・立証活動は，厳密にいえば内容が異なる。しかし，

被告Ａが原告Ｂの主張を否定するためには，事実上，自分に過失がなかったことについて

主張・立証を尽くさないと敗訴の危険があるため，証拠で事実を証明するための活動とい

う点で，被告Ａと原告Ｂで変わりはない。このため要因の抽出は，証明責任の所在にかか

わらず，原告，被告が主張する（具体的）事実に関する間接証拠，補助証拠を対象とした。 
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原告Ｂが被告

Ａに対して 

損害賠償請求 

直接証拠 

証人Ｔ・Ｈ：Ａが赤信号で交差点に 

進入するのを見た。 

間接事実 

現場手前の交差点通過時

に，対面信号が青から黄に

変化した。 

補助証拠（信用性低める） 

・証人 T・Hとも，事故後まもなく原告Ｂ側の人間と接触した（当事者との

人的関係） 

・証人 H は，Ｂの家族で勤務先の社長（当事者との人的関係） 

・現場手前の交差点通過時の信号の色に関する H 証言は，交差点間

の距離や信号サイクルからみて物理的に不可能（客観的状況との整

合性） 

・証人Ｈの証言に変遷あり（証言の変遷） 

・証人 T・H の証言は，事故後長時間経過後にされた（時間の経過） 

・証人Ｓ証言：事故後目撃者捜しをしたところ，T・H らが連絡してきた

が，警察に消されると思ったから警察には申し出なかった（不自然な証

言）。 

間接証拠  

なし  

具体的事実 

被告Ａの過失：Ａは赤信号で交差点に

進入した 

補助事実 

証人 T・H は目撃した事実を 

証言した（証言は信用できる） 

補助証拠 

（信用性高める） 

証人 T とＨの 

証言が一致 

（証言の一致） 

 

 

Figure 2-3 事例７・原告Ｂの法律上の主張と，具体的事実を証明する証拠および  

その信用性に関する事実・証拠（一部） 
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2-3-4 要因の分類と判断方法の整理  

 

まず，証拠の信用性に影響する要因を，証拠の種類ごとにまとめた。証拠には，人証，

物証，書証があり（Table 2-2。裁判所書記官研修所，1995），当事者に関する人証をＡ群，

証人に関する人証をＢ群，物証をＣ群，書証をＤ群とした。なお，刑事裁判上，「供述」は

被告人が質問に答えること，「証言」は証人が自分の体験したことを供述することをいうが，

本研究ではいずれも「証言」とした。｢証人｣は，事故の当事者以外で事故に関する体験を

有する者とした。物証（Ｃ），書証（D）は，裁判所が当事者および証人の証言の信用性の

判断に用いているものを対象とした。  

 

Table 2-2 証拠の種類と群 

種

類  
内容  例  群  

人

証  

当事者に関するもの（事故の当事者が，取調べ

や法廷での証人尋問で，口頭で自己の体験を述

べた場合）  

当事者  Ａ  

証人に関するもの（目撃者等が，捜査機関によ

る事情聴取や法廷での証人尋問において，口頭

で自己の体験を述べた場合）  

証人，鑑定人  Ｂ  

物

証  
その物の存在及び状態が証拠に用いられる物体  

犯行に使用された凶器  

窃盗の被害品  

人体の傷こん  

Ｃ  

書

証  
記載内容が証拠となる書面  

脅迫状，偽造文書，  

捜査機関の作成した  

供述調書  

Ｄ  

 

 次に，証拠の信用性に影響する要因を共通の項目でまとめ，ａｂｃをつけた。 

さらに，項目の具体的内容を１～の番号をつけて記載し，（ ）内に説明と評価の方法を

記載した（Table 2-3）。 
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Table 2-3 チェックリストの例（Ａ 人証・当事者の一部） 

Ａ 

人
証
・
当
事
者 

ａ 

当
事
者
の
能
力 

１ 事故前の精神･身体状態  

（病気等による精神・身体的な条件が，当事者の判断･行動に与える影響  

→問題があれば信用性低下）  

２ 事故による負傷の影響  

（負傷による記憶力･証言力への影響→影響があれば信用性低下）  

３ 運転技術･経験  

（当事者の運転技術や経験の事故への影響  

→技術・経験の程度等と証言内容が矛盾しないかで信用性を判断）  

ｂ
知
識 

１ 事故現場に関するもの  

（当事者が事故現場に関してすでに知識があり，それに基づいて証言を変化させる

可能性→信用性低下）  

ｃ
行
動 

１ 当事者の主張内容からみて自然な行動か  

（当事者の行動が周囲の状況からみて自然→信用性高める  

不自然→信用性低下，合理的な理由あり→信用性高める）  

ｄ 

証
言
内
容 

１ 自然・不自然  

（証言が周囲の状況からみて自然→信用性あり  

不自然→信用性低下，合理的に説明できる→信用性高める）  

２ 一貫性  

（証言内容が事故直後から裁判までの間に変化→一般に信用性低下  

自分に不利に変化，変化が合理的に説明できる→信用性高める）  

３ 具体性  

（当事者の証言が細部にわたり具体的→信用性高める  

あいまい→信用性低下，合理的理由あり→信用性高める）  

４ 視認可能性  

（当事者の位置関係や道路状況により，目撃対象を実際に見ることができた  

→信用性高める）  

５ 自己に不利益な証言  

（当事者が自分に不利な事実を認める→信用性高める）  

６ 証言の時期  

（事故直後→信用性高める，事故後長期間経過→信用性低下  

長期間経過した後の証言に関し記憶にとどまる合理的理由あり→信用性高める）  

７ 当事者証言相互の一致  

（事故当事者相互の主張内容が一致している→信用性高める）  
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2-4 チェックリストの検証  

 

2-4-1 検証に用いる事例の選定  

 

 原告と被告が主張する具体的事実の内容が異なる場合に，Table 2-3 のチェックリスト

を用いて証拠の信用性と具体的事実の内容を判定し，その判定が裁判所の判断と一致する

か検証した。検証に用いる事例は，以下の基準で 10 事例を選定した。 

① 交通事故に関する判例である  

② 具体的事実の存否に争いがある  

③ 掲載内容から，争いとなっている具体的事実の内容，具体的事実に関する証拠の内容

（証言内容等），裁判所の信用性判断の過程と結論が詳細に記載されていて，正確に読みと

れる 

④ チェックリスト作成に用いていない  

 選定した判例は以下のとおり。  

1)  東京地方裁判所  1991 年 3 月 20 日判決（判例タイムズ 772 号 284-288） 

2)  大阪高等裁判所  1991 年 4 月 26 日判決（判例タイムズ 770 号 257-266） 

3)  東京地方裁判所  1992 年 3 月 27 日判決（判例タイムズ 805 号 226-233） 

4)  東京高等裁判所  1981 年 6 月 18 日判決（判例タイムズ 456 号 175-180） 

5)  東京地方裁判所  1998 年 3 月 24 日判決（判例タイムズ 994 号 278-290） 

6)  名古屋地方裁判所 1989 年 3 月 29 日判決（判例タイムズ 713 号 223-230） 

7)  大阪地方裁判所  1993 年 1 月 29 日判決（交通事故民事裁判例集 26 巻 1 号

152-156） 

8)  東京地方裁判所  1992 年 5 月 15 日判決（交通事故民事裁判例集 25 巻 3 号 

595-602） 

9)  仙台高等裁判所  1995 年 6 月 28 日判決（判例タイムズ 891 号 219-225） 

10) 広島地方裁判所  1999 年 7 月 29 日判決（判例タイムズ 1072 号 199-207） 

 

2-4-2 検証過程の図式的な記述の必要性と方法  

 

 1) 図式的な記述の必要性  

 

 検証では，原告と被告が主張する具体的事実にチェックリストを適用し判定した結果と，

判決の判断を比較した。 

ところで，比較を正確に行うためには，チェックリストによる判定と判決の判断過程を，

図式的に記述する必要がある。文章だけで記述すると，事例の全体像が把握しにくい上，

接続詞や文章の言い回しで検証者の意図しない重みづけを読み手に与える可能性があるた

めである。具体的には，以下の事項を図式化する必要がある。  

① 事故当時の両当事者の状態（健康状態，運転技術等）  
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② 両当事者が事故に至るまでの時系列的な行動，認識 

③ 当事者，目撃者の人的関係  

④ 証言をした人，時期，内容 

⑤ 物証については提出された時期，内容（道路，天候，車両などの客観的な状況）  

⑥ 書証については作成者，内容，作成の時期・経緯，提出された時期  

⑦ チェックリストを用いて判定した結果  

 

2) 図式化の方法（バリエーションツリーアナリシス：Variation Tree Analysis） 

 

発生した事象を図式的に記述する手法として，バリエーションツリーアナリシス（VTA）

がある。VTA は，もともと認知科学分野で提案された事故分析手法で，すでに発生した事

故を対象に，事故発生に関与した要因を明らかにして，事故防止対策が策定可能な箇所を

把握しようとする手法である（Leplat ＆ Rasmussen，1984；1987）。VTA では，「事象

の連鎖」を前提に，事故は，通常のもしくは習慣的な作業の中で発生した逸脱や変動の結

果，発生すると考えている。逸脱や変動とは，通常とは異なる人間の判断や行動，環境等

をいい，変動要因とよばれる。変動要因の対象は，外部から観察可能な人間の行動や物理

的な状態に限られ，推定した事項は含まない。VTA は，これらの変動要因をシンボルを用

いて個人，タスク，機器，環境ごとに発生順に並べ，ツリーの形式で表す。ツリーを作成

したら，事故に至る流れを止められる箇所を特定する。流れを止める箇所は，①物理的な

状態や人間の行動等，変動要因そのものを変更，改善する，②要因と要因の間の連鎖を断

ち切るという観点から特定される。  

 Leplat らが提案した VTA は，その後黒田（1994）により次のように改訂された。  

・変動要因を「正常な状態・判断・作業・行動等からはずれたもの」と定義し，ツリー中

に正常からはずれた人間の判断をシンボルとして記述した。  

・事故の内容をわかりやすく伝えるため，ツリー中には変動要因だけでなく正常な状態，

作業，判断，行動等も含めた。  

・発生した事故全般にわたって影響を及ぼしている要因として前提条件を定義し，ツリー

下部に記載した  

・VTA を横書きから縦書きに変更し，事故の内容は頂上に記述される 

・それ自体を変更，改善することによって事故の再発を防げる変動要因を記載したシンボ

ルの右肩に○印をつける。○のついたシンボルを「排除ノード」とよぶ  

・要因と要因の間の連鎖を断ち切ることで事故を防げる箇所に実線を引き，「ブレイク」と

よぶ 

・欄外右側は，事故の発生状況を理解する上でより細かい説明が必要な場合に説明を記載

する 
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 黒田（1994）の改訂を踏まえ，VTA を交通事故の人的要因分析に適用したのが石田

（1999），神田（2005）である。石田らは，運転者の一連の行動を時系列で詳細に記述し，

事故の発生経緯を明らかにした上で，変動要因を特定しようとした。Figure 2-4 は神田

（2005）が交通事故の人的要因分析に用いた VTA，Figure 2-5 は VTA に利用するシンボ

ルである。運転者の行動，車両の挙動等は四角，運転者の認知，判断，心身状態は角取り

した四角のシンボルで表す。運転者に影響を与えた道路環境は縦線を加えた四角のシンボ

ルでツリー中央に記載し，関連するシンボルと矢印で結ぶ。欄外は，時間軸，説明欄，前

提条件欄で構成される。ツリー左側は時間軸で，経過時間を両矢印で記述する。右側は説

明欄で，変動要因の補足説明を記述する。ツリー下部は前提条件欄で，年齢，性別，経験

等の運転者属性，車種等の車両条件，道路環境，天候，時刻等の環境条件を記載する。以

上の手続きで，事故の発生経緯をできるだけ詳細に再現した上で，通常から逸脱した変動

要因となるシンボルを特定し，太線で囲む。その後，排除ノードとブレイクという視点か

ら，対策策定が可能な箇所を検討するという手順で作成される。  
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Figure 2-4 交通事故の人的要因分析に用いられた VTA（神田，2005） 

 

 

 

Figure 2-5 VTA に利用するシンボル（神田，2005） 

 

 

 

  

(n) 

運転者・自動車の挙動・状態に関する事項 

例：減速，進行，回避状況，方向など 

運転者の認知・判断・心身状態に関する事項 

例：確認，発見，速度選択，状況判断など 

道路環境・施設に関する事項 

例：視野，視界，信号，規制，道路反射鏡など 

影響がある項目 

関係車両，環境など。時間軸も両矢印で表記 

ブレイク 

シンボルとシンボルの間に引く 

排除ノード 

該当する変動要因の右肩につける 

説明 

右に該当番号の説明を記す 

前提条件 

運転者Ａ 運転者Ｂ 

 

 

 

 

 

 

  

衝突 

(1) 

【時間軸】 

(1)・・・・・ 

【説明欄】 
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3) 本研究のための VTA の改訂 

 

 神田（2005）による VTA は，事故の発生経緯を明確に表現できるだけでなく，証言が

事実と合致するかの判断も可能とされる。すなわち，VTA で運転者らの行動を並列に並べ

てみることで，証言の信用性についても検討することができる。また，ツリーは基本的に

認知－判断－操作の流れで記載されることから，この流れに沿ってツリーを見ることで抜

け落ちた情報，不自然な情報にも気づきやすい。そこで，神田（2005）による VTA をも

とに，本研究に適合するよう VTA を改訂した（岡本，2006）。 

① ツリー作成の対象となる情報は，裁判で一方の当事者が主張した事実関係と，裁判所

が認定した事実関係とした。 

② ツリーの軸は基本的に運転者であるが，運転者が誰か争われている事例，目撃者等証

人の行動が問題になっている事例では，「同乗者」「目撃者」も軸とした。  

③ 時間の経過だけでなく，両車の距離も両矢印で表記した。  

④ 衝突後の両車の挙動，当事者の行動，被害状況等が証言の信用性に関わる場合がある

ので，それらを「事故の内容」の上に記載した。 

⑤ 前提条件欄に関し，神田（2005）の記載事項に加え，原告・被告どちらの主張か，判

決年月日等裁判に関する事項も記載した。また，年齢，性別，運転経験など運転者個人

の属性に関する事項，車種を，各運転者軸の下に個別に記載した。  

⑥ ツリー右側説明欄には，当事者・証人の証言を記載した。証言とツリー内の関連する

事実に，(n)の形式で同じ番号を付し，関連を示した。同一人物が時期によって異なる証

言をしている場合は，「捜査段階証言」「公判証言」等証言の時期を記述した。また，重

要な証人に関しては，証人と当事者の関係等証人に関する説明を加えた。  

⑦ 裁判で一方の当事者が主張した事実関係に基づき作成した VTA（VTA-A）に関し，事

実と証言，証言相互間にチェックリスト記載の項目がみられるか検討し，該当する項目

があれば Figure 2-6 のシンボルを用いて VTA-A 上に記載した。記載した各項目に［n］

で番号をつけ，別紙に項目の説明を記載した。  

 

 

Figure 2-6 VTA-A に用いたシンボル  

 

⑧ 裁判所が認定した事実に基づき作成した VTA（VTA-B）に関し，裁判所による証拠の

信用性の判断について，Figure 2-7 のシンボルを用いて VTA-B 上に記載した。記載し

た各項目に［n］で番号をつけ，別紙に項目の説明を記載した。  

⑨ 本研究は対策の策定を目的としないため，変動要因，排除ノード，ブレイクの検討は

行わなかった。  

 

 シンボル右側の空欄に，該当するチェックリストの項目

を記載した 
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当事者：   裁判所：   事件番号：   事件名：   

前提条件 

運転者Ａ 

 

 

 

 

 

  

衝突 

(1) (1)A 証言：…  

○○秒  

(2)(3) 
(3)B 公判証言：…  

(2)B 取調時証言：

…  

  

○○m 

【説明欄】 

 

年齢・性別 

運転経験 

車種 

年齢・性別 

運転経験 

車種 

運転者Ｂ 

【時間軸】 

 

 

 

目撃者Ｃ 

年齢・性別 

目撃したと

きの状況 

(4) (4)Ｃ証言：…  

目撃者Ｄ 

目撃したと

きの状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 2-7 VTA-B に用いたシンボル  

 

  

以上の改訂に基づく VTA-A，VTA-B の記述方法は Figure 2-8，Figure 2-9 による。 

 

 

 

Figure 2-8 改訂に基づく VTA-A の記述方法  

 

 

 

 

 

 

 

裁判所による証拠の信用性の判断のうち，チェックリスト該当項目と同じもの。 

シンボル右側空欄に，信用性判断の要因を記載した。 

裁判所による証拠の信用性の判断のうち，チェックリスト上に該当する項目がなか

ったもの。シンボル右側空欄に，信用性判断の要因を記載した。 

チェックリスト上は該当する項目があったが，判例は信用性判断に用いていないも

の。シンボル右側空欄に，チェックリストの項目を記載した。 
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当事者：   裁判所：   事件番号：   事件名：   

前提条件 

運転者Ａ 

 

 

 

 

 

  

衝突 

(1) (1)A 証言：…  

○○秒  

(2)(3) 
(3)B 公判証言：…  

(2)B 取調時証言：

…  

  

○○m 

【説明欄】 

 

年齢・性別 

運転経験 

車種 

年齢・性別 

運転経験 

車種 

運転者Ｂ 

【時間軸】 

 

 

 

目撃者Ｃ 

年齢・性別 

目撃したと

きの状況 

(4) (4)Ｃ証言：…  

目撃者Ｄ 

目撃したと

きの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 2-9 改訂に基づく VTA-B の記述方法  
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4) その他の手法の検討 

 

事故を図式的に記述する方法には，VTA 以外に様々な手法がある（Table 2-4）。 

これらの手法は，いずれも目的，手法，適性が異なることから，各手法について説明を

加えた上，どの手法を用いると適切に検証できるか検討する。  

 

Table 2-4 各種図式化の手法の特徴 

手法 分析の目的 分析の方法 

ＥＴＡ 事後的 時系列的 

なぜなぜ分析 事後的 要素分解的 

ＦＴＡ 予測的 要素分解的 

特性要因図 予測的，事後的 要素分解的 

バリエーションツリー（ＶＴＡ） 事後的 時系列的 

 

① ＥＴＡ(事故関連樹法) 

ＥＴＡは，システムに与えられた初期事象（引き金事象・原因）が，機械や作業工程に

どのような影響を与え，それが連鎖的にどのような不具合・事故に発展するかを，各工程

での成功・失敗の枝分かれで記述したものである。各事象の発生確率が分かっている場合

には，最終的に得られた事故の種類の発生確率を求めることができる（Figure 2-10）。 

しかし，本研究で ETA を用いるには次の問題がある。事故に至るまでの当事者の行動

等を「成功」「失敗」という形で捉えるのはなじまない上，当事者が主張していない事項を

も記載することになる。また，事故には複数の人が関わっていることが多いが，ＥＴＡで

は各人の行動と相互の関連性を記述することが難しい。天候や道路状況のようにそれ自体

「成功」でも「失敗」でもない事象をツリーに記述することも困難である。さらに，当事

者の行動や証言の変遷を時系列的に記載するのに適さない。加えて，チェックリストによ

る判定結果をどのように記載するかの問題もある。  

 

Figure 2-10 ETA の記述法 

 

引き金事象  

原因  

失敗   

成功  

成功  

失敗  

失敗  

失敗  

成功  

成功  
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② なぜなぜ分析  

 なぜなぜ分析は，製造業等のＱＣ活動の中から考案された手法で，事故の原因を事後的

に，順序よくもれなく抽出するための手法である。この手法では，まず，ある事故が「な

ぜ」発生したか考えて要因を抽出し，次に，それらの要因が「なぜ」発生したかをさらに

考える，ということを繰り返して，事故原因を深く追及し，最終的な原因が明らかになる

まで「なぜ」を繰り返す（Figure 2-11）。 

 この手法は，分析を行うのに特別な知識・訓練が必要ないという長所がある。しかし，

当事者の行動の流れや証言がされた時期といった時系列的な事項を記述するのが困難であ

る。また，当事者・関係者間の人的関係など，事故に至る流れに直接関連しない情報を網

羅的に記載するのが困難であり，証言の真偽判定の上で重要な情報が抜け落ちるおそれも

ある。さらに，チェックリストによる判定結果の記述方法にも困難が伴う。  

 

現象

原因

原因

原因

原因

原因

原因

原因

現象 なぜ(1) なぜ(2) なぜ(3) なぜ(4) なぜ(5)

 

Figure 2-11 なぜなぜ分析の記法  
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③ ＦＴＡ(欠陥関連樹法) 

FTA は，もともとシステムの安全性・信頼性を予測，評価するために開発された手法で

あるが，現在では航空，原子力など幅広い分野で，災害要因分析や対策検討など事後分析

にも応用されている。この手法は，望ましくない結果(頂上事象)の原因を，論理記号を用

いて演繹的に記述していき，最終的には最下層の初期事象まで分析していく手法である

（Figure 2-12）。 

ＦＴＡは，分析が演繹的に進められて要因の見落としが尐なく，要因の相互関係を正確

に図式化できるという長所がある。しかし，ＦＴＡでは事故に至るまでの行動等の順序や

タイミングが記述しにくい。そこで，図内に時的要素を記述できるようＦＴＡを改訂する

研究もある（林，1984）。しかし，詳細な時系列の記述は困難と思われる上，複雑な事案

では記載内容が膨大になり，時系列を含めた事実関係を明快に記述することが困難と考え

られる。また，証拠の内容や，証言の時期を記載する方法がみあたらないのも問題である。  

 

頂上事象

中間事象中間事象

基本事象
中間事象

条件

基本事象
省略事象 ハウス

ＡＮＤゲート

ＯＲゲート

 

Figure 2-12 ＦＴＡの基本的記法（林，1984） 
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④ 特性要因図 

 特性要因図もなぜなぜ分析同様，品質管理の分野でよく用いられる方法である。最終的

な特性を二重線の四角で囲み，その特性に影響を及ぼした要因をいくつかの項目に大分類

し，特性に至る中心線に向かって斜めの線で結ぶ。そして，その分類区分に応じてさらに

詳細な原因を線で引いて結んでいく手法である。（Figure 2-13）。 

 この手法は，事故発生に影響を及ぼした要因を網羅的に把握するとともに，関連する項

目ごとに分類できるという長所がある。しかし，特性要因図は，時系列や，複数当事者間

の関係を記述するのが難しく，事故の全体像を客観的に再現するという点で困難性を有す

る。また，ある要因に関する証言等の証拠を，どこに位置づけるかが難しいという問題も

ある。 

 

 

 

 

特性（問題点）

要因系

要因

要因

要因系要因系

要因系

要因

要因

要因

要因

要因

要因

要因

要因

要因

 

 

Figure 2-13 特性要因図の記法  
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本研究で用いる手法は，2-4-2 1)に記載した内容を客観的かつ正確に記述できること，

かつ調査者によるバイアスがかかりにくい手法であることが必要である。  

ＥＴＡ，なぜなぜ分析，ＦＴＡ，特性要因図は，いずれも時系列と当事者相互間の関係

を記述しにくく，証拠およびチェックリストによる判定結果の位置づけに問題が生じる。

また，ＥＴＡは，何が「成功」で「失敗」かというイベントの定義の段階で分析者のバイ

アスが入るおそれがある上，天候等いずれとも定義できない情報が記述できず，検証対象

から漏れるおそれがある。FTA は，因果の流れは明確に記述できるが，中間事象を何と設

定するかによって結果が大きく異なってしまうおそれがあり，この点で分析者のバイアス

が入る可能性がある。  

 これに対し，関係者ごとに軸を設け，事実が発生した順に記述するので時系列が記述し

やすく，関係者相互の関係も明確になる。さらにバリエーションツリーは事実だけを記述

の対象とするため，ETA，FTA にみられるようなバイアスも入りにくい。また，バリエー

ションツリーは記述方法の自由度が高いため，記述方法を適切に改訂することで，本来の

機能を損なうことなく証拠やチェックリスト適用結果を記述することが可能である。一般

に，交通事故の分析には，バリエーションツリーが比較的優れているといわれる（神田，

2005）。  

そこで，記述方法は，バリエーションツリー法によることとした。  
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2-4-3 チェックリストによる事実関係の判定  

 

1) 敗訴側の主張・証拠に基づく VTA-Ａの作成 

 

判決で主張が認められなかった側の当事者が主張した事実と証拠に基づき，2-4-2 で述

べた手順に従って VTA-A を作成した。次に，チェックリストに該当する項目がある箇所

に Figure 2-6 のシンボルを記載し，関連する事実と証言を矢印で結んだ。事例 6 に関して

作成した VTA-A は Figure 2-14 のとおりである。事例 6 では原告Ｘが敗訴したため，VTA-A

は原告の主張に基づいて作成した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例 6 の概要 

【事故の概要】  

Ｘは三叉路を直進中，右側から交差点に進入したＲ車と接触し，その弾みで交差点外

に飛び出して，交差点北側にあるカーブミラーのポールに衝突した。カーブミラーは，

Ｂ道路を北上する車が，Ａ道路を西に向かって走行する車を見るためのものである。  

Ｘが，Ｒと保険契約を結んでいた保険会社に対し，保険金の支払いを求めて訴えを起

こした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裁判の内容】  

原告：Ｘ，被告：保険会社  

争点：この事故がＸとＲの共謀により，故意に起こされたものか否か  

【当事者の主張】  

Ｘ：Ｘは，Ｘ車を運転して直進中，交差点でＲ車と衝突し，その衝撃で道路標識にもぶ

つかり，頭部外傷，頸部ねんざ等の傷害を負ったので，Ｒの保険会社はＸに保険金

を支払う義務がある。  

保険会社：本件事故はＸとＲが共謀してねつ造した事故であり，保険会社は免責される。 

Ａ道路 

Ｂ道路 

20m 

33m 

Ｂ道路入口 20m 手前

からＡ道路西側が 33m

手前まで見える 
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 Figure 2-14 敗訴側主張・証拠に基づく VTA-A（事例 6） 

(2)Ｒ：友人 Ｓと飲むためカラオケで

22:00 に待ち合わせしており，そこ

へ向かう途中 

救急車を呼んで同乗 

Ｒ Ｘ 

南から北へ走行 60km/h で東へ走行 

20km/h で走行 

Ｘ車右側にＲ車が 
ほぼ直角に衝突 

停止 ﾎﾟｰﾙに衝突し停止 

「すみません，えらい
ことした」と話す 

救急車に乗る 

 交差点 

Ｄ病院通院開始 

Ｒに「お前だったの
か」と言う 

Ａ病院受診，入院 

保険契約解約 

Ａ病院，Ｂ病院 

通院開始 

Ａ病院退院 

Ａ病院に再入院希望
するが拒否される 

Ｃ病院通院開始 

事故①の示談成立 

等速で交差点進入 

右折開始 

交差点進入 

(1) 

(3) 

(2) 

(8) (7) 

(1)Ｘ：Ｘから借金して姿を隠していた

従業員のところへ向かう途中だっ

た。家を出た時間や走行経路は

思い出せない 

(4)Ｂ道路を北上する車が，Ａ道路を

西に進む車を見るために設置 

(7)Ｂ道路の交差点入口 20m 手前か

らＡ道路西側が 33m 見える 

(5) 

(5)①Ｒ:交差点付近の地理はよく知

っている 

(8)Ｒ：Ｘの前照灯見たかどうかわから

ない，ﾗｲﾄの向き覚えていない 

(12)-1 

(17) 

(11) 

(13)(14) 

(10) 

(9) 

(9)現場は両当事者の住所，勤務先

から相当離れた場所 

(11)Ｒ車：ﾌﾛﾝﾄﾊﾞﾝﾊﾟｰ左角付近に

凹痕，ﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽ破損，右後部ﾄﾞ

ｱに単なる凹痕 

(10)②Ｘ車：ﾎﾞﾝﾈｯﾄ中央・左側が変

形，左ﾌﾛﾝﾄﾌｪﾝﾀﾞｰ大きな変形な

し，ﾌﾛﾝﾄﾊﾞﾝﾊﾟｰ前部左側に軽い

変形 

(10)①Ｘ：ﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽが割れてｶﾞﾗｽが

刺さった，頭部をﾌﾛﾝﾄｶ ﾞﾗｽにぶ

つけた 

(12)-1，2 救急隊員証言：ＸとＲは救

急車の中で異様に押し黙ってい

た。普通の交通事故当事者とは

様子が違っていた 

(12)-2 

(13)Ｘ：前頸部痛，悪心，右顔面痛，

両肩痛，背部痛訴え 

(14)診断名：頭部外傷，顔面挫創，

頸部捻挫，右膝 ・両肘部挫傷。

頭・頸部，胸部に傷なし，頭部顔

面にｶﾞﾗｽ片なし，X 線・CT 上異常

なし 

(15)(16) 
(16)診断名：右人工的無水晶体眼，

右角膜炎の疑い，眼底異常なし，

ｶﾞﾗｽ片等の異物なし，異物除去

手術されず 

(15)Ｘ：頸部痛，頭頂部痛訴える 

(18)Ｘ：頭痛，頭重感訴える 

  診断名：顔面，頭部右側に挫傷痕跡 

(17)Ｘ：金がいっぱいあるからもらわな

くていい 

(18) 

(19) 

(20) 

(22) 

(21) 

9/21 

9/27 

9/25 

9/22 

10/5 

10/1 

9/28 

12/1 

(21)Ｒ：「Ｘのことは全く知らない」と話す 

(20)右目に手術創痕，外傷痕等あるが

特に異常所見なし。眼内異物の残存

等否定 

(19)Ｘは，事故の相手の自宅や会社

に行って強圧的な行動繰り返し

た。「S は X 経営会社の従業員」と

して休業証明書を作成したが，内

容は不正確。 

(22)CT，エコー検査では右目にｶﾞﾗｽ片

検出されず，異物の存在否定。 

事故車運転者 
性別:男 
車種：普通貨物 
備考：今まで 6 回，交通事故被害者

本人，または代理人として示談交渉の

経験あり。この事故前に保険契約締

結 

事故車運転者 
性別:男 
車種：普通乗用車 
備考：この事故の前，Ｓらと共に
交通事故①(9/13 発生 )にあ
い，通院していた。ＸがＲの代
理人として交渉。 

翌年 

2/20 

口頭弁論 (23) (23)Ｘ：右額，右目の辺りをﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽにぶつ

けた。切り傷は額に無数にあった。小さい

ｶﾞﾗｽがたくさん頭から出てくる 
Ｅ病院通院開始 

 

 

 

 

［14］ 

［3］ 

［7］ 

［8］ 

 

 

 

 

 

 

［12］ 

［11］ 

［4］ 

 

 

 

 

 

 

［10］  

 

 

 

 

 

 

 

Ｘに「大丈夫ですか」

と言う  

 

 

 

 

 ［20］ 

［17］ 

［15］ 

［16］ 

［18］ 

 

 

保険会社に 
事故報告 

弁護士事務所で 

事情を説明 

 

 

Ad1 

Ad2 

Ca12 

Ad3 

Ad1 

Ad3 

Ad1 

Bc11 

Ca4 

［13］ 

Ca2 

Ac1 

Bc6 

Ad1 

Ac1 

Ad1 

21:40 

(3)Ｘ：Ｒ車のﾍｯﾄﾞﾗｲﾄを見たが，優先

道路なので通行できると考えた 

(4) 

(5)③Ｒ：ｶｰﾌﾞﾐﾗｰだけ見ていた 

(5)②Ｒ：ｶｰﾌﾞﾐﾗｰの向きわからない 

(6) 

(6)Ｘ：このときＲ車のﾍｯﾄﾞﾗｲﾄ見えな

かった 

 

 

交差点に接近  ｶｰﾌﾞﾐﾗｰあり 

Ca12 

Ad1 

 

 Ad2 

 

 Ad1 

(5)④Ｒ：交差点に接近してくる車

に注意していなかった 

交差点に接近 

事例６・原告主張 
判決日付：平成元年 3 月 29 日    裁判所:名古屋地裁 
事件番号：昭和 60 年(ワ)第 1598 号 事件名:損害賠償請求事件 
前提条件:夜間で暗い，非市街地，交差点の見通しはよい，車の通行量少ない 
信号：なし，速度規制：40ｋｍ/ｈ，道路形状:三叉路，発生時刻：S59。9。21 21:40 
その他：Ｘ車の通行道路が優先，路面は平坦で乾燥，追越のため右側はみ出し禁止 

翌々年 

6/8 

［2］ 

［1］ 

［19］ 

［5］ 

Ad1 

［6］ 

［9］ 
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2) チェックリスト該当項目の説明  

 

各シンボルにつけた［n］に関し，該当するチェックリストの項目番号と項目名，関係

する証言・行動等と具体的な内容を説明した(Table 2-5)。 

 

Table 2-5 シンボルにつけた番号の説明（事例 6） 

シンボ

ルの

番号 

チェックリスト該当の

項目番号と項目名 

関係す

る証言

等 

具体的内容 

［1］ Ad1 当事者証言が

不自然 

Ｘ(1) 

証言 

特に理由もなく，21 時過ぎに借金の取り立てに向かったとい

うのは不自然。 

［2］ Ad3 当事者証言が

あいまい 

Ｘ(1) 

証言 

自分の行動に関し，家を出た時間や走行経路が思い出せ

ず，あいまいである。 

［3］ Ca12 当事者証言と

客観的状況との整

合性 

Ｒ(2) 

証言と 

前提 

この事故直前に別の交通事故にあって通院中だった R の状

態と，友人と飲みに行く予定だったというＲ(2)証言は整合し

ない。 

［4］ Ca12 

当事者証言と客観

的状況との整合性 

Ｒ (5) ③

証 言 ・

(4) ・ 走

行状態 

カーブミラーは，Ｂ道路を北上する車がＡ道路を西向きに走

行する車を見るために設置されており（(4)），東向きに走行

する車は見えないので，カーブミラーだけ見ていたというＲ(5)

③証言と整合しない。 

［5］ Ad1 

当事者証言が不自

然 

Ｒ (5) ①

②証言 

交差点付近の地理をよく知っているというＲ(5)①証言と，カ

ーブミラーの向きがわからないというＲ(5)②証言は矛盾して

不自然。 

［6］ Ad1 

当事者証言が不自

然 

Ｒ (5) ②

③証言 

Ｒが，カーブミラーの向きがわからない（証言(5)②）のに，カ

ーブミラーだけ見ていた（証言(5)③）のは，不自然。 

［7］ Ad2 当事者証言が

一貫性なし 

Ｘ (3)(6)

証言 

Ｘは，交差点に入る前はＲ車のヘッドライトを見たが，交差点

進入後はそのヘッドライトが見えなかったとしており，一貫し

ていない。 

［8］ Ad1 当事者証言が

不自然 

Ｘ (6) 証

言と(7) 

交差点の構造から，Ｘが交差点に進入していればＲ車のヘッ

ドライトが見えるはずなのに，見えないのは不自然。 

［9］ Ad1 

当事者証言が不自

然 

Ｒ (5) ④

証 言 と

(7) 

Ｂ道路の交差点入り口からＡ道路西側はよく見える（(7)）の

に，カーブミラーだけ見て交差点に接近する車に注意しなか

ったというＲ(5)④証言は不自然。 

［10］ Ad3 

当事者証言があい

まい 

Ｒ(8) 

証言 

交差点に進入すれば，通常，衝突寸前まで迫っていたＸ車

のヘッドライトが見えるが，これを見たか覚えておらず，ヘッド

ライトの向きも覚えていない点で，Ｒ(8)証言はあいまい。 

［11］ Ac1 当事者の行動

が不自然 

(1)(2) 

(9) 

事故現場はＸ・Ｒの自宅，勤務先いずれからも遠く，22 時近

くにそのような場所にいたということが不自然。 

［12］ Ca4 当事者証言と

車体の損傷との整

合性 

(10)② 

(11) 

Ｘは 60km/h，Ｒは 20km/h で衝突したことと，Ｘは(10)②，Ｒは

(11)程度の損傷しかなかったという状況は整合しない。 

［13］ Bc11 目撃者と当事

者との関係 

(12) 

証言 

救急隊員はＸ・Ｒと面識がなく，業務として救急車に同乗した

のであり，事実と異なる証言をする可能性はまずない。 
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［14］ Bc6 目撃者証言と当

事者証言の整合性 

(12) 

証言 

ＸとＲは救急車内で会話したと証言するが，救急隊員は両者

が押し黙っていたと証言しており，整合しない（(12)-1，2）。 

［15］ Ac1 当事者の行動

が不自然 

(17) この事故で保険金が支払われるはずの保険契約を，事故

後，Ｘは保険金をもらうことなく解約しており，不自然である。 

［16］ Ad1 当事者証言が

不自然 

Ｘ (17)

証言 

保険契約を解約した理由は，「金がいっぱいある」という不自

然なものである。 

［17］ Ad2 

当事者証言の 

一貫性 

(13) ～

(22) 

一連の通院の中で，Ｘは，時間がたってから右目の異物，頭

痛等の症状を次々に訴えており，負傷内容に関する証言に

変遷あり。 

［18］ Ac1 当事者の行動

が不自然 

(19) Ｘは事故で負傷して通院中なのに，別の交通事故の代理人

となって強圧的な要求を繰り返す等したのは不自然。 

［19］ Ad1 

当事者証言が 

不自然 

Ｒ (21)

証言 

Ｘは，この事故前に起きた交通事故でＲの代理人となってお

り，ＸとＲは知り合いなのに，この事故後，弁護士事務所での

打合せでＸを知らないというのは不自然。 

［20］ Ca2 当事者証言と

負傷状態の整合性 

X(10)

① (23)

証言 

Ｘは，右目をフロントガラスにぶつけてガラスが出てくると証言

したが，診断上顔面や右目の異物の存在は否定された。 

  

3) 主張が事実に合致しているかの判定  

 

 ① 個別の争点の判定 

 まず，当事者が主張する個別の事実関係を分類し，「具体的な争点」とした。  

次に，具体的な争点について，具体的な主張内容と主張する者をまとめた。 

各主張の根拠となる証拠は VTA-A 上の（n）で表される。証拠には，当事者が主張する

事実が実際にあった事実と合致することを裏付けるもの（積極証拠）と合致しないことを

裏付けるもの（消極証拠）があるので，Table 2-6 証拠欄の上段と下段に分けて整理した。  

各証拠（n）に関し，その信用性に影響する要素［n］を整理した。この要素には，各証

拠の信用性を強めるもの（信用性強化要素）と，信用性を否定するもの（信用性否定要素），

信用性否定要素があっても，その主張事実が実際の事実と合致すると判断できる合理的理

由（合理的理由）がある。  

以上を踏まえ，具体的な争点に関する主張が実際にあった事実と合致するかを判定した。

判定は証拠，各要素，合理的理由の有無により，Table 2-7 の方法で行った。具体的な争

点における主張に，積極証拠とその信用性強化要素がある場合，信用性否定要素があって

もそれに合理的理由がある場合，消極証拠とその信用性否定要素がある場合は，事実に合

致するとして結論欄に○を記載した。主張に積極証拠があっても信用性否定要素のみの場

合，消極証拠とその信用性強化要素がある場合は，事実に合致しないとして×を記載した。

積極証拠に信用性強化要素と同否定要素がある場合，積極証拠と消極証拠双方がある場合

は，判定不能として△を記入した。  
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Table 2-6 主張事実の判定に関する一覧表（事例 6） 

具体的な 
争点 

主張 上：積極証拠 
下：消極証拠 

信用性強化 信用性否定 
合理的
理由 

判
定 主張者 主張内容 

事故現場に
行った理由 

Ｘ 借金の取立てのため 
(1)  ［1］［2］［11］  

× 
(9)    

Ｒ 飲みに行くため 
(2)  ［3］［11］  

× 
(9)    

交差点に進
入したときの

様子 

Ｘ Ｒ車見ていない 
(6)  ［７］［8］  

× (3) 
(7) 

 [7]  

Ｒ 

カーブミラーだけ見て 
交差点に接近する車
に注意しなかった 

(5)③④  ［4］［5］［6］
［9］ 

 
× 

(4)(7)    
Ｘ車を見たか覚えて 

いない 
(8)  ［10］  

× 
    

衝突時の 
速度 

Ｘ 60km/h 
  ［12］  

× 
(10)②    

Ｒ 20km/h 
  ［12］  

× 
(11)    

Ｘの負傷 Ｘ 
フロントガラスに顔を 
ぶつけ，右目にガラス

が入った 

(10)① (23)  [12]［17］
［20］ 

 
× 

(14)(16)(20) 
(22) 

   

その他 

Ｘ・Ｒ 
救急車の中で 
会話した 

(12)-1，2 
Ｘ・Ｒ証言 

 ［14］  
× 

(12)-1，2 
救急隊員証言 

［13］   

Ｒ Ｘは知り合いではない 
(21)  ［19］  

× 前提条件（ＸはＲの
代理人） 

   

Ｘ その他主張 
(17) 
(19) 

 
［15］［16］

[18] 
 

× 
    

 

 

Table 2-7  事実と合致するか否かの判断方法  

証拠  要素  判断  

積極証拠 信用性強化のみ ○：事実に合致 

信用性否定のみ ×：事実に合致しない 

信用性否定＋合理的理由 ○：事実に合致 

信用性強化＋信用性否定 △：判定不能 

消極証拠 信用性強化 ×：事実に合致しない 

信用性否定 ○：事実に合致 

積極証拠＋消極証拠 △：判定不能 
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Table 2-6 の見方について，「事故現場にいた理由」という争点に関し，Ｘの「借金の取

り立てにいく」という主張には積極証拠(1)証言がある。しかし，この証言は Table 2-5[1]

［2］［11］の信用性否定要素と消極証拠(9)の状況があり，信用できないと判定される。Ｒ

の「飲みに行く」という証言には積極証拠(2)証言があるが，Table 2-5［3］［11］の信用

性否定要素と消極証拠(9)があり，信用できない。このため，本争点に関するＸＲの主張は，

いずれも事実と合致しない。  

争点「交差点に進入したときの様子」に関し，Ｘの「Ｒ車を見ていない」主張には積極

証拠(6)証言があるが，Table 2-5[7]［8］の信用性否定要素がある。消極証拠は(3)証言と(7)

状況があり，(3)証言には信用性否定要素 [7]があるものの，(7)状況の否定要素はない。Ｒ

の「カーブミラーだけ見て交差点に接近する車に注意しなかった」主張は，積極証拠 (5)

③④証言があるが Table 2-5[4]～［6］［9］の信用性否定要素があり，また消極証拠(4)(7)

があるため信用できない。「Ｘ車を見たか覚えていない」主張は，積極証拠(8)証言はある

が，信用性否定要素［10］があるため信用できない。このため，本争点のＸＲの主張も事

実と合致しない。  

争点「衝突時の速度」に関し，Ｘの「60km/h」主張は，信用性否定要素[12]と消極的証

拠(10)②があり，信用できない。Ｒ「20km/h」主張も，信用性否定要素[12]と消極的証拠

(11)があり，信用できない。このため，本争点のＸＲの主張も事実と合致しない。  

争点「Ｘの負傷」に関し，Ｘの「フロントガラスに顔をぶつけ，右目にガラスが入った」

主張は，積極的証拠(10)①，(23)があるが，信用性否定要素[12][17][20]があり，消極証拠

(13)(22)もあるため，信用できない。このため，本争点のＸＲの主張も事実と合致しない。  

その他の主張に関し，ＸＲの「救急車の中で会話した」主張は，積極証拠(12)-1，2 のＸ

Ｒ証言があるが，信用性否定要素[14]があり，消極証拠(12)-1，2 救急隊員証言には信用性

強化要素[13]があることから，事実と合致しない。  

Ｒの「Ｘは知り合いでない」主張は，積極証拠(21)証言はあるが，信用性否定要素[19]

があり，消極証拠となる前提条件（以前の交通事故でＸがＲの代理人となった）もあるこ

とから，事実と合致しない。  

Ｘのその他の主張に関し，保険解約の理由「金がいっぱいある」について，積極証拠(17)

はあるが信用性否定要素[15][16]がある。また，けがをしているはずなのにもかかわらず，

以前の事故の相手に高圧的な要求をする点，全体に証言の信用性を低下させる[18]。この

ため，その他の主張も事実と合致しない。  

 

② 総合的な判定  

最後に，具体的な争点に関する判定を総合し， 

a)一方の当事者の主張の判定がいずれも×であれば，全体として事実と合致しない  

b)一方の当事者の主張に関し，一部に△×があっても，その他の争点で○があれば，全体
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として事実と合致する  

c)一方の当事者の判定が△だけの場合，もう一方の当事者の主張が全て×であれば，前者

の主張が事実と合致する 

d)両方の判定に○，△，×がある場合，○△の多い方，または×のない方の主張が事実と

合致する 

として，全体的な判定を行った。  

事例 6 では，具体的な争点全般に関して，Ｘ・Ｒいずれの主張も事実と合致しない。こ

のため，全体的にもＸの主張は事実と合致せず，この事故はＸ・Ｒが共謀して起こしたね

つ造事故と判定した。  
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2-4-4 判決の判断方法の明確化  

 

 1) 判決が認定した事実・証拠に基づく VTA-B の作成 

 

次に，裁判所が認定した事実に基づき VTA（VTA-B）を作成した。ツリーの中は裁判所

が認定した事実を記載し，ツリー中のシンボルに（n）で番号をつけ，その事実に関して

両方の当事者が提出した証拠を右側欄外に記載した。その上で裁判所の証拠の信用性の判

断要素を Figure 2-7 のシンボルを用いて VTA-B 上に記載し，記載した各シンボルに［n］

で番号をつけた（事例 6 の例に関し Figure 2-15）。その後［n］の内容に説明を加えた。 
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事故車運転者 
性別:男 
車種：普通乗用車 
備考：この事故の前，Ｓらと共に
交通事故①(9/13 発生 )にあ
い，通院していた。ＸがＲの代
理人として交渉。 

(2)Ｒ：友人 Ｓと飲むためカラオケで

22:00 に待ち合わせしており，そこ

へ向かう途中 

救急車を呼んで同乗 

Ｒ Ｘ 

南から北へ走行 西から東へ走行 

停止かそれに近い 
低速で走行 

Ｘ車右後ドアにＲ車前

面左部を接触させた 

停止 8。5km/h まで加速 

救急車に乗る 

 交差点 

Ｄ病院通院開始 

Ａ病院受診，入院 

保険契約解約 

Ａ病院，Ｂ病院 
通院開始 

Ａ病院退院 

Ａ病院に再入院希望

するが拒否される 

Ｃ病院通院開始 

事故①の示談成立 

交差点進入 

右折開始 

交差点進入 

(1) 

(3) 

(2) 

(8) (7) 

(1)Ｘ：Ｘから借金して姿を隠していた

従業員のところへ向かう途中だっ

た。家を出た時間や走行経路は

思い出せない 

(4)Ｂ道路を北上する車が，Ａ道路を

西に進む車を見るために設置 

(7)Ｂ道路の交差点入口 20m 手前か

らＡ道路西側が 33m 見える 

(5) 

(5)①Ｒ:交差点付近の地理はよく知

っている 

(8)Ｒ：Ｘの前照灯見たかどうかわから

ない，ﾗｲﾄの向き覚えていない 

(12)-1 

(17) 

(11) 

(13)(14) 

(10) 

(9) 

(9)現場は両当事者の住所，勤務先

から相当離れた場所 

(11)Ｒ車：ﾌﾛﾝﾄﾊﾞﾝﾊﾟｰ左角付近に

凹痕，ﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽ破損，右後部ﾄﾞ

ｱに単なる凹痕 
(10)②Ｘ車：ﾎﾞﾝﾈｯﾄ中央・左側が変

形，左ﾌﾛﾝﾄﾌｪﾝﾀﾞｰ大きな変形な

し，ﾌﾛﾝﾄﾊﾞﾝﾊﾟｰ前部左側に軽い

変形 
(10)①Ｘ：ﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽが割れてｶﾞﾗｽが

刺さった，頭部をﾌﾛﾝﾄｶ ﾞﾗｽにぶ

つけた 

(12)-1，2①救急隊員証言：ＸとＲは 

救急車の中で異様に押し黙って 

いた。普通の交通事故当事者と 

は様子が違っていた 

②ＸＲ：救急車の中で言葉を交わした 

(12)-2 
(13)Ｘ：前頸部痛，悪心，右顔面痛，

両肩痛，背部痛訴え 

(14)診断名：頭部外傷，顔面挫創，

頸部捻挫，右膝 ・両肘部挫傷。

頭・頸部，胸部に傷なし，頭部顔

面にｶﾞﾗｽ片なし，X 線・CT 上異常

なし 

(15)(16) 
(16)診断名：右人工的無水晶体眼，

右角膜炎の疑い，眼底異常なし，

ｶﾞﾗｽ片等の異物なし，異物除去

手術されず 

(15)Ｘ：頸部痛，頭頂部痛訴える 

(18)Ｘ：頭痛，頭重感訴える 

  診断名：顔面，頭部右側に挫傷痕跡 

(17)Ｘ：金がいっぱいあるからもらわな

くていい 

(18) 

(19) 

(20) 

(22) 

(21) 

9/21 

9/27 

9/25 

9/22 

10/5 

10/1 

9/28 

12/1 

(21)Ｒ：「Ｘのことは全く知らない」と話す 

(20)右目に手術創痕，外傷痕等あるが

特に異常所見なし。眼内異物の残存

等否定 

(19)Ｘは，事故の相手の自宅や会社

に行って強圧的な行動繰り返し

た。「S は X 経営会社の従業員」と

して休業証明書を作成したが，内

容は不正確。 

(22)CT，エコー検査では右目にｶﾞﾗｽ片

検出されず，異物の存在否定。 

事故車運転者 
性別:男 
車種：普通貨物 
備考：今まで 6 回，交通事故被害者

本人，または代理人として示談交渉の

経験あり。この事故前に保険契約締

結 

翌年 

2/20 

口頭弁論 (23) (23)Ｘ：右額，右目の辺りをﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽにぶつ

けた。切り傷は額に無数にあった。小さい

ｶﾞﾗｽがたくさん頭から出てくる 
Ｅ病院通院開始 

［14］ 

［3］ 

［7］ 

［8］ 

交差点に接近 

［12］ 

［11］ 

［4］ 

［10］ 

［20］ 

［17］ 

［15］ 

［16］ 

［18］ 

保険会社に 

事故報告 

弁護士事務所で 
事情を説明 

21:40 

(3)Ｘ：Ｒ車のﾍｯﾄﾞﾗｲﾄを見たが，優先

道路なので通行できると考えた 

(4) 

(5)③Ｒ：ｶｰﾌﾞﾐﾗｰだけ見ていた 

(5)②Ｒ：ｶｰﾌﾞﾐﾗｰの向きわからない 

(6) 

(6)Ｘ：このときＲ車のﾍｯﾄﾞﾗｲﾄ見えな

かった 

交差点に接近  ｶｰﾌﾞﾐﾗｰあり 

事例６・判決 
判決日付：平成元年 3 月 29 日    裁判所:名古屋地裁 
事件番号：昭和 60 年(ワ)第 1598 号 事件名:損害賠償請求事件 
前提条件:夜間で暗い，非市街地，交差点の見通しはよい，車の通行量少ない 
信号：なし，速度規制：40ｋｍ/ｈ，道路形状:三叉路，発生時刻：S59。9。21 21:40 
その他：Ｘ車の通行道路が優先，路面は平坦で乾燥，追越のため右側はみ出し禁止 

停止かそれに近い 
低速で走行 

ﾎﾟｰﾙに車両前部を 

ぶつけて停止 

 

 

 

 

 

 

 

 

あい  
まい  

［2］ 

［1］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不自然  

客観的
証拠と
不一致  

［6］ 

(5)④Ｒ：交差点に接近してくる車に注

意していなかった 

 

 

 

 

 

 

 

 一貫性

なし  

不自然  

診断と

不一致  

 

 

 

 

 

 

あい  
まい  

客観的
証拠と
不一致  

不自然  

 

 

 

 

不自然  

 

 

［13］ 

 

 

不自然  

裏付け
なし  

［21］ 

証言  
不一致  

［19］ 

不自然  

［5］ 

不自然  

不自然  

不自然  

［9］ 

不自然  

不自然  

不自然  

Figure 2-15 判決の判断結果の記載例・事例 6 

 

当事者
との  
関係  
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2) 判決が判断に用いた要素の説明 

 

判決が判断に用いた要素のうち，［1］～［6］，［8］～［20］は，チェックリスト該当項

目の説明（Table 2-5）で述べた内容と同様である。  

［7］は，チェックリストでは該当する項目があったが，判決は判断に用いなかった。  

［21］はチェックリストに項目がなく，判決だけが判断に用いた要素で，貸付金債権や

従業員の存在は比較的容易に証明できるのにこれができないのは不自然とした。  

 

 3) 判決による事実認定  

 

 まず，判決が，事実か否かを判断した個別の事項を「具体的な争点」とした。  

 次に，具体的な争点について，当事者が主張した内容をまとめた。 

 そして，主張内容ごとに証拠を積極証拠，消極証拠に分けて整理した。  

 各証拠に関し，判決が判断に用いた要素［n］を整理した。この要素の種類は，2-4-2 3)

で述べたとおりである。その上で，判決が具体的な争点に関して出した判断を一覧表にま

とめた（Table 2-8）。判断欄は，判決が実際にあった事実に合致すると認めた場合は○，

認めなかった場合は×，真偽不明と判断したものには△を記載した。  

事例６で判決は，どの争点でもＸとＲの主張は事実ではなく，事故はＸらによって故意

に起こされたもので，全体としてＸ・Ｒの主張は認められないと判断した。   

Table 2-8 判決結果一覧表の記載例（事例 6） 

具体的な 
争点 

主張 上：積極証拠 
下：消極証拠 

信用性強化 信用性否定 
合理的
理由 

判
定 主張者 主張内容 

事故現場に
行った理由 

Ｘ 借金の取立てのため 
(1)  ［1］［2］［11］

［21］ 
 

× 
(9)    

Ｒ 飲みに行くため 
(2)  ［3］［11］  

× 
(9)    

交差点に進
入したときの

様子 

Ｘ Ｒ車見ていない 
(6)  ［8］  

× 
    

Ｒ 

カーブミラーだけ見て 
交差点に接近する車
に注意しなかった 

(5)③④  ［4］［5］［6］
［9］ 

 
× 

(4)    
Ｘ車を見たか覚えて 

いない 
(8)  ［10］  

× 
    

衝突時の 
速度 

Ｘ 60km/h 
  ［12］  

× 
(10)②    

Ｒ 20km/h 
  ［12］  

× 
(11)    

Ｘの負傷 Ｘ 
フロントガラスに顔を 
ぶつけ，右目にガラス

が入った 

(10)①(23)  ［17］［20］  
× (14)(16)(20) 

(22) 
   

その他 

Ｘ・Ｒ 
救急車の中で 
会話した 

(12)-1，2 
Ｘ・Ｒ証言 

 ［14］  
× 

(12)-1，2 
救急隊員証言 

［13］   

Ｒ Ｘは知り合いではない 
(21)  ［19］  

× 前提条件（ＸはＲの
代理人） 

   

Ｘ 主張全般 
(17) 
(19) 

 
［15］［16］
［18］ 

 
× 
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2-4-5 チェックリストの有効性 

 

 1) チェックリストにより抽出できた要素  

 

 チェックリストにより抽出できた要素，および，判決が判断に用いた要素は，Table 2-9

のとおりである。  

 

Table 2-9 要因抽出結果 

判例が指摘した要因総数 157 

チェックリスト適用結果 136 

判例が指摘した要因中，チェックリストで抽出できた要因 128 

 

チェックリストの適用により，判例が指摘した要因のうち，82%の要因を抽出すること

ができた。判決が指摘していて，チェックリストで抽出できなかった要因は 29 件，チェ

ックリストで抽出したが判決が指摘していない要因は 8 件である。抽出できた要因別に見

ると，事故当事者の証言に関するものが計 63 件で最も多く，目撃者の証言に関するもの

が 27 件，物証との関係が 22 件であった。  

 

2) チェックリストによる判定と判決の判断の比較  

 

 チェックリスト適用により導いた結論と判決を比較すると，全 10 事例中 9 事例で全体

的な結論が一致した。個別の争点では，事例９以外で，半数以上の争点における結論が一

致した。一致しない争点でも，全く逆の結論ではなく，チェックリスト適用の結果真偽不

明だが，判決はいずれかの結論を出している例が多かった。一致しなかった理由としては，

判決がチェックリストに入っていない項目を用いて判断をした例が最も多かった（Table 

2-10）。 
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Table 2-10 チェックリスト適用結果と判決の比較  

事例 全体の 

結論 

個別の争点で判決と一致した

数（一致した数／争点数） 

一致しなかった理由 

１ 一致 １６個／１８個 チェックリストにない項目で判断（判決） 

２ 一致 ４個／８個 チェックリストにない項目で判断（判決） 

信用性判断から１つの争点を排除（判決） 

３ 一致 ７個／１２個 チェックリストにない項目で判断（判決） 

鑑定結果の利用（判決） 

４ 一致 ７個／１２個 鑑定結果の利用（判決） 

５ 一致 １２個／１６個 鑑定結果の利用（判決） 

６ 一致 １３個／１３個 － 

７ 一致 ４個／８個 信用性強化要因と否定要因両方があっても，

信用性を認定（判決） 

８ ほぼ一致 ６個／１２個                                                                                                                                                                     要因があっても真偽不明と判断（判決） 

争点が事実関係より責任割合に重点あり 

９ 異なる ４個／９個 チェックリストにない項目で判断（判決） 

１０ 一致 ６個／９個 チェックリストにない項目で判断（判決） 
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2-4-6 チェックリストで抽出できなかった要因とチェックリストの改訂 

 

チェックリストの適用により抽出できなかった要因を Table 2-11 に示す。なお，抽出で

きなかった総要因数より数が減っているのは，重複する要因があったためである。  

以上の要素をふまえ，チェックリストを改訂した（Table 2-12）。 
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Table 2-11 チェックリストで抽出できなかった要因  

 

項目  内容  

１．証言の際の言動  証言をするときにとった証人の行動が自然か，不自然だったか。  

２．行動の時期  当事者が，事故に関する一連の経過の中でいつその行動をしたか。 

３．自分に不利な事実を認めることに対する当事者の心理的影響  

４．事故をめぐる紛争の

経過の当事者への影響  

信用性を否定する証言･行動をした場合の合理的理由に関する

要因である。事故に不利益な事実を自白する場合，法律上の責任

を負うなどの不利益が生じ，その重圧から信用性を欠くとみられ

る行動をとることはありうる。他方，従前のチェックリストでは，

合理的理由という項目自体はあるものの，具体的な内容がわかり

にくかった。そこで，改訂版では，合理的理由に関する要因で独

立した項目を作り，その具体例として記載することとした。  

５．目撃者以外の証言者

がした証言との一致  

これは，Ｂｃ７の一場合ではある。しかし，Ｂｃ７では証言の

うち，目撃内容自体の一致･不一致を問題としているのに対し，こ

れは目撃者以外の専門知識を有する証人の証言相互の齟齬が問題

となっている場合である。そこで，Ｂｃ７を本来想定していたよ

うに狭く捉えないように，Ｂｃ7 の項目を目撃内容に関するもの

と，それ以外のものに分割した。  

６．当事者・証人と事故

の関係者との関係  

チェックリストでは，当事者と目撃者との関係しか問題にして

いなかった。しかし，当事者・目撃者ではないが，一方当事者と

同じ組織に属するなどの利害関係を持ち，そちらに有利に行動す

る可能性がある関係者が存在する。そこで，そのような関係者の

影響も考慮できるよう，Ｂの項目を目撃者に限定せず，目撃者等

証人とした。  

７．当事者証言相互の関

連性  

同一当事者による複数の証言で，相互に矛盾するものでない場

合に，特に信用性を否定する要因もないのに，一方は信用できる，

もう一方は信用できないと判断することは不自然である。そこで，

この場合を想定し，Ａｄ内に，「信用できる当事者の証言か否か」

という項目を新たに設けた。  

８．事故関係者の行動の

不自然生  

6 で述べた利害関係を有する人間については，証言だけでなく行動

内容にも注意する必要がある。そこで，Ｂの中に，｢証人の行動の

不自然性｣という項目を設けた。  

９．証拠が出てきた経緯

に疑義があるか  

それ自体は信用できる証拠でも，その証拠がでてきた経緯に不自

然な行為が介在する場合，信用性を否定する．  

10．記憶喚起の状況  10～12 はいずれも合理的理由に関する要因であり，独立の項目

の具体例とした。  11．再現する場面の特

殊性  

12．目撃位置・時間，

証言時期と記憶の関係  

13．経験の影響  結果的にはＡａ3 に分類される事項であるが，一見して明らかで

はなく，ある事実を前提としてみると，経験不足が影響したと解

釈できる場合ある。そこで，当該箇所の具体例として記述した。  

14．天候の影響  降雤により路面が濡れて滑り易くなった場合。  

15．裏付けの有無  合理的理由に関する要因であり，独立の項目とした。  

16．目撃時間   Ｂｃ２に分類される事項である。証言で直接触れていないが，

当事者間で争いのない事実関係からすれば，目撃時間は短いと考

えられる，よって，対象をよく目撃していない，という 2 段階の

構造を持つ要因であり，見落とされ易い。ここでは，目撃時間が

短いと評価される場合の具体例を，チェックリスト内に追加した。 

17．転倒位置と走行速度の関係  
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18．速度とはねられ方の関係  

19．争点に関連する事

項と争点との関係  

証人が，争点となる対象に関し直接触れてはいないが，それと関

連する証言が争点の判断に影響力を持つ場合で，Ｂe の中の一類型

とした。  

20．直前の行動との  

関係  

当事者が，争点となった事項の直前までとっていた行動に関し，

通常人であれば当該行動をとるか否かという観点から判断され

る。Ａｃ当事者の行動の一類型とした。  

21．証人に対する事故

の影響  

同乗者など事故当事者でなくても，負傷の影響等で証言の信用性

が左右される場合。  

22．証言をするに至っ

た経緯  

証人が証言を行った前後の状況からみて，例えば虚偽の事実を述

べることで，自分の利益やつじつま合わせ等考える余地があった

かどうか。  
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Table 2-12 チェックリスト改訂版  

 

種類 

信用性に影響を

及ぼす要因 
証拠評価で着目したﾎﾟｲﾝﾄ 具体的内容 

Ａ 

人 

証 

・ 

当 

事 

者 

ａ  当事者の能

力 

1 事故前の精神身体状態 
病気，飲酒等による影響の有無  

● 記憶力・証言力に影響ある場合→信用性低下   

2 事故による負傷の影響 
負傷の部位・程度  

● 頭部中心に記憶力・証言力に影響ある場合→信用性低下 

3 運転技術・経験 ■技術・経験の程度と証言内容が矛盾しないかで信用性判断 

ｂ 知識 

1 事故現場に関するもの 

■ 知識の有無と証言内容が矛盾しないかで判断。 

● 知識があれば知っていて当然の状況を知らない 

● 知らないはずのことを知っている          

ｃ 行動 

1 当事者の主張内容に照らして自然か 

  ○ 主張と行動が一致あるいは自然   →信用性高める 

  ● 主張と行動が不一致あるいは不自然→信用性低い 

2 行動時期 

  ○ 自分が犯人であることを認めたのが事故の直後→信用性高い 

3 直前行動との関係 

  ● 当事者の事故直前の行動からみて，事故当時の行動をとることが不自然 

→信用性低い 

4 証言に至る経緯 

○ 証言に至る経緯に不自然な行動がない→信用性高い 

● 証言までにためらう，迷う→信用性低い 

ｄ 証言内容 

1 自然・不自然 

○ 自然→信用性高い 

● 不自然 

→信用性低下 

自分に有利な記憶だけ残る 

当事者の主張する内容が，当該状況下にお

いて通常とらない行動である 

認識と当事者等の位置関係が不自然 

2 一貫性 

○ あり→信用性高い 

なし 
●自己に有利に変遷→信用性低い 

○自己に不利に変遷→信用性高い 

3 具体性 
○ あり→信用性高い 

● なし→信用性低い 

4 視認可能性 

当事者相互の位置関係 

  ○ いた場所，距離，障害物の有無から考えて，よく見える 

     →信用性高い 

● 距離が遠い，障害物がある等視界を妨げる要素あり 

→信用性低い 

道路状況 

  ●見通しの悪い道路で視野が遮られる→信用性低い 

5  ○自己に不利益な証言→信用性高い 

6 証言の時期 
○ 事故直後→信用性高い 

● 時間が経過した後→信用性低い 

7 当事者証言相互の一致 

○ 同じ当事者の複数の証言が矛盾せず，1 つの証言は信用性高い 

→原則，他の証言も信用できる 

8 ○信用できる当事者の証言→信用性高い 

ｅ 合理的理由 

自白や紛争経過に対する当事者の心理的影響 

○ 自白があいまい，一貫性を欠いても，自白による自分や家族の影響を想像して迷うこと

は自然→合理的理由あり 

○ 誤った事実に基づいて裁判等の手続きが長期間進行した場合，自白はさらにためらう→

あいまい，一貫性なくても合理的理由あり 

真剣に記憶を喚起した場合の記憶 

○ 事故直後は興奮状態で記憶があいまい，その後落ち着いて真剣に記憶を喚起した場合

→時間経過後の記憶の方が明確でも，合理的理由あり 

信用性低下 
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再現した場面の特殊性 

○ 鏡に映った場面を思い出して証言する場合に左右の取り違えをするように，状況の特殊

性に応じた記憶の誤り→合理性あり 

裏づけの有無 

  ● 当事者の主張のうち，容易に証明できる事項（貸付金や従業員の有無等）の証明がで

きない→信用性なし 

事故による影響 

  ○ 事故直後は，ショックのためあいまいな証言であっても合理的理由あり 

○ 通常，注意を払うことを期待できる対象ではない（中心的な出来事以外） 

→あいまいでも合理的理由あり 

Ｂ  

人 

証 

・  

目 

撃 

者 

等 

証 

人 

ａ 有無 

ｂ 目撃者の存在を裏付ける証言 

ｃ 証人の行動の不自然さ      
○ 証言内容に照らして自然→信用性高い 

● 不自然→信用性低い 

ｄ 証人の能力 
事故の影響 

● 記憶力・証言力に影響ある場合→信用性低下 

ｅ 目撃証言 

1 目撃時刻          

○ 昼間で明るい→信用性高い   

● 夕方，夜間，夜明けなど視認困難な時刻→信用性低い 

2 目撃した時間の長さ 

○ 比較的長い時間目撃→信用性高い 

● 相手に気づいてから衝突するまで等一瞬の出来事 

   →信用性低下 

3 目撃位置 
○ 事故現場に近い，又は見え易い  →信用性高い 

● 事故現場から遠い，又は見えにくい→信用性低い 

4 目撃証言を行った時期 
○ 事故直後   →信用性高い 

● 長時間経過後→信用性低い 

5 目撃者として名乗り出

た時期 

○ 事故直後   →信用性高い 

● 長時間経過後→信用性低下 

6 目撃者証言と当事者

証言との一致 

○ 一致→原則信用性高い 

● 一致するはずがないもの（例，ある出来事の記憶をなくしたと

証言を始めた時期）が一致→信用性低い 

● 一致する証言の内容が不自然→信用性低い 

● 不一致→信用性低い 

7 目撃証言相互の一致 
目撃内容に関するもの 

○ 一致→信用性高い 
目撃内容以外に関するもの 

8 自然か不自然か 

○ 自然→信用性高い 

● 不自然→信用性低い 

○ 不自然になる合理的理由あり→信用性あり 

9 一貫性の有無 

○ 一貫性あり→信用性高い 

● 一貫性なし→信用性低い 

○ 変遷する合理的理由あり→信用性あり 

10 具体性 

○ あり→信用性高い 

● なし→信用性低い 

○ 具体性がないことの合理的理由あり→信用性あり 

11 目撃者と事故当事者

との関係 

面識の有無        

○なし→虚偽の可能性低い   ●あり→信用性に疑い 

親族か他人か     

○他人→虚偽の可能性低い  ●親族→信用性に疑い 

利害関係の有無  

○なし→虚偽の可能性低い  ●あり→信用性に疑い 

金品授受の有無   

●あり→信用性に疑い 

● その他何らかの人的関係あり→信用性に疑い 

12 虚偽の証言をする動● 被告人への私怨等の感情あり→信用性に疑い 
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機の有無 ● 家族，友人，同僚→信用性に疑い 

13 証言の経緯 
○ 病院搬送直後，医師の質問に答えてされた証言のように，

作為が入る余地がない場合→信用性あり 

14 目撃位置･時間，証言

時期と記憶との関係  

○ 比較的遠くから短時間目撃しただけの当事者が時間をおい

て証言する場合→あいまいでも合理的理由あり 

Ｃ 

物 

証 

 

 

ａ  当事者･証人証

言との整合性 

 

●整合性がなけれ

ば信用性低い 

1 事故当時現示していた信号表示，信号サイクルとの関係 

2 当事者証言と負傷状態の関係 

3 目撃証言と負傷状態との関係 

4 車体の損傷との関係 

5 事故車の形状との関係 

6 タイヤ痕・スリップ痕との関係 

7 道路形状と相手の見え方等の関係 

8 力の働いた方向の関係 

9 身体・車両等の構造との関係 

10 速度と道路形状の関係 

11 道路構造等と当事者らの挙動との関係 

12 前提となる事項に疑義がある場合 

   （例，信号の内蔵時計が事故発生時に何時を指していたかが争われる紛争で，事故

後に時計が操作され，正確な時計の状態がわからなくなった） 

13 天候の影響 

14 転倒位置と速度との関係 

15 はねられ方と速度との関係 

16 その他 

ｂ ● その他客観的状況の不自然さ→信用性低い 

Ｄ   

書 

証 

ａ 書面 

1 作成者 信用性の判断に大きな影響を与える事項。十分な検討が必要。 

● 作成者・作成日時と内容が矛盾→信用性低い 

● 内容に矛盾，訂正・修正の痕あり→信用性低い 等 

2 作成日時 

3 内容 

ｂ 写真 

1 撮影者 信用性の判断に大きな影響を与える事項。 

※撮影者と当事者との関係，撮影日時と天候等環境の整合性，

撮影場所等に注意が必要。 

2 撮影日時 

3 撮影対象 

ｃ 物的証拠の信用

性を左右する要因 

1 陳述書の 

聴取対象者 

当事者との関係 

○ 利害関係，親族関係なし→信用性高い 

● 人的関係あり→信用性に疑いあり 

2 当該証拠が出てきた 

時期 

○ 事故直後→信用性高い 

● 紛争発生後→信用性に疑いあり 

3 作成時期 
○ 事故の直後→信用性高い 

● 紛争発生の前後→信用性に疑いあり 

4 作成経緯 

  ● 紛争開始後，当事者から依頼を受けて，私人が有償で一方当事者に有利な内容

の書類を作成→信用性に疑いあり 

5 対立当事者の提出 

した証拠 

○ 対立当事者が出した証拠によっても，自分の主張内容と同じ

結論が出る→信用性高い 
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2-5 まとめと課題  

  

チェックリストの適用により，検討対象判例 10 例中，9 例について判例とほぼ同じ結論

を導くことができ，また，判決が考慮した信用性判断要因の約 8 割をチェックリストによ

り抽出することができた。このため，本チェックリストは，判断基準として有効に機能し

たといえる。  

本チェックリストは結果的に，Undeutsch（1967）や渡部（2001）があげた信用性判断

要素をほぼ網羅し具体化するとともに，予測的アプローチで指摘された虚偽の証言がされ

やすい条件も盛り込んだ。 

また，本研究ではＶＴＡをチェックリストの有効性判断の手段として用いたが，チェッ

クリストとＶＴＡを合わせて用いることで，より精度の高い真偽判定が可能になると考え

られる。すなわち，事実関係に争いがある場合，まずＶＴＡを用いて各当事者の主張する

事実と証拠を整理し，そこにチェックリストを適用して証言の信用性を判定し，最終的に

いずれの主張が実際にあった事実と合致するかを判定することが可能となると思われる。

特に，渡部（2001）は証言の変遷を時系列的に整理することを必要としているが，ＶＴＡ

の活用により効果的かつ効率的に行うことが可能となるであろう。このように，本チェッ

クリストを用いることで，従来の研究で明らかになった証言の真偽の判断要素を網羅的に

検討し，ＶＴＡと合わせて活用することにより，体系的効率的に真偽の判定を行えるよう

になったと思われる。特に，一方の当事者が死亡した場合，生存している当事者の証言の

みに基づいて事実が構成されるという問題があるが，調査の段階で客観的状況やタイヤ痕

等の物証と証言をもれなく照らし合わせることで，ある程度事実関係の正確性は担保され

ると思われる。  

さらに，本チェックリストの活用法として，事実関係を調査する段階で，入手した情報

をチェックリストと照らし合わせることで聞き漏らしなど情報の抜け落ちを防止すること

もできると考えられる。 

しかし，本チェックリストには次の課題がある。  

まず，各要因の重み付けができていないことである。現状では，どちらの当事者の証言

にも積極証拠と消極証拠があり，それぞれに信用性を強化する要因と否定する要因がある

場合，真偽の判断をすることができない。しかし，現実にこのような場面は生じうるため，

各要因の重み付けに関する判断を抽出し、これを判定する基準も作成する必要がある。  

次に，要因の抜け落ちである。チェックリストでは抽出できなかった要因のために，結

論が判例と異なった事例が 1 件ある。これは，チェックリスト作成の対象判例が尐なく，

リストに載せた要因の種類が十分でなかったためと考えられる。このため，より多くの判

例を検討して判断要素を充実させ，リストを改訂する必要がある。  

第三に，本チェックリストは証言の真偽と事実関係は判定できるが，判定した事実関係
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に基づいて過失の程度（過失割合）をどう評価するかということは別の問題である。なお，

過失割合については次章以降で取り上げる。  

第四に，今回の検証では，検証対象が敗訴した方の主張ということが分かっており，分

析者にその旨のバイアスがかかっているおそれがある。この問題はＶＴＡを行うことで客

観性は担保できると思われるが，複数人で検証を行い，一致度を測ることで客観性を確認

することが必要であろう。  

第五に，今回は書証，物証や鑑定は主な対象としなかったが，これらも事実関係の確定

に重要な意味を持つので，この信用性，重要性も判定できるようにするのが今後の課題で

ある。 
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第３章 過失割合判断における認定基準と大学生の責任判断との相違 

 

3-1 本章の目的 

 

事実関係が確定すると，それに基づいて責任の判断が行われ損害賠償額が決まる。その

際両当事者の過失が斟酌され，過失相殺が行われる。過失相殺に関しては裁判官が作成し

た基準がある。この基準と一般人の責任判断の差が大きければ，基準は紛争解決の基準と

して機能せず，裁判自体，紛争解決手段としての信頼を失うおそれがある。しかし，基準

と一般人の判断の相違について研究したものはみあたらない。  

そこで，第 3 章は，一般人の過失割合の判断と基準を，幅広い事例を用いて比較するこ

とにより，判断と基準にどのような差が生じるのかを一般的に検討した。  

 

3-2 調査方法 

 

3-2-1 調査対象事例 

 

 評価の対象となる事例は，東京地裁民事第 27 部（交通部）（1997）で認定基準が定めら

れている事例の中から 11 例を選出した。今回の研究では事故類型を限定せず，多様な事

故類型で，認定基準と大学生の判断にどのような差が生じるかを調査することを目的とし

たため，事故当事者（車対車と車対歩行者），事故の発生場所（交差点内と交差点以外），

周囲の環境（信号の有無及び事故発生時の信号の色）の各類型から幅広く抽出した。具体

的に選出した事例は，以下のとおりである(Table 3-1)。 
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Table 3-1 選出事例一覧 

事例  事例の概要  概要図 

1 
交差点で，黄信号で直進中の車両Ａと，黄信号で交

差点に進入し，右折しようとした車両Ｂが衝突した。 

 

2 
車両Ａが路外から道路に入るために右折しようとし

たときに，その道路を直進中の車両Ｂと衝突した。  

 

3 
交差点で，青信号を直進中の車両Ａと，赤信号を横

断中の歩行者Ｂが衝突した。  

 

4 

狭い道路から広い道路を横断しようとした直進中の

車両Ａと，広い道路から狭い道路へ右折しようとし

た車両Ｂが衝突した。  

 

5 

交差点で，黄信号で直進中の車両Ａと，青信号で交

差点に進入し，黄信号で右折しようとした車両Ｂが

衝突した。  

 

6 

交差点で，黄信号で進入し赤信号で右折しようとし

た車両Ａと，歩行者用信号が赤のときに横断中の歩

行者Ｂが衝突した。  
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7 

交差点で，赤信号で右折しようとした車両Ａと，歩

行者用信号が赤のときに横断中の歩行者Ｂが衝突し

た。 

 

8 

交差点で，赤信号で直進中の車両Ａと，黄信号で交

差点に進入し，赤信号で右折しようとした車両Ｂが

衝突した。  

 

9 
交差点で，青信号を直進中の車両Ａと，青信号で交

差点に進入し右折しようとした車両Ｂが衝突した。  

 

10 

ある道路を横断しようとした歩行者Ｂが，車両Ａと

衝突した。ここは歩道・車道の区別があり，近くに

横断禁止の標識がある，あるいは当該道路の状況・

ガードレールやフェンスの設置状況等から横断禁止

であることが容易に認識できる場所である。  

 

11 

交差点で，青信号で直進中の車両Ａが，横断歩道で

はない場所を横断中の歩行者Ｂと，車両Ａが横断歩

道を通過後に衝突した。 
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3-2-2 調査方法  

 

 調査対象者に事例に関する文章での説明と概要図（Table 3-1）を提示し，ＡとＢの過失

割合を合計して 100%となるように調査紙に回答してもらった。ＡとＢの割り振りに関し，

ＡＢいずれかが常に１当となることのバイアスを避けるため，事例によって１当をＡＢい

ずれかに振り分けた（Table 3-2）。 

 

Table 3-2  各事例ＡＢと１当・２当対応表 

 事例 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
第一当事者 Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ
第二当事者 Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ  

 

 調査対象者は 112 人（平均年齢 21.8 歳，SD3.8），うち男性 66 人，女性 46 人，免許保

有者 82 人，同不保有者 30 人である。調査対象者は，年齢や運転経験，職業の違いによる

影響を避けるため，大学生とした。対象者を大学生としたのは，普通自動車免許が取得で

きる年齢で一定の判断能力はあるが，職業経験，運転経験が共に短い，あるいはない人の

判断と基準を比較するためである。  
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3-3 結果 

 

3-3-1 認定基準と大学生の回答の比較 

 

1) 認定基準と回答の平均値の比較  

 

事例ごとに，認定基準，１当・２当の過失割合に関する回答の平均値，その標準偏差を

比較したのが Figure 3-1 である。なお，認定基準は 2004 年に改訂されており，本研究で

は改訂後の基準と比較した。各事例の上段は認定基準，下段は回答の平均値である。横棒

全体を 100%とし，横棒の左側は１当，右側は２当の過失割合を示す。下段の横棒中の横

線は標準偏差を示す。事例中のＡＢと１当・２当の関係は，Table 3-2 のとおりである。  
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Figure 3-1 認定基準，回答の平均値および標準偏差一覧  
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回答の平均値をみると，１当の過失割合は，全体に認定基準よりも大学生の判断の方が

軽い傾向があった。  

認定基準と回答の平均を比較して 10%以上の差があったのは事例 1，3，4，5，10，11

であり，事例 1 のみ大学生の方が１当の責任を認定基準より重く，それ以外の事例は大学

生の方が軽く判断した。以下，10%以上の差があった事例を「差の大きい事例」とする。

なお，事例 1 は，2004 年基準と比べると差が大きかったが，改定前の基準（東京地裁，

1997）と比べると差が小さかった（改訂前の認定基準は１当 60：２当 40）。 

 

2) 認定基準より重く判断した対象者数と軽く判断した対象者数の比較  

 

 認定基準より重く判断した対象者数と軽く判断した対象者数を比較するため，事例ごと

にχ２検定を行った。 

その結果，事例 1（χ2=(1), 43.90, p<.001），事例 3（χ2=(1), 10.70, p=.001），事例 4

（χ2=(1), 32.82, p<.001），事例5（χ2=(1), 31.02, p<.001），事例9（χ2=(1), 5.00, p=.025），

事例 10（χ2=(1), 15.75, p<.001），事例 11（χ2=(1), 37.80, p<.001）で有意差が見られ

た。また，事例 8 は有意傾向が見られた（χ2=(1), 3.60, p=.058）。事例 1 では認定基準よ

り重く判断した対象者が多く，それ以外の事例では認定基準より軽く判断した対象者が有

意に多かった。 

 

3-3-2 同種類の事例の比較  

 

 本調査で対象とした事例の中には，当事者と行為類型は同じで，信号の色などその他の

状況が異なるものがある。そこで，これらの事例における回答と，認定基準との差の大き

さを比較した。  

 

1) 右折車と直進車の衝突  

 

 事例 1，5，8，9 は右折車と直進車が衝突した事例であり，両車の対面する信号の色が

異なる。各事例の認定基準と回答との差の絶対値（回答差）を比較するため，回答差を従

属変数，事例を被験者内要因として 1 要因の分散分析を行った。  

その結果，事例の主効果が有意であり（F(2.67, 298.85)=6.47, p=.001），事例 5 の回答

差は，他の事例より有意に大きかった。事例 1，8，9 の間では有意差がなかった。  

  

2) 右折車と横断歩道横断中の歩行者の衝突  
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 事例６と７は，右折車と横断歩道を横断中の歩行者が衝突した事例であり，右折車が交

差点に進入したときの信号の色が，事例 6 は黄信号，事例 7 は赤信号である（歩行者側は

いずれも赤信号）。事例６と７の回答差について t 検定を行ったところ，有意差はみられな

かった（t(217.1)=0.25, p>.05）。また，実際の数値上も差は尐なかった(Table 3-3)。 

 

Table 3-3 事例 6，7 の認定基準と大学生の判断（平均値）  

 事例 6 事例 7 

認定基準(１当:２当) 70:30 80:20 

大学生の判断  69:31 77.3:22:7 

 

 3) 直進車と歩行者の衝突  

 

事例 3 と 11 は，青信号で交差点に進入した直進車と，歩行者用信号が赤信号の時に横

断中の歩行者が衝突した事例であり，歩行者の横断場所が異なる。事例 3 の横断場所は横

断歩道上，事例 11 は横断歩道外である。なお，事例 3 と事例 11 の概要図（Figure 3-1）

では車が走行してくる方向が異なるが，認定基準上は同じ扱いがされており基準の数値も

同じであるため，同種事例として取り扱う。 

事例 3 と 11 で，１当の過失割合に関する回答の平均を比較するため，１当の回答につ

いて t 検定を行ったところ，有意傾向がみられ（t(222)=1.96, p=.052），事例３の方が１当

の責任を重く判断する傾向が見られた。回答の平均値も，事例３の方が１当（歩行者）の

責任判断が重かった(Figure 3-2)。 

認定基準と比較すると，事例 3，11 とも回答差が大きく，認定基準より１当の責任は軽

く，２当の責任が重く判断された。  
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事例3回答

事例3/11基準

過失割合

歩行者 車

 

Figure 3-2  事例 3・11 の基準および回答比較 

 

3-3-3 認定基準の改訂があった事例について 

 

 2004 年の認定基準の改訂で，事例１と事例 8 の認定基準が変更された。そこで，改訂

前（東京地裁，1997)，改訂後の基準と回答を比較した。 
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1) 事例１について 

 

事例 1 は，右折車：直進車＝60:40（東京地裁民事第 27 部，1997)から 50:50 となった。

この改訂は，黄信号の時に交差点に進入して右折する車が多いという現実があること，両

車とも信号違反であり，信号関係は黄信号同士で対等のため，直進車も優先性を強く主張

できないという理由による。  

認定基準と事例 1 の回答の平均値を比較すると，改訂前の基準とはほぼ差がないが，改

訂後の基準とは 10%以上の差があった（Figure 3-3）。改訂前の認定基準より重く回答した

対象者数と軽く回答した対象者数を比較するためにχ2 検定を行ったところ，有意差はみ

られなかった（χ2=(1), 0.103, p>.05）が，改訂後の認定基準を対象に同様の検定を行った

ところ，認定基準より重く判断した対象者が有意に多かった。  
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Figure 3-3  事例 1 回答の平均値と改訂前基準，改訂後基準との比較                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 

 2) 事例 8 について 

 

 事例８は，直進車：右折車＝60：40（東京地裁，1997)から 70：30 へ改訂された。この

改訂は，右折信号のない交差点では，右折車は直進車側が赤信号になるまで事実上右折で

きないため，この場合の右折車の過失を 40%とするのは酷という理由による。  

 事例８で，改訂前の基準を対象に，１当の責任を基準より重く判断した対象者数と軽く

判断した対象者数を比較するためにχ2 検定を行ったところ，重く判断した対象者の方が

有意に多かった（χ2=(1), 15.07, p<.001）。改訂後の基準を対象に同様に比較すると有意

差はなかった。回答の平均値でみると，改訂前後の基準と比べても 10%以上の差はなかっ

たが，改訂後の基準の方がやや差が小さかった（Figure 3-4）。 
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Figure 3-4  事例 1 回答の平均値と改訂前基準，改訂後基準との比較 

 

3-3-4 免許の有無および性別  

 

免許の有無，性別を対象者間要因，１当の過失割合の回答を従属変数として，事例ごと

に２要因の分散分析を行った。  

その結果，免許の有無で，事例 1（F(1,108)=5.70,p=0.019），事例 3（F(1,108)=9.50, 

p=0.003），事例 6（F(1,108)=21.50, p<0.001），事例 7（F(1,108)=7.05, p=0.009），事例 9

（F(1,108)=9.12, p=0.003），事例 10（F(1,108)=7.88, p=0.006），事例 11（F(1,108)=16.97, 

p<0.001）で有意差があった。事例 3 と事例 11 は，免許非保有者の方が免許保有者より１

当の責任を重く判断し，それ以外の事例では免許保有者の方が１当の責任を重く判断した。

事例８では免許の有無と性別に交互作用があり，Bonferroni 法により単純主効果を分析し

たところ，男性の中では，免許保有者が非保有者より有意に１当の責任を重く判断した

（F(1,108)=5.57, p=0.020）。 

性別では，どの事例でも有意差はみられなかった。  

 

3-3-5 事故の当事者（歩行者，車）の違い 

 

免許の有無および性別を対象者間要因，１当である歩行者の責任および１当である運転

者の責任を対象者内要因，回答差を従属変数として３要因の分散分析を行ったところ，免

許の有無と１当の違いに交互作用があった(F(1,108)=18.95, p<.01)。そこで，水準ごとに

単純主効果を分析した結果，１当が歩行者の場合は，免許不保有者の方が歩行者の責任を

有意に重く(F(1,108)=15.9, p<.01)，１当が運転者の場合は，免許保有者の方が運転者の責

任を重く評価した  (F(1,108)=52.52, p<.01)。 

Figure 3-5 に，１当が歩行者の場合と車の場合の，免許保持者と不保持者それぞれの回

答と認定基準との差を示す。認定基準と比較すると，いずれの回答も基準より軽かった。  
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Figure 3-5  １当が歩行者または車の場合の，免許の有無による認定基準との差の比較  

 

3-3-6 回答差と回答のばらつき  

 

大学生の回答差(絶対値)と回答のＳＤの相関係数は－ .81 であり，有意であった(p=.003)。

回答差が大きいほど回答のばらつきも大きく，基準と判断の差が大きい事例では大学生が

判断に迷ったことがうかがえる（Figure 3-6）。 
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Figure 3-6 回答の標準偏差と基準との差の散布図  
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3-4 考察 

 

3-4-1 基準作成の基礎となった要素と結果のまとめ  

 

 基準は，道交法上の優先関係を基礎に，優者危険負担の原則や結果回避の可能性等の要

素を考慮し作成された。そこで，各事例に適用される基準の基礎となった要素をまとめた

(Table 3-4)。 
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Table 3-4 認定基準作成の基礎となった要素  

事例  優先関係，価値観等  

１  ・右折車は直進車の進行を妨害してはならない（道交法 37 条）。  

・信号の点に加え，黄信号で交差点に進入して右折する車が多いのが現実だから，直

進車もあまり強く優先性を主張できない（東京地裁，2004）  

・両車とも信号違反（黄信号）で，信号の関係は対等（道交法７条）。  

２  ・直進車は路外進入車に優先する（道交法 25 条の 2）。  

・直進車も，注意していれば路外進入車を認識できる以上，軽度の前方注視義務違反

がある（東京地裁，2004）。  

３  ・横断歩道を横断する歩行者は，交差点を通過する車に優先する（道交法 38 条 1 項）。 

・歩行者は，赤信号で道路を横断してはならない（道交法施行令 2 条 1 項）。  

・歩行者の過失割合に関しては，被害者保護，危険責任の原則，優者危険負担の原則

から，歩行者の保護を前提に，歩行者に生じた損害をどの程度減額するのが公平かと

いう観点から決定した（東京地裁，2004）。  

・車にも前方不注視等の安全運転義務違反がある（東京地裁，2004）。  

４  ・右折車に対して直進車優先（道交法 37 条）。  

・信号のない交差点では幅員の広い道路を走行している車が優先（道交法 36 条 3 項）。 

５  ・右折車は直進車の進行を妨害してはならない（道交法 37 条）  

・右折車が青信号で交差点に進入した後信号が黄色になり，その状態で右折を始めた

場合，右折車には信号違反なし  

・黄信号になってから交差点に進入する直進車があることは一般的であり，右折待機

車も，対向する直進車の動静を確認することは比較的容易である（東京地裁，2004）。 

６  ・横断歩道を横断する歩行者は，交差点を通過する車に優先する（道交法 38 条 1 項）。 

・歩行者は，赤信号で道路を横断してはならない（道交法施行令 2 条 1 項）。  

・車は，黄信号で交差点に進入してはならない（同上）。  

・歩行者は，対面赤信号でも，交差道路の信号が青信号でないと，横断を始めること

がしばしばみられる。右折車は，対向する直進車をやり過ごすために黄信号で交差点

に進入することがあるが，右折の際は一時停止・徐行等しており，このような歩行者

を発見することは難しくない（東京地裁，2004）。  

７  ・横断歩道を横断する歩行者は，交差点を通過する車に優先する（道交法 38 条 1 項）。 

・歩行者は，赤信号で道路を横断してはならない（道交法施行令 2 条 1 項）。  

・車は，赤信号で交差点に進入してはならない（同上）。  

・歩行者にも信号違反があるが，赤信号に違反した車の過失はきわめて大きいので，

歩行者保護の見地から歩行者の過失割合を 20%とした（東京地裁，2004）。  

８  ・右折車に対して直進車優先（道交法 37 条）。  

・両車とも信号違反あり（道交法施行令 2 条 1 項）。  

・右折車は，直進車側の信号が赤信号になった段階で初めて右折できるのが実情であ

り，直進車は赤信号を無視しており違法性が高いので，このような場合に右折車に

40%の過失を認めるのは酷（東京地裁，2004）。  

９  ・右折車に対して直進車優先（道交法 37 条）。  

・両車とも信号違反なし（道交法施行令 2 条 1 項）  

10 ・歩行者は，横断禁止の道路を横断してはならない（道交法 13 条 2 項）。  

・被害者保護，危険責任の原則，優者危険負担の原則から，歩行者の保護を前提に，

歩行者に生じた損害をどの程度減額するのが公平かという観点から過失割合を決定

した（東京地裁，2004）。  

11 ・歩行者は横断歩道によって道路を横断しなければならない（道交法 12 条 1 項）。  

・歩行者は，赤信号で道路を横断してはならない（道交法施行令 2 条 1 項）。  

・歩行者の赤信号違反の過失は大きいが，基本的な過失割合が大きいので，事例 3 よ

り歩行者の過失割合を加算しない。  

・車にも前方不注視等の安全運転義務違反がある（東京地裁，2004）。  
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次に，基準の基礎となった要素，χ2 検定結果をまとめた（Table 3-5）。要素は１当に関

するものと２当に関するものに分け，さらに過失割合を増やす方向に働くものを加算要素，

減らす方向に働くものを減算要素とした。加算要素と減算要素を合わせて判断要素とした。

χ2 検定結果に関し，「重」は認定基準より重く判断した対象者数，「軽」は認定基準より

軽く判断した対象者数を示す。Table 3-5 中の灰色の塗り潰しは，判断要素がないこと，

χ2 検定結果で差がなかったことを示す。  

 

Table 3-5 １当２当の判断要素と認定基準との差，χ2 検定結果  

①黄信号　②右折 黄信号
黄信号で右折する車が多い

現実を反映
直進

路外進入 前方注視義務違反

直進

赤信号 ①車　②安全運転義務違反

①歩行者　②歩行者保護 青信号

狭路 右折

直進 広路

黄信号
①右折

②対向する直進車の動静確認可能

直進 信号違反なし

①黄信号　②車
③歩行者の発見容易

赤信号

①歩行者　②歩行者保護

①赤信号(違法性大)　②車 赤信号

①歩行者　②歩行者保護

赤信号 ①黄信号　②右折

直進
直進車側の信号が赤にならないと

右折できない現実を反映

右折 安全運転義務違反

青信号 ①青信号　②直進

車 横断禁止違反

歩行者横断禁止 ①歩行者　②歩行者保護

①赤信号　②横断歩道外横断 ①車　②安全運転義務違反

①歩行者　②歩行者保護 青信号

χ2検定結果

1 重＞軽

事例
１当の判断要素

（上が加算要素、下が減算要素）
２当の判断要素

（上が加算要素、下が減算要素）

2

3 軽＞重

4 軽＞重

5 軽＞重

6

7

8 (有意傾向)

9 軽＞重

10 軽＞重

11 軽＞重
 

 

１当・２当ともに加算・減算両方の判断要素があった事例では，χ2 検定結果に有意差

または有意傾向がみられた。いずれかの判断要素がない事例では，有意差がみられなかっ

た。 
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3-4-2 大学生の責任判断過程とそれに影響を与える要素  

 

 1) 事故当事者の違い 

 

 本調査の結果，車対車事例，車対歩行者事例いずれにも大学生の判断と基準が一致する

事例があった（事例 2，6，7）。基準は，当事者が車対車の場合は対等の立場であることを

前提に，車対歩行者の場合は優者危険負担(歩行者保護)の価値観に基づいて定められてい

る。この基準に合った判断をしていることから，大学生も基準と同様の価値観に基づいて

判断していると考えられる。また，車対車事例の回答差の平均が 8.37 であるのに対し，車

対歩行者事例の平均は 14.58 と大きく異なる上，後述のように当事者によって判断と基準

のずれに影響を与える要素も異なる。このことから，大学生は事故の当事者によって異な

る判断をしていることがうかがえる。  

 以上より，大学生はまず事故の当事者に着目し，車同士の事例では両者を対等，車対歩

行者事例では歩行者保護の価値観に基づくというように，判断の仕方を分けていると考え

られる。 

  

 2) 車対車事例の判断過程  

 

 基準と判断に差がなかった事例 2 は，１当の判断要素が加算要素だけであり，差があっ

た事例は，１当２当ともに加算・減算両方の判断要素があった。このことから，大学生は

当事者が誰かということに続いて，当事者の判断要素に着目した。 

そして，大学生の判断は，誰にどの判断要素がある（ない）ということの影響を受けて

いることから，判断要素を要素分解的にみたと考えられる。  

その結果，１当に加算要素のみがある場合は，判断が単純であるため１当の責任を重く

判断し，その感覚は基準と一致するといえる。  

 

 3) 車対車事例の判断に影響を与える要素  

 

 基準との差がみられたのが，事例 1，4，5，8，9 である。 

 事例 1 は，大学生の判断と改訂前の基準を比較すると差がなく，改訂後の基準と比較す

ると大学生の方が１当の過失割合を重く判断した事例である。改訂前の基準は道交法上の

優先関係に忠実であったのに対し，改訂後の基準は右折が困難という実際の道路環境を反

映し，右折車の責任を軽減した。このことから，大学生は当事者の行動を重視し，道路環

境は考慮しなかったといえる。  

 事例 8 も同様に，２当の減算要素として働く道路環境を考慮しなかったため，２当の責
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任を重く判断した影響で，１当の責任が軽く判断された。ただ，事例 8 の場合，基準は黄

信号違反と赤信号違反を同等の「信号違反」と評価しているが，大学生は１当の赤信号違

反を２当の黄信号違反より重大な過失と評価したため，１当の責任判断が比較的重くなり，

有意傾向にとどまったと考えられる。  

 事例 4 と 5 は，１当は道路環境と信号の色の点で不利，２当は当事者の行動が不利（右

折）であり，１当の責任が基準より軽く判断された。これらの事例では，大学生は当事者

の行動を重視し，２当の責任を重く判断した結果，１当の責任判断が軽くなったとも思わ

れる。しかし，事例 9 は１当の行動が不利（右折）であるにもかかわらず，１当の責任が

基準より軽く判断された。このため，大学生が当事者の道交法上不利な行動を重視したと

いう理由では基準との差を説明できない。これらの事例では，両当事者に道交法に基づく

加算・減算要素があり，両当事者の有利・不利がわかりにくく判断が複雑となる。このよ

うに，大学生が判断に迷う事例では，判断が中間値（50：50）に近づくため，１当の責任

判断が軽くなると考えられる。このことは，回答のばらつきが大きいほど責任判断が軽く

なることからもうかがえる。  

  

 4) 車対歩行者事例の判断過程  

 

車対歩行者事例で，基準と判断に差がなかった事例 6，7 は１当の判断要素が加算要素

だけであり，差があった事例は１当２当ともに加算・減算両方の判断要素があった。この

類型でも，歩行者保護の価値観に基づきつつ，車同士の事例同様，当事者の判断要素に着

目して要素分解的に判断されたといえる。 

その結果，１当に加算要素のみがある場合は，判断が単純であるため１当の責任を重く

判断し，その感覚は基準と一致するといえる。また，事例 6 と 7 で車が違反した信号の色

が異なると基準は 10 違い，判断もこれに合うことから，道交法違反に対する感覚も一致

するといえる。  

 

4) 車対歩行者事例の判断に影響を与える要素  

 

 認定基準との差がみられたのが，事例 3，10，11 である。 

 これらの事例は，車に道交法違反はなく歩行者のみに違反があり，いずれも１当の責任

が軽く判断された。  

このうち，事例 3 と 11 は歩行者が１当である。これは，大学生が歩行者の信号違反よ

り弱者保護という価値観を重視し，歩行者を１当とすることにためらいをもったためと考

えられる。本事例は，萩原ら（1977）が用いたケースⅢと同様の事例で，萩原らも法律家

の方が大学生より歩行者に大きな責任を課すとしており，この結果を支持した。なお，事
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例 3 と 11 の基準は同じだが，歩行者の責任を比較すると事例 11 の方が歩行者の責任が重

い（Figure 3-1，3-2）。この理由として，大学生は，横断歩道外を横断する方が過失は尐

ないという交通法規に関する誤った認識を持っていたことが考えられる。  

 事例 10 は，歩行者が２当である。１当の車の責任が軽く判断された反面，歩行者の責

任は基準より重く判断された。歩行者を１当としない限りでは，大学生の方が歩行者の道

交法違反の行為を重視したことが考えられる。本事例は萩原ら（1977）のケースⅣと同種

の事例であるが，萩原らの調査とは逆の結果となった。その理由として，萩原らの研究で

比較したのは 4 名の法律家の判断と大学生の判断であり，認定基準との比較を行ったわけ

ではないこと，基準の修正要素となる当事者の年齢を操作したしたことの影響が考えられ

る。なお，当事者の属性の操作はケースⅢでも行われているが，こちらは当事者の職業等

基準の算定に直接影響しない変数を操作したため，基準との比較では影響が出なかったと

思われる。 

 

3-4-3 免許および性別の影響  

 

 免許保有者と非保有者では，免許保有者の方が１当の責任を重く判断した事例が多かっ

た。しかし，１当が歩行者の事例（事例 3，11）では，免許非保有者の方が歩行者の責任

を重く判断した。この違いが生じた理由として，実際の交通場面で，免許非保有者は通常

は歩行者となり，免許保有者は運転者となる可能性が高いことから，免許非保有者は歩行

者，免許保有者は運転者と個人的関連性が高いと判断し，個人的関連性の高い当事者に重

い責任を課したと考えられる。この結果は，Shaver(1970)と逆となった。また，実際の交

通場面では免許非保有者は歩行者の立場，保有者は運転者の立場に立つ可能性が高いこと

から，個人的関連性にとどまらず，免許保有者が運転者の立場，非保有者が歩行者の立場

で判断した可能性もある。この場合，行為者の立場で判断した調査対象者が自分に重い責

任を課しており，Harvey et.al.(1975)と逆の結論となった。  

また，本調査では性別に有意差がみられなかったが，これは Shaw et.al.(1975)，および

諸井(1988)と異なる結果である。 
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3-5 まとめ 

 

 大学生は最初に当事者に着目し，車同士は対等，車対歩行者は弱者保護の価値観で判断

した。次に判断要素を要素分解的にみた。このように，大学生の判断も，基準と同じ流れ

で行われたことがうかがえる。 

また，歩行者には弱者保護の要請が働くことの判断や個別の判断要素の評価には，大学

生がもつ道交法の知識が影響した。従来の帰属理論（Heider，1958；Jones et.al.1965； 

Kelley，1967・1972）は，外部から与えられた情報のみに基づく，行為者の個人的特性（内

的要因）と周囲の環境（外的要因）への帰属を前提としていたが，交通事故の責任判断は

この枞組みではとらえきれないといえる。これは，免許保有者はもちろん非保有者も，道

交法に関する知識は，交通安全教育やマスコミ報道等を通じてある程度有しているためと

考えられる。そして，当事者の違いにより反映する価値観を変え，判断要素の評価は道交

法に基づくというスキームを形成し、それによって責任判断をした点で、人の属性判断に

スキーマを用いるという Reeder et.al.（1979）と同様の帰属の流れがみられた。  

 判断要素の評価は，判断が単純か複雑かに影響される。両方の当事者に両方の判断要素

がある場合は判断が複雑，１方の当事者の判断要素が加算要素のみの場合は判断が単純と

なる。判断が単純な場合，基準と判断はほぼ一致した。これに対し，車対車事例で判断が

複雑な場合，両当事者の責任判断が中間に近づくというバイアスが生じる。また，大学生

は基準が考慮した道路事情に着目しないこと，道交法の理解が不十分なことからも基準と

判断のずれが生じた。  

 車対歩行者事例では，歩行者の道交法違反の程度が高い場合は，歩行者という弱者を１

当にすることへの抵抗感から歩行者の責任を軽く判断し，違反の程度が低い場合は歩行者

の道交法違反を重視して責任を重く判断するということからずれが生じた。  

 以上の判断機序等をまとめたのが Figure 3-7 である。 
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Figure 3-7 一般人の判断機序と認定基準との差に影響を与える要因  
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第４章 過失割合判断における当事者・観察者の立場による相違 

 

4-1 本章の目的 

 

事故の当事者と観察者の間で責任判断が異なり，観察者は当事者の責任を重く，当事者

は自分の責任を軽く判断することが知られている（Harvey et al.1975 他）。しかし，交通

事故の事例を用いた研究で逆の結論となったもの（国吉，1982），立場によって判断に差

がないものもあり（山下，1996），交通事故事例を用いた研究では，いまだ明確な結果は

みあたらないのが現状である。  

また，交通事故の紛争場面では観察者と当事者の違いだけでなく，当事者同士（加害者

と被害者）で責任判断が異なり，そのために紛争が激化することが経験的に知られている。

第 3 章でも，大学生が運転者の立場で判断するか，歩行者の立場で判断するかによって責

任判断が異なる可能性が示唆された。  

そこで，本研究では，交通事故事例における当事者（加害者と被害者）・観察者の立場か

らの判断の違い，またそれらの判断と基準の違いについて検討を加えた。  

この検討を行う場合，調査対象者に当事者の立場で判断させるには，調査対象者自らが

行為したと同様の状況を作る必要がある。先行研究では新聞記事や事故の見取り図を提示

したため，対象者が当事者の目線というより客観的に判断してしまった可能性があるから

である。しかし，意見表明や会話と異なり，交通事故を調査対象者に実行させることは困

難なので，本研究では事故を当事者および観察者の目線から撮影した事故の動画映像を用

いた。 
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4-2 調査方法 

 

4-2-1 調査手順 

 

1) 提示映像と実験機材  

 

ドライビングシミュレータ（三菱プレシジョン DS-6000。以下「シミュレータ」）上で

の事故惹起画面に関し，各場面における一方の当事者をＡ，もう一方の当事者をＢとし，

当事者ＡとＢの立場から事故の場面を見た映像，および事故現場真上からの固定俯瞰映像

を，ビデオカメラ（パナソニック NV-GS100）で撮影した。カメラレンズの中心位置は，

シミュレータ操作者の視点の高さとほぼ同じ 115cm とし，シミュレータの画面がすべて写

るようにした。撮影された映像の中から，5 秒から 13 秒間の場面を 10 場面切り出した。

いずれも当事者の走行場面から始まり，事故発生直後までの場面である。刺激映像の再生

は，コンピュータ（東芝 DYNABOOK satellite J40）で行った。刺激映像は，プロジェク

ター（エプソン ELP735）を用いて，調査対象者の前方 2.1m に設置した幅 1.96m のス

クリーン（オーロラ XV-E550）に投影した。 

 

2) 手続き  

 

対象者を，当事者Ａの立場の映像を提示する群（当事者Ａ群），当事者Ｂの立場の映像を

提示する群（当事者Ｂ群），客観的立場からの映像を提示する群（客観群）の３群に分けた。 

まず，各対象者に実験目的と過失割合に関する説明を行った後，フェイスシートに性別，

運転免許の有無，免許取得後の経過期間，運転に対する自信の度合（運転自信度）等を記

入させた。次に，各対象者に，提示する映像に従った事例の状況説明を行った（Table 4-1）。 

続いて映像を提示し（映像の例に関し Figure4-1～4-3），ＡとＢの過失割合を合計して

100%となるように調査紙に回答させるとともに，事例をどれだけ理解できたと思うか（理

解度），過失割合の判断にどれだけ自信があるか（回答自信度）を，１から７のうち１つの

数字に○をつける形で回答させた。数字が大きいほど理解度・回答自信度が高いとした。

なお，当事者Ｂ群は，「Ａ」「Ｂ」のもつイメージによる影響を避けるため，すべてＡＢを

入れ替えた。このため，当事者Ｂ群における「Ａ」は，当事者Ａ群および客観群における

「Ｂ」にあたる。 
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Table 4-1 事例の状況説明の例（事例 5） 

当事者Ａ群 ・あなたは制限速度の 50km/h で走行中。 

・直進する交差点に進入する。信号は青。 

・Ｂと交差点内で衝突した。 

当事者Ｂ群 ・あなたは二輪車を運転中。 

・制限速度 50km/h で走行，右折する交差点に近づく。信号は青。 

・Ａと交差点内で衝突した。 

客観群 ・車両Ａは制限速度の 50km/h で直進中，交差点に進入する。対向車線を直

進中の二輪車Ｂは交差点に進入し，右折を開始する。信号は青。 

・車両Ａと二輪車Ｂは交差点内で衝突した。 

 

 

Figure 4-1 当事者Ａの立場からの映像の例（事例 5） 

 

Figure 4-2 当事者Ｂの立場からの映像の例（事例 5） 

 

Figure 4-3 客観的立場からの映像の例（事例 5） 

 

3) 対象者  

 

対象者は大学生 126 人（平均年齢 21.7 歳，SD2.1），うち男性 63 人，女性 63 人，免許

保有者 75 人，同非保有者 51 人である。判断した立場別では，当事者Ａ群 41 人，当事者

Ｂ群 41 人，客観群 44 人である。  
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4) 対象事例  

 

対象となる事例は，シミュレータの「危険予測教習編」および「再教育編」の事例の中

から，東京地裁（1997）の基準による過失割合の判断が可能な事例を 10 例選出した。今

回の研究では，多様な事故類型で立場の違いによる判断の差を幅広く把握することを目的

としたため，事故当事者（車，歩行者，自転車，二輪車），事故の発生場所（交差点内と交

差点以外）等各種事故類型から幅広く抽出した。選出した事例は Table 4-2 のとおりであ

る。 
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Table 4-2 選出した事例の概要と概要図 

 

事

例 

事例の概要（当事者ＡＢは当事者Ａ群・客観群の例による。 

当事者Ｂ群はＡＢが逆） 

概要図 

１ 

自動車Ｂは，青信号の交差点を左折の合図をして左折しようとしたと

ころ，横断歩道上の歩行者に気づき停車した。自動車Ａは，制限速度

50km/hで直進し，同交差点に進入しようとした。自動車Ｂに自動車Ａ

が追突した。 

Ａ Ｂ 青Ａ Ｂ 青

 

２ 

自動車Ａは，右折のため青信号で交差点に進入して，歩行者が横断歩

道を横断するのを待つため交差点内で一時停止し，横断後に右折を開

始した。二輪車Ｂは制限速度40km/hで対向車線を直進し，同交差点に

青信号で進入した。この自動車Ａと二輪車Ｂが衝突した。 

Ａ

Ｂ

青

青

Ａ

Ｂ

青

青

 

３ 

自動車Ａは，制限速度40km/hで直進し，駐車車両を避けるため対向

車線にはみ出して走行した。歩行者Ｂは，信号のない横断歩道の横断

を開始した。この自動車Ａと歩行者Ｂが衝突した。 
Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

 

４ 

自動車Ａは制限速度40km/hで走行し，交差点手前で左折の合図を出し

て，青信号で左折を開始したところ，Ａの後方を制限速度で走行して

いた二輪車Ｂと衝突した。 

ＡＢ 青ＡＢ 青

 

５ 

自動車Ａは，制限速度50km/hで直進し，先行する大型車両に続いて

青信号で交差点に進入した。二輪車Ｂは対向車線を走行し，青信号で

交差点に進入して右折を開始した。この自動車Ａと二輪車Ｂが衝突し

た。 

Ａ

Ｂ

青

青

 

６ 

自動車Ａは，制限速度30km/hのところ40km/hで，住宅街の中の見通

しの悪い狭い道路を走行中，道路上にボールに続いて飛び出してきた

児童Ｂと衝突した。 

Ｂ

Ａ

Ｂ

ＡＡ

 

７ 

自動車Ａは，制限速度40km/hで道路を直進しており，その前方の左

側路側帯に自転車Ｂと歩行者が通行していた。自転車Ｂが，歩行者を

追い越すため右側に方向を変えたところ，自動車Ａと衝突した。 

Ａ Ｂ

歩行者

Ａ Ｂ

歩行者

 

８ 

車両Ａは，右折のため青信号で交差点に進入し，交差点内で右折待

ちをしていたところ，対向車線の大型車両がパッシングをしたため，

右折を開始した。二輪車Ｂは制限速度40km/hで対向車線を直進し，青

信号で交差点に進入した。自動車Ａと二輪車Ｂが衝突した。 

Ａ

Ｂ

青

青

Ａ

Ｂ

青

青

 

９ 
自動車Ａは，制限速度40km/hで直進中，横断歩道のない道路を横断し

ていた歩行者Ｂと衝突した。 
Ｂ

Ａ

Ｂ

ＡＡ

 

10 

自動車Ａは，制限速度30km/hで直進し，見通しの悪い交差点に進入し

たところ，交差道路から交差点に進入した自転車Ｂと衝突した。自転

車Ｂは右側通行をしていた。 
Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ
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4-3 結果 

 

 １当の立場で判断をした群を「１当の立場」，２当の立場で判断した群を「２当の立場」，

観察者の立場で判断した群を「客観的立場」とした。 

各事例のＡが１当，Ｂが２当であり，事例 5 のみＡが２当，Ｂが１当である。このため，

当事者Ａ群と客観群では当事者Ａ群が１当の立場，当事者Ｂ群が２当の立場であり，事例

5 のみ当事者Ａ群が２当の立場，当事者Ｂ群が１当の立場となる。なお，当事者Ｂ群は，

事例中のＡＢが当事者Ａ群・客観群におけるＡＢとは逆になっている。 

 

4-3-1 立場の違いと責任判断の違い 

  

 判断した立場の違い，免許の有無，性別を対象者間要因，１当の過失割合の回答を従属

変数として，事例ごとに３要因の分散分析を行った。 

その結果，立場の違いで，事例 1（F(2, 106)=6.12, p=.003），事例 3（F(2, 106)=3.23, 

p=.043），事例 6（F(2, 106)=4.99, p=.008），事例 7（F(2, 106)=6.43, p=.002），事例 9（F(2, 

106)=4.92, p=.009），事例 10（F(2, 106)=6.55, p=.002）で有意な主効果がみられた。こ

れらの事例では１当の責任に関し，１当の立場の判断が重かった。事例 4 は，立場の違い，

性別，免許の有無に２次の交互作用があり(F(2, 106)=3.16, p=.047)，Bonferroni 法による

多重比較の結果，男性の免許非保有者では，１当の責任に関し，２当の立場の判断が１当

の立場より重かった。事例 8 は立場の違いと免許の有無に交互作用があり(F(2， 106)=3.96, 

p=.022)，免許非保有者では，１当の責任に関し，２当の立場・客観的立場が，１当の立場

より重く判断した。 

免許の有無では，事例 1（F(1, 106)=4.54, p=.035），事例 2（F(1, 106)=7.99, p=.007），

事例 3（F(1, 106)=7.67, p=.007），事例 9（F(1, 106)=7.29, p=.008）で有意な主効果，事

例 7 で有意傾向（F(1, 106)=3.61, p=.06）がみられ，免許保有者の方が１当の責任を重く

判断した。性別には有意差がみられなかった。 

 

4-3-2 各立場の責任判断と基準との比較 

 

1) 各立場の回答の平均値と基準の比較 

 

事例ごとに，基準と各立場からの過失割合の回答の平均値を記載した（Figure 4-4）。各

事例の最上段が基準，２段目が客観的立場，３段目が１当の立場，４段目が２当の立場の

回答の平均値である。横棒全体を 100%とし，左側の濃いグレー部分は１当，右側の白色

部分は２当の過失割合を示す。  
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事例 1，2，4，6，7，8 では，どの立場の回答も基準との間に 10％以上の差があった。

事例 5，9，10 は客観的立場と２当の立場，事例 3 では２当の立場の回答との間に 10％以

上の差があった。  

 

2) 基準より重く判断した対象者数と軽く判断した対象者数の比較 

 

事例ごとに，１当の責任に関し，基準より重く回答した対象者数と軽く回答した対象者

数を比較するため，立場別にχ2 検定を行った。その結果，１当の立場では，事例 1（対象

者全員が基準より軽く回答），事例 2（χ2=(1), 28.44, p<.001），事例 4（χ2=(1), 19.88, p<.001），

事例 8（χ2=(1), 13.44, p<.001）で，基準より軽く回答した調査対象者が有意に多かった。

２当の立場は全ての事例（事例 1 は全員が基準より軽く回答），事例 2（χ2=(1), 36.10, 

p<.001），事例 3（χ2=(1), 12.10, p=.001），事例 4（χ2=(1), 13.44, p<.001），事例 5

（χ2=(1),11.65, p=.001），事例 6（χ2=(1),14.40, p<.001），事例 7（χ2=(1), 26.95, p<.001），

事例 8（χ2=(1), 10.00, p=.002），事例 9（χ2=(1), 13.36, p<.001），事例 10（χ2=(1), 16.03, 

p<.001）），客観的立場は事例 3 以外（事例 1 は対象者全員が基準より軽く回答，事例 2

（χ2=(1), 32.40, p<.001），事例 4（χ2=(1), 4.33, p=.037），事例 5（χ2=(1), 14.24, p<.001），

事例 6（χ2=(1), 5.44, p=.020），事例 7（χ2=(1), 17.79, p<.001），事例 8（χ2=(1), 20.51, p<.001），

事例 9（χ2=(1), 4.57, p=.033），事例 10（χ2=(1), 7.05, p=.008））で，基準より軽く回答し

た対象者が有意に多かった。  

 

3) 立場の違いと回答差の違い 

 

立場の違い，免許の有無，性別を対象者間要因，回答差を従属変数として，事例ごとに

３要因の分散分析を行った。その結果，立場の違いに関し，事例 1（F(2, 106)=6.12, p=.003），

事例 6（F(2, 106)=5.53, p=.005），事例 7（F(2, 106)=5.61, p=.005），事例 8（F(2, 106)=4.72, 

p=.011）で有意な主効果がみられた。事例１は，客観的立場の回答差が１当の立場より大

きかった。事例 6 は，２当の立場の回答差が１当の立場・客観的立場より大きかった。事

例 7 は２当の立場の回答差が１当の立場より大きく，事例 8 では１当の立場の回答差が２

当の立場より大きかった。事例 4 では立場の違い，性別，免許の有無に２次の交互作用が

みられ(F(2, 106)=3.69, p=.028)，男性の免許非保有者において，１当の立場の回答差が２

当の立場より大きかった。事例 9 では，立場の違いと免許の有無に交互作用がみられ(F(2, 

106)=3.10, p=.049)，免許非保有者において客観的立場が１当の立場より大きかった。  

免許の有無では，事例 1（F(1, 106)=4.54, p=.035），事例 2（F(1, 106)=7.60, p=.007），

事例 8（F(1, 106)=19.27, p<.001）で有意な主効果がみられ，いずれも免許非保有者の回

答の方が認定基準との差が大きかった。 
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4) 重回帰分析 

 

事例ごとに，１当の責任を目的変数，免許取得後期間，運転自信度，回答自信度，事例

の理解度を説明変数とし，立場別にステップワイズ法により重回帰分析を行った。  

標準偏回帰係数（β）の値では，10 事例中 6 事例で，回答自信度が正の有意な値を示し

た（Table 4-3）。この結果は回答自信度が高いほど１当の責任判断が重くなることを示す。  

 

Table 4-3 回答自信度を説明変数とする  

重回帰分析結果  

事例 立場
1 １当 0.67 ***
2 ２当 -0.36 *
3 客観的 0.41 **
6 客観的 0.42 **
7 １当 0.37 *
8 客観的 0.32 *
10 １当 0.36 *

β
１当責任

 

 

また，事例ごとに，回答差を目的変数，免許取得後期間，運転自信度，回答自信度，事

例の理解度を説明変数とし，立場別にステップワイズ法により重回帰分析を行った。  

標準偏回帰係数（β）の値では，10 事例中 4 事例で，免許取得後期間が負の有意な値を

示した（Table 4-4）。この結果は，免許取得後期間が長くなるに従って回答差が小さくな

ることを示す。  

Table 4-4 免許取得後期間を説明変数とする  

重回帰分析結果  

事例 立場
1 客観的 -0.37 *
3 客観的 -0.32 *

１当 -0.34 *
客観的 -0.34 *

8 １当 -0.38 *

4

β
免許取得後期間

 

 

*p<.05 

β：標準偏回帰係数  

 

*p<.05 

β：標準偏回帰係数  
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4-4 考察 

 

4-4-1 基準策定の基礎となった要素と結果のまとめ  

 

 本調査対象事例の基準の策定に関係する道交法上の優先関係，価値観等を整理した

(Table 4-5)。 

Table 4-5 基準が考慮した優先関係，価値観等 

事

例  

優先関係，価値観等  

１  ・被追突車は，交差点で左折しようとして歩行者がいたため停車しており過失はない。  

・追突車に前方不注視や車間距離不保持の過失あり。  

２  ・右折車に対し直進車が優先する。  

・直進車(二輪車)にも安全運転義務違反あり。  

・右折車(車)は，直進車が普通の速度で停止線を越えて交差点に入るところまで来ているのに，

右折を始めたという過失がある(直近右折)。  

３  ・横断歩道を横断している歩行者は，横断歩道を通過しようとする車に対して，強い保護を受け

る。  

・歩行者は駐車車両の陰から横断を始めており，車から歩行者を見つけるのは難しいが，歩行者

が左右を確認すれば容易に事故を避けられた場合であり歩行者にも過失がある。  

４  ・交差点手前 30m 以内は追い越しが禁止されている（道交法 38 条 3 項）。  

・この場合先行する車がある場合，後続の二輪車がその前に出ることは許されない。  

・直進車が優先する。  

・事実上，道路の左側は二輪車の走行車線となっている。  

・左折車には，道路の左に寄るのが不十分という過失あり。  

５  ・右折車(車)に対し直進車(二輪車)が優先する。  

・直進車にも安全運転義務違反がある。  

６  ・車に対し，歩行者の保護が大前提である。  

・事故発生場所が住宅街であること，歩行者が児童であること，歩車道の区別がないことから，

歩行者の過失割合は減算される。  

・車に 10km/h の速度違反はあるが，加算要素としての著しい過失には当たらない。  

７  ・前方に障害物（本事例では歩行者）がある場合は，後続車も先行車が進路変更する可能性があ

ることが容易に想像できる。  

・自転車は，同じ方向に走りながら進路を変えるときは，手等により合図をし，進路変更が終わ

るまで合図を継続しなければならない(道交法 53 条 1 項)。  

・自転車は歩行者ほどではないが，免許不要であること，比較的低速であることから保護される。

低速の自転車は歩行者と同視して保護することもある。  

８  ・右折車に対し直進車が優先する。  

・直進車にも安全運転義務違反あり。  

９  ・車に対し，歩行者の保護が大前提である。  

・歩行者は駐車車両の陰から横断を始めており，車から歩行者を見つけるのは難しいが，歩行者

が左右を確認すれば容易に事故を避けられた場合であり歩行者にも過失がある。  

10 ・自転車の保護に関し事例 7 と同じ。  

・自転車は道路の左側を通行しなければならない（道交法 17 条 4 項）。  

・見通しの悪い交差点で，自転車が右側通行をして左側から進入したため，事故を避けることが

難しくなった。  
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Table 4-6 に，１当の回答を従属変数とする分散分析およびχ２検定の結果と，過失割合

の判断要素をまとめた。左から，事例，各立場の１当の責任判断の比較（上側の事例１，

3，6，7，9，10 が有意差あり，下側事例 2，4，8，5 は有意差なし），χ２検定結果，１当

の判断要素，２当の判断要素である。判断要素，加算要素，減算要素の意味は第 3 章と同

様である。信号の色や当事者の右左折等の行動類型，車・二輪車・自転車・歩行者の別等

個別の要素は，判断要素の「内容」とした。分析の結果，有意差が見られなかった事例，

および判断要素がなかった箇所を灰色で示した。  

立場間の判断を比較すると，１当の立場と他の立場の判断に有意差があり，１当が自分

の責任を重く判断した事例(１当立場＞他の立場事例)は，基準と比較すると，事例 1 を除

き，１当の立場の判断は基準と差がない事例でもあった（他の立場からの判断は有意差あ

り）。これらの事例は，判断要素に着目すると１当に加算要素しかない判断が単純な事例で

ある。 

これに対し，立場の違いで判断に差がみられなかった事例（差なし事例）は，事例 5 を

除き，いずれの立場も１当の責任判断が基準より有意に軽い事例でもあった。これらの事

例の判断要素に着目すると，両方の当事者に両方の判断要素がある，判断の複雑な事例で

あった。 

Table 4-6 分散分析結果，χ2 検定結果と過失割合の判断要素一覧  

車間距離不足・前方不注視

車 直前横断

①歩行者　②横断歩道横断
③歩行者保護

車 飛び出し

①歩行者（子供）　②住宅街
③歩車道区別無し　④歩行者保護

①車　②進路変更を予想しやすい 合図無しの進路変更

自転車

車 直後横断

①歩行者　②歩行者保護

車 右側通行・左方進入

①自転車　②自転車保護

①車　②右折 安全運転義務違反

青信号
①二輪車　　②青信号
③直進　④直近右折

①車　②左寄り不足 追い抜き禁止違反

先行車の前に後続車が出ることは
不可

①二輪車　②直進車優先
③事実上二輪車の走行車線

①車　②右折 安全運転義務違反

青信号 ①二輪車　②青信号　③直進

右折 車

①二輪車　②青信号 ①青信号　②直進
5
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差なし

１当立場＞客観的 軽＞重

事
例

１当の判断要素
（上段が加算、下段が減算）

２当の判断要素
（上段が加算、下段が減算）

分散分析結果
(立場間の比較)

χ2検定結果
(１当立場と基準の比較)

3 １当立場＞２当立場
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4-4-2 調査対象者の判断の仕方と判断に影響した要因の検討  

 

 以上を踏まえ，調査対象者の判断の仕方と判断に影響した要因について検討する。 

 

 1) １当の立場で基準との差がなかった事例について  

   

 事例 3，6，7，9，10 は，車対歩行者・自転車事例であり，１当の立場の判断は基準と

差がみられなかったが，２当の立場，客観的立場（事例 3 除く）では差がみられた。  

これらの事例は，１当に加算要素のみがある判断が単純な事例である。第３章の結果に

照らすと基準との差が生じないはずであるが，２当の立場，客観的立場では異なる結果と

なった。これらの事例で異なるのは，判断の立場および映像上の当事者の見え方であるた

め，それらが影響している可能性がある。このため，立場ごとに検討する。  

 

① ２当の立場 

映像の見え方に関し，２当の立場の映像では１当の動きは見えず，自分の動き，厳密に

は自分の動きに伴って映像が動いているということだけが見える。このため，２当の立場

では映像上自分の動きが目立ち，これを重視したため，自分の責任を重く判断したと思わ

れる。 

 

② １当の立場と客観的立場  

これらの立場は，①２当の立場と異なり、両方の当事者の行為が映像上見える。しかし，

１当の立場と客観的立場で判断に差があるため，判断要素の所在だけでは説明ができない。 

１当の立場と客観的立場の映像を比較すると，１当の立場の映像は，歩行者や自転車に

衝突するという自分の行為の結果が目立つと思われる。このことから，１当の立場はそれ

を重視し，１当の責任を重く判断したと考えられる。  

これに対し，客観的立場の映像では，１当の行為は「車道を直進」であるのに対し，２

当に「直進」以外の動きがあり（事例 7 は自転車の進路変更，事例 9 は歩行者の横断，事

例 10 は自転車の右側通行），映像上２当の行為が目立つと思われる。このため，客観的立

場は２当の行為を重視し，２当の責任判断が重くなった結果，１当の責任判断が軽くなっ

たと考えられる。  

 

③ 立場間の判断の差との関係  

以上は，立場間の判断の差からもうかがえる。  

１当の立場と２当の立場の判断には，事例 3，6，7，10 に有意差，事例 1，9 に有意傾

向がみられ，いずれも１当の立場の方が１当の責任を重く判断した。１当の立場と２当の
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立場は，上記のように着目・重視した対象が異なることから，どの事例でも差が生じたと

考えられる。  

１当の立場と客観的立場の比較でも，事例 1，9，10 に有意差，事例 7 に有意傾向がみ

られ，１当の立場の方が１当の責任を重く判断しており，着目，重視した対象の違いがう

かがえる。しかし，事例 9 と事故類型，映像の見え方がほぼ同じである事例 3 と 6（道路

を直進する車と道路を横断する歩行者の衝突）では有意差がみられない。これに関し検討

すると，事例 3 と 6 は，事例 9 より２当である歩行者側の減算要素が大きい事例である（事

例 3 は横断歩道横断，事例 6 は子供）。横断歩道横断であることは映像上わかるが，子供

であることは客観的立場の映像上ほぼ見えない。このことから，客観的立場は，事前に与

えられた情報から得られた個別の判断要素もある程度考慮し，２当の責任を軽く，すなわ

ち１当の責任を重く判断したため，差が生じなかったと考えられる。 

 ２当の立場と客観的立場は，いずれも２当の動きに着目した点で共通し，判断にほぼ差

が出なかったと考えられる。  

 

 ④ 事例 1 について 

事例１は，判断要素の所在では判断が単純な事例で，第３章の結果からすると基準との

差が生じないはずだが，１当の立場でも基準との差がみられた。 

この理由について検討する。事例 1 は，判断が単純な事例の中ですべての立場で基準と

差があった唯一の事例であり，他の事例に比べ基準との回答差の数値が最も大きい（１当

の立場 23.54，２当の立場 33.99，客観的立場 44.48）。このため，映像の見え方や判断要

素の所在以外の，立場に共通する原因が考えられる。具体的には，左折のため走行車線上

で停車した２当にも責任があるという道交法の誤った認識（岡本他，2006）の影響が考え

られる。 

 

⑤ 判断の立場の違いについて  

１当の立場と２当の立場で判断に差があったことから，判断の立場の違いの影響も考え

られる。この場合，先行研究（Harvey, et.al 1975 他）とは異なり，当事者は自分の責任

を重く判断した。その理由として，判断の対象が過失割合という抽象的な数値であったた

め，自分が損害あるいは非難を受けるという具体的イメージに乏しく，損害回避あるいは

非難回避のバイアスが働かなかったこと，および責任の判断においては自分に責任がある

とするのを美徳とする日本の風土(萩原，1977)が影響した可能性がある。  

ただ，客観的立場と２当の立場にあまり差がなかったこと，および 2)で述べるように立

場間で差がみられなかった事例もあることから，立場の違いの影響よりも映像の見え方の

影響の方が大きかったと思われる。 
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 2) すべての立場で基準と差があった事例について  

 

事例 2，4，8 は，車対車・二輪車事例であり，どの立場でも基準との差がみられた。第

3 章の結果に照らすと，これらはいずれも両方の当事者に両方の判断要素があり，判断が

複雑であるため判断が中間に近づいたと思われる。しかし，1)で検討したように，判断に

は立場による映像の見え方の違いも影響している可能性がある。そこで，この点について

検討する。 

  

 ① １当の立場 

 １当の立場が 1)のように自分の行為の結果を重視したのであれば，１当の責任判断が重

くなり，結果として基準との差もなくなりそうである。  

 しかし，１当の責任判断が基準より軽くなった理由として，次のものが考えられる。  

大学生は判断をするときまず判断要素に着目し，判断が複雑な場合は，映像の影響より

判断の複雑性の影響が大きいため，映像の見え方による重み付けが行われない結果，判断

が中間に近づくと思われる。  

また，これらの事例は２当が二輪車で，基準は二輪車に有利に修正されているが，一般

人はこの修正をせず，車と対等か，一般に二輪車の責任の方が重いとして判断を行ったこ

とが考えられる。  

さらに，事例 2 は，調査１事例 9 と事故の類型（直進車と右折車の衝突）は同じだが，

２当が二輪車であることと，車の直近右折（二輪車が交差点に接近しているのに右折を始

めた）の点で適用される基準が修正され，調査１事例 9 より１当の車に重い基準が適用さ

れる。しかし，事例 2 では，調査１事例 9 よりも１当の責任が軽く判断された。このため，

大学生は「直近右折」という修正要素を理解していないことが考えられる。 

以上より，判断に迷うと中間に近づくこと，二輪車や直近過失に関する評価が異なるこ

との影響から，基準との差が生じたと思われる。 

 

 ② ２当の立場 

これらの事例では，２当の立場の映像上，両方の当事者の行為が見える。このため，相

手の行為が見えないことに影響されず，２当の立場も判断要素の所在に基づいて判断した

と考えられる。この場合は①同様，映像の見え方による重み付けが行われず，判断に迷う

と判断が中間値に近づくと思われる。  

 

 ③ 客観的立場 

客観的立場は両当事者の行為が映像上見え，またこれらの事例は１当に何らかの動き

（右左折）がある事例である。そうだとすると，客観的立場は１当の行為を重視し，１当
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の責任を重く判断して基準との差がなくなりそうである。  

しかし，客観的立場もまず判断要素に着目し，①②同様判断が複雑だと当事者の動きに

よる重み付けが行われない結果，判断が中間に近づき，基準との差が生じたと考えられる。  

  

④  立場間の判断の差との関係  

①～③でみたように、判断が複雑だと映像の見え方または立場の違いによる重み付けは

行われず、その複雑性のために判断が中間に近づく。このために立場間で判断に差が生じ

なかったと思われる  

 

⑤ 事例 5 について 

 事例 5 は，判断要素の所在では判断が難しい事例だが，基準との差がみられなかった。 

 本事例のみ１当が二輪車であり，①で述べたように二輪車の方が一般に責任が重いとい

う評価の違いから大学生が二輪車の責任を重く判断し，結果的に基準との差が小さくなっ

たと思われる。 
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4-5 まとめ 

 

本調査で，車対歩行者・自転車事例における判断に関し，立場間では差があり基準との

差はなく，車対車・二輪車事例では立場間の差はなく基準との差があった。前者は判断要

素の所在から判断が単純な事例，後者は判断が複雑な事例であるものの，上記の判断の違

いは判断要素の所在だけでなく，当事者の違いの影響も否定できないと思われる。このた

め，本調査の調査対象者も当事者に着目したと考えられる。 

次に，判断が単純な事例と複雑な事例では上記のように結果が異なり，判断が単純な事

例のみ判断の立場ないし映像の見え方の影響がみられた。 

このことから，大学生はまず各当事者の個々の判断要素に着目し，道交法に照らして判

断を試み，判断が複雑な場合は，その影響が立場や映像の見え方の違いよりも大きく，判

断に迷うと判断が中間値に近づいた。このことは，回答自信度が高いほど１当の責任判断

が重くなることからもうかがえる。また，二輪車や直近過失の評価の点で，大学生に道交

法や基準の理解不足があり，この点も基準との差に影響した。 

これに対し，判断が単純な場合は，判断要素の所在や評価の影響よりも，立場や映像の

見え方の影響の方が大きかった。そして，１当の立場は自分の行為の結果が映像上目立つ

ことから，１当の責任を重く判断し，結果として基準と差が生じなかった。２当の立場は，

映像上自分の動きしか見えないことから自分の動きを重視し，２当の責任を重く判断した。

客観的立場の映像では，２当に動きがあり，それを重視した結果，２当の責任判断が重く

なった。このため，２当の立場と客観的立場で基準と差が生じた。なお，見え方の違いに

加え，道交法の理解不足のために基準と異なる判断がされる場合もある。 

判断が単純な場合の結果は，「目がいきやすい」対象に原因を帰属するという Storms

（1973），McArthur et.al.(1977)の結果と一致するといえる。ただ，すべての事例で映像

の見え方の影響がみられるわけではなく，道交法に照らした判断要素の評価が先行する。

このため，交通事故の責任判断では，まず判断者がすでに持っている道交法の知識に照ら

してスキーマが形成され，それに基づいて当事者や判断要素の評価が行われる。その過程

で，判断が単純な場合は，判断者が道交法に基づく判断要素の評価に拘泥しない結果，映

像の見え方や判断の立場に影響を受けると思われる。  

この点に関し，映像の見え方という知覚的な影響ではなく，判断の立場という認知的な

要素が影響した可能性もある。この場合，当事者が自分の責任を重く判断し，先行研究

（Harvey et.al.1975）とは異なる結果となった。当事者についてはすでに述べたとおり，

抽象的な過失割合の回答であったこと，責任に関する日本人の感覚が影響した可能性があ

る。これに対し，客観的立場は，１当の立場に比べ２当の責任を重く判断し，２当の立場

とはほぼ差がなかった。この理由に関し，客観的立場すなわち観察者が当事者の責任を重

く判断するのは，観察者にとって行為者の行動が目立つからとされる（Storms，1973）。
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しかし，本調査は過失割合の判断であることから，観察者は両方の当事者の行為をみてい

る。このうち，立場間で差があった事例は映像上２当に動きがあった事例であり，動きが

「目立つ」２当に着目し，２当の責任を重く判断したことが考えられる。そうすると，い

ずれかの立場に立つ場合は自分の責任を重く判断するが，客観的に事例を見た場合は知覚

的に「目立つ」当事者に責任を帰属するともいえるであろう。 

 また，本調査の対象者は大学生であり，運転経験や道交法の知識に乏しい。このことが，

道交法や基準の取扱い方の理解不足による基準との差の原因になった。加えて，判断要素

を道交法に照らして判断しようとする際に，映像から受ける印象に大きく影響された可能

性がある。このことは，免許取得後期間が長いほど回答差が小さい傾向にあり，交通法規

の知識の尐ない免許非保有者の回答差の方が大きい傾向にあったことからもうかがえる。 

 以上，本調査でみられた判断の流れを Figure 4-5 にまとめた。  
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Figure 4-5 判断の立場が異なる場合の責任判断過程  
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第５章 過失割合判断における法科大学院生と大学生の相違  

 

5-1 本章の目的 

 

これまでの調査で大学生の判断と基準とには差があり，その差は大学生が道交法や基準

の考慮した要素を十分理解していないことの他，判断要素の所在，判断をする立場や映像

の見え方によって生じることがわかった。  

しかし，これらの調査は大学生のみを対象としており，基準と一般人の感覚の違いを広

く明らかにするには，大学生以外も対象に調査を行う必要がある。  

一般人と基準との違いは，つまるところ一般人と法律家の判断の違いといえる。一般人

と法律の専門家で，様々な事柄についての判断に差があることは一般に知られている。大

学生と保護観察・仮釈放委員会の職員の判断を比較すると，職員は大学生より犯罪の重大

さを大きく判断するが，服役させる期間は短く判断する傾向にあり，また，大学生は，計

画的かつ反社会的性格の犯罪者であるほど再犯の可能性を高く刑期も長く判断したが，職

員はその傾向がみられなかった（Carrol ＆  Payne，1977）。また，大学教育を受けた警

察官は，そうでない警察官より判断が権威主義的でないという結果もある（Smith， Locke 

＆  Walker，1967）。一般に，一般人が対象となる事象に関し詳細な情報を得ると責任判

断がそれに影響され（Diamond et.al. 1989），判断のばらつきも大きい（Weninger，1994）

が，法律家は当事者の法律違反を重視して判断する（萩原，1977）ことが知られている。

しかし，先行研究の多くは刑事責任に関して法律家と一般人の判断を比較しており，この

傾向が民事上の過失割合の判断でもみられるかは明らかでない。 

そこで，本調査では，法科大学院生の判断と一般の大学生の判断，および，基準を比較

し，法律の知識や法的思考が判断に及ぼす影響について検討した。なお，職業裁判官や弁

護士は法律の専門家だが，当該事例に適用される認定基準を知識として持っており，純粋

な価値判断ではなく知識の有無の影響が強くなると考えられたため，調査対象とはしなか

った。また，基準はすべての事例を網羅していないため，近年増加している自転車が加害

者となる事故で，裁判所の判断と法科大学院生の判断を比較し，判断の差に影響する要素

について検討した。 
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5-2 調査方法 

 

調査対象者に対し，交通事故事例に関する文章での説明と概要図を示し，事故の両当事

者の過失割合を合計して 100 になるように回答させた。それとともに，回答に対する自信

の度合い（回答自信度）を回答させた。提示した事例は，3 章で大学生に提示した 11 事例

に，以下の 4 事例（Table 5-1）を加えた 15 事例である。事例 12，13，15 は認定基準が

定められておらず，裁判所が判断を下した事例である。 

 

Table 5-1 事例 12～15 の概要 

事例  事例の概要  概要図  

12 
道路を直進して見通しの悪い丁字路にさしかかった車両Ａ

と，丁字路からバックで進行してきた車両Ｂが衝突した。 
 

13 

自転車の通行ができる歩道上を対面して走行中の自転車Ａ

と自転車Ｂが衝突した。なお，自転車Ａの後方には歩行者

がいた。 
 

14 

交差点で，歩行者用信号が黄色の時に横断歩道の横断を開

始し，横断途中で信号が赤になった歩行者Ａと，青信号で

交差点に進入した車両Ｂが衝突した。   

 

15 

路側帯のある道路の，車道を直進走行中の自転車Ａと，車

道を直進歩行していた歩行者Ｂにつき，歩行者Ｂが急に自

転車Ａの方に向きを変えたため，衝突した。 
 

 

調査対象者は，法科大学院在学中の法科大学院生 159 名（平均年齢 28.20 歳〔SD6.58〕，

うち男性 102 名，女性 57 名，免許保持者 123 名，免許非保持者 36 名）である。大学生

は，第 3 章と同じ，対象者 112 名（平均年齢 21.8 歳〔SD3.8〕，うち男性 66 名，女性 46

名，免許保持者 82 名，免許非保持者 30 名）である。 
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5-3 結果 

 

5-3-1 法科大学院生と大学生の判断の比較 

 

 1) 回答の平均の比較 

 

事例 1 から 11 まで，基準，大学生の回答，法科大学院生の回答の平均を比較したのが

Figure 5-1 である。各事例で，上から基準，大学生，法科大学院生の回答，各横棒の左側

灰色部分が１当，右側白色部分が２当の回答の平均を示す。  

大学生と法科大学院生の回答を比較すると，事例 3，10，11 で 10％以上の差がみられた。

事例 3 と 11 では法科大学院生の方が 1 当の責任を重く評価し，事例 10 では大学生の方が

重く評価した。  
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Figure 5-1 基準，大学生，法科大学院生の回答の平均の比較（事例１～11） 

  

*

＊ 

* 

** 

 

** 

 

 *p<.05 

**p<.01 
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2) 分散分析の結果  

 

法科大学院生と大学生の別，免許の有無，性別を独立変数，１当の過失割合に関する回

答を従属変数として，事例ごとに 3 要因の分散分析を行った。その結果，法科大学院生と

大学生の回答について，事例 1(F(1, 263)=7.85，p<.01)，事例 3（F(1, 263)=6.60, p<.05），

事例 10（F(1, 263)=10.19, p<.01），事例 11（F(1, 263)=6.32, p<.05）で有意差がみられた。

このうち事例 1，3，11 では法科大学院生，事例 10 では大学生の方が，１当の過失割合を

重く回答した。性別では有意差はみられなかった。 

法科大学院生と大学生の別，免許の有無，性別を独立変数，回答差を従属変数として，

事例ごとに 3 要因の分散分析を行ったところ，事例１(F(1, 263)=6.49, p=.011)，事例３(F(1, 

263)=18.79,  p<.01)，事例 10(F(1, 263)=6.28, p=.013)で有意差がみられ，事例１，10 で

は法科大学院生の回答差の方が大学生より大きく，事例 3 では大学生の回答差の方が大き

かった。事例 9 と 11 は交互作用がみられ，Bonferroni 法により単純主効果を分析したと

ころ，事例 9 は，大学生の中で免許非保有者の方が保有者より回答差が大きく (F(1, 

263)=6.48, p=.011)，事例 11 は，免許保有者の中で大学生の方が法科大学院生より回答差

が大きかった(F(1, 263)=22.70, p<.001)。 

法科大学院生と大学生の別，免許の有無，性別を独立変数，回答自信度を従属変数とし

て分散分析をしたところ，事例 7(F(1, 263)=7.15, p=.008)と事例 9(F(1, 259)=6.53, p=.011)

のみ有意差がみられ，大学生の回答自信度の方が大きかった。  

 

5-3-2 法科大学院生の回答と基準・裁判所の判断の差 

 

 1) 基準および裁判所の判断と回答の平均の比較 

 

事例 1 では，法科大学院生が認定基準より 10％以上重く評価し，事例 4，5，10，11 は，

法科大学院生が 10％以上軽く評価した（Figure 5-1）。判例と比較したところ，事例 12，

13 は大きな差はなかったが，事例 14，15 では 10%以上の差がみられた。Figure 5-2 は事

例 12～15 の結果を示したもので，事例の上が判例，下が法科大学院生の回答の平均，横

棒左側灰色部分が１当，右側白色部分が２当の責任に関する回答の平均である。  
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Figure 5-2 裁判所の判断および基準と法科大学院生の回答の平均の比較（事例 12～15） 

 

2) 認定基準および判例より重く判断した対象者数と軽く判断した対象者数の比較  

 

１当の責任に関し，認定基準より重く回答した対象者数と軽く回答した対象者数を比較

するため，事例ごとにχ2 検定を行った。その結果，事例 1（χ2=(1), 99.03, p<.001），事例

4（χ2=(1), 51.03, p<.001），事例 5（χ2=(1), 85.77, p<.001），事例 6（χ2=(1), 10.45, p=.001），

事例 8（χ2=(1), 10.61, p=.001），事例 10（χ2=(1), 95.15, p<.001），事例 11（χ2=(1), 9.53, 

p=.002），事例 12（χ2=(1), 11.84, p=.001），事例 13（χ2=(1), 97.58, p<.001），事例 14（χ2=(1), 

18.05, p<.001），事例 15（χ2=(1), 21.13, p<.001）で有意差があった。事例１，12 は基準

より重く判断した法科大学院生が多く，それ以外の事例は基準より軽く判断した法科大学

院生の方が多かった。  

 

5-3-3 法科大学院生の回答における同じ類型の事故同士の比較 

 

 1)  右折車と直進車の衝突  

 事例 1，5，8，9 は，右折車と直進車の対面する信号の色が異なる。この回答差を比較

するため，法科大学院生の各事例における回答差を従属変数，事例を被験者内要因として

分散分析を行ったところ，事例 1 の回答差は事例 8，9 より有意に大きく，事例 5 の回答

差は他の事例より有意に大きかった(F(1, 158)=26.12, p<.001)。 

 

 2) 青信号で交差点に進入した車と赤信号で道路を横断中の歩行者の衝突  

 事例 3 と 11 は，歩行者の横断場所が異なる。両事例は基準が同じなので，法科大学院

生の１当の回答について t 検定を行ったところ，事例 3 の方が有意に１当の責任判断が重

** 

 

** 

 

** 

 

** 
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かった（t(313.06)=3.04, p=.003）。 

 

3) 横断歩道横断中の歩行者と直進車の衝突  

 事例 3 と 14 は，歩行者が横断を開始した時の信号の色が異なる。両事例も基準が同じ

なので，法科大学院生の１当の回答について t 検定を行ったところ，事例 3 の方が有意に

１当の責任判断が重かった（t(316)=2.77, p=.006）。 

 

5-3-4 免許の有無，性別の影響  

 

 法科大学院生の免許の有無，性別を独立変数，１当の過失割合の回答を従属変数として

分散分析を行ったところ，事例 2(F(1, 155)=5.42, p=.021)，事例 3(F(1, 155)=5.51, p=.020)，

事例 7(F(1, 155)=11.86, p=.001)，事例 12(F(1, 155)=7.75, p=.006)に有意差がみられ，事

例 3 は免許非保有者の方が１当の責任を重く判断し，それ以外の事例では免許保有者の方

が１当の責任を重く判断した。  

 性別では事例 3 で有意差がみられ(F(1, 155)=4.19, p=.042)，男性の方が重く判断した。

それ以外の事例では有意差はみられなかった。  

 

5-3-5 重回帰分析 

 

 事例ごとに，法科大学院生の１当の回答を目的変数，回答自信度，年代，学年を説明変

数とし，ステップワイズ法により重回帰分析を行ったところ，事例 1，3，8 で回答自信度

が正の有意な値を示し，事例 10 は負の有意な値を示した（Table 5-3）。事例 9（β=0.183, 

p=.021），事例 12（β=0.180, p=.023）は，年代が正の有意な値を示した。この結果は，

事例 1，3，8 は回答自信度が高くなるほど，また事例 9，12 は年代が高くなるほど１当の

責任を重く判断し，事例 10 は回答自信度が低いほど１当の責任を重く判断したことを示

す。 
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Table 5-2 回答自信度を説明変数とする重回帰分析結果  

事例 β
1 0.181 *
3 0.183 *
8 0.217 *
10 -0.180 *  

 

5-3-6 回答差と回答のばらつき（SD） 

 

法科大学院生の回答差(絶対値)と回答のＳＤの相関は，有意ではなかった(p>.05)。法科

大学院生は，回答のばらつきからうかがえる判断の迷いと回答差に関連はみられなかった。 

 

*p<.05 

β :標準偏回帰係数  
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5-4 考察 

 

5-4-1 各事例の判断要素と分析結果のまとめ  

 

１当・２当の判断要素(加算要素，減算要素)，χ2 検定結果，法科大学院生と大学生の１

当の責任判断に有意差があるかを一覧にした（Table 5-3）。判断要素，加算要素，減算要

素の意味は第３章で述べたと同じである。Table 5-3 中，χ2 検定結果に関し，「重」は判

断が基準より重い法科大学院生の人数，「軽」は基準より軽い法科大学院生の人数を示す。

１当の責任判断の差に関し，「法」は法科大学院生，「大」は大学生の判断を示す。グレー

の欄は，加算・減算要素あるいは差がないことを表す。なお，事例 12～15 は，法科大学

院生に対してのみ調査を実施したので，大学生との比較は行っていない。  
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Table 5-3 各事例の１当・２当の判断要素，χ2 検定結果，大学生の回答との差一覧  

 

①黄信号　②右折 黄信号

黄信号で右折する車が多い
現実を反映

直進

路外進入 前方注視義務違反

直進

赤信号 ①車　②安全運転義務違反

①歩行者　②歩行者保護 青信号

狭路 右折

直進 広路

黄信号
①右折

②対向する直進車の動静確認可能

直進 信号違反なし

①黄信号　②車
③歩行者の発見容易

赤信号

①歩行者　②歩行者保護

①赤信号(違法性大)　②車 赤信号

①歩行者　②歩行者保護

赤信号 ①黄信号　②右折

直進
直進車側の信号が赤にならないと

右折できない現実を反映

右折 安全運転義務違反

青信号 ①青信号　②直進

車 横断禁止違反

歩行者横断禁止の箇所走行 ①歩行者　②歩行者保護

①赤信号　②横断歩道外横断 ①車　②安全運転義務違反

①歩行者　②歩行者保護 青信号

後退による路外進入 前方不注意

直進

①直前まで制動操作せず
②後方に歩行者がいたが一時停止せず

直前まで制動操作せず

自転車 自転車

黄→赤信号 ①車　②安全運転義務違反

①歩行者　②歩行者保護 青信号

①自転車が注意喚起せず
②歩行者との間隔取らず

③自転車

①車道を歩行
②急な方向転換

歩行者

重＞軽

軽＞重

軽＞重

軽＞重

12

13

14

15

１当
判断の差

法＞大

法＞大

10 軽＞重

11 軽＞重

大＞法

法＞大

8 軽＞重

9

6 軽＞重

7

4 軽＞重

5 軽＞重

3

χ2検定
結果

1 重＞軽

事
例

１当の判断要素
（上が加算要素、下が減算要素）

２当の判断要素
（上が加算要素、下が減算要素）

2
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5-4-2 法科大学院生の責任判断過程とそれに影響を与える要素  

 

1) 事故当事者への着目 

 

本調査でも，車対車事例，車対歩行者事例いずれにも法科大学院生の判断と基準に差が

みられない事例があった(事例 2，7，9)。また，後述のように判断の方法にも差がみられ

る。このため，法科大学院生も当事者に関しては，基本的に基準と同様，当事者で判断方

法を分け，車対車事例は対等、車対歩行者事例は弱者保護の価値観に基づいて判断してい

ると考えられる。ただ，判断が単純な事例であれば，大学生の判断は基準と一致したが，

法科大学院生は差がみられた事例もあったことから，当事者の違いに大学生ほど影響され

ないといえる。  

 

 2) 判断要素への着目 

 

 上記のように加え，法科大学院生は，判断が単純でも基準と差がある事例（事例 6，12，

15）や，複雑でも差がない事例があり（事例 3，9），大学生ほど判断の単純さ，複雑さに

は影響されない。法科大学院生の判断の特徴をまとめると，次のとおりである。  

  

 ① 車対歩行者事例  

 これらの事例は車対歩行者(弱者保護の対象)以外の判断要素に違いがあり，それに判断

が影響されている。  

 事例 3，10，11 は，歩行者に赤信号違反（事例 3），横断禁止違反（事例 10），赤信号違

反と横断歩道外横断（事例 11）があり，車には重大な道交法違反はない。これらの事例で，

法科大学院生は歩行者の道交法違反を重視し，歩行者の責任を重く判断した。これらの事

例は，いずれも法科大学院生が大学生より歩行者の責任を重く判断した。なお，事例 3 と

11 はほぼ同じ類型の事例であるが，事例 11 の方が１当の責任判断が軽い。法科大学院生

についても，大学生同様の「横断歩道外横断の方が道交法違反の程度が低い」という道交

法の理解不足の影響が考えられる。  

 事例 6 は，車(１当）と歩行者（２当）の道交法違反の内容を比較すると，車は黄信号違

反，歩行者は赤信号違反で歩行者の方が違反の程度が大きく，これを重視したため，１当

の責任判断が基準より軽くなった。  

 事例 7 は，道交法上の条件は対等（赤信号違反）であり，この場合は基準・大学生の判

断と差が生じなかった。 

 このように，法科大学院生は車，歩行者問わず道交法違反の行為を重視した。また，法

科大学院生の場合，基本的に歩行者を１当にすることの抵抗感は尐ない。  
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なお，事例 14 は，歩行者のみに重大な道交法違反（黄信号横断から赤信号へ変化）が

あるが，基準より判断が軽く，道交法違反重視では説明が困難である。本事例では，歩行

者が横断を始めた時点では黄信号であり，黄信号横断は過失が小さいという道交法の理解

不足が影響した可能性がある。このことは，事例 3 と 14 の基準は同じだが，事例 14 の方

が１当の責任判断が軽かったことからもうかがえる。  

 

 ② 車対車事例 

 基準が定められている事例では，判断が複雑か単純かを問わず，１当に加算要素となる

行為がある場合は基準と差がなく，２当にその行為がある場合は２当が重く判断され差が

生じた。前者が事例 2 と 9，後者が事例 4，5，8 である（Table 5-3）。このため，法科大

学院生は，信号等の周囲の状況より加算要素となる当事者の行為を重視し，それが１当に

ある場合の感覚は基準と一致するが，２当にある場合はそれを過度に重視するため基準と

差が生じると考えられる。このことは，１当に信号の点での加算要素（黄信号進入），２当

に行為の点での加算要素（右折。信号違反なし）がある事例 5 で，他の同種の事故類型（事

例 1，8，9）より２当の責任が重く判断されたことからもうかがえる。  

 この例外が事例 1 と 12 である。 

事例 1 は１当に加算要素となる行為があり，１当の責任判断に関し，法科大学院生の方

が重いという形で基準との差が生じた。本事例は，基準は１当の減算要素として右折困難

という現実を考慮しているが，法科大学院生は行為のみ重視し，現実を考慮していないた

めと考えられる。法科大学院生が行為を重視したことは，大学生より右折車(１当)の責任

を重く判断したことからもうかがえる。  

また，事例 12 も法科大学院生の方が重い。本事例は基準がなく，裁判所の判断と比較

した。本事例の１当は，単なる直進車に比べ，後退による路外進入とやや特殊な行為をし

ており，法科大学院生の方が特殊な当事者の行為を過度に重視して，責任を重く判断した

と考えられる。  

 

 ③ その他の事例  

 事例 13 は両当事者が自転車で、行為も同じであり，１当から見て２当の後方に歩行者

がいたという周囲の環境のみ異なる。裁判所は，２当の後方に歩行者がいたのに１当が減

速しなかった点を重視し，１当の過失割合を 60 とした。しかし，法科大学院生は，「直前

まで減速しない」という当事者の行為を重視し，環境を考慮しなかった結果，両者の過失

割合をほぼ 50：50 としたと考えられる。  

 事例 15 は歩行者対自転車の事例で，行為でいうと自転車は直進，歩行者は急な方向転

換を行っている。裁判所は，自転車と歩行者では歩行者が保護されること，自転車が歩行

者に注意喚起せず，歩行者と間隔をとらなかったことを重視し，歩行者の車道の歩行およ
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び急な方向転換という過失を考慮しつつも，自転車(１当)の過失割合を 60 とした。これに

対し，法科大学院生は，自転車と歩行者の関係は対等とした上，直進という自転車(１当)

の行為より，急な方向転換をした歩行者(２当)の行為を重視したことから，自転車の責任

を軽く判断したと思われる。  

 

 3) 免許の有無の影響 

 

免許の有無の影響に関し，大学生は 11 事例中 7 事例で判断に差があったが，法科大学

院生で差があったのは 3 事例で，法科大学院生の判断には免許取得による影響は尐ない。 

回答の自信の度合いはやや法科大学院生の判断に影響したが一貫したものではなく，年

齢，学年は影響がなかった。  
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5-5 まとめ 

 

 法科大学院生も，最初に当事者に着目し，車対車は対等，車対歩行者は弱者保護の価値

観に基づいて判断したが，この価値観の影響は大学生より弱い。  

 次に，法科大学院生は個別の判断要素に着目した。大学生は，ここで１当に加算要素の

みがあって判断が容易か，両当事者に加算・減算要素があり判断が複雑かの影響をうけた

が，法科大学院生はその影響はあまりみられなかった。このことは，回答差の大きさと回

答のばらつきに有意な相関がみられなかったことからもうかがえる。  

 このように，当事者によって反映する価値観を変え，次いで個別の判断要素に着目する

という判断の流れは基準の構造と同じであり，判断の単純さ複雑さの影響を受けない点で

大学生より基準と一致するといえる。  

 判断要素への着目の仕方に関し，車対歩行者事例で，道交法違反の内容が車と歩行者と

も同じ(赤信号違反)の場合は，弱者保護の価値観を反映して基準と判断が一致するが，歩

行者のみ道交法違反がある場合はそれを重視し，基準と差が生じた。車対車事例では，加

算要素のうち当事者の「行為」が重視され，これが基準との差に影響した。基準がない事

例でも同様の傾向がみられた。また，法科大学院生は，自転車と歩行者は対等と判断した

点で基準の構造および裁判所の判断とは異なった。  

 大学生と法科大学院生の判断を比較するため，事例 1～11 全ての回答差(絶対値)につい

て t 検定を行ったが有意差はみられず，基準との差という意味では両者の判断に違いはな

かった。この結果は，法律家と一般人で判断に差があるという（Carrol et.al.,1977），

Weninger(1994)，山室（1995），山崎ら（2008）他とは異なる。しかし，これらの研究は

刑事責任を扱っている上，被告人 1 人の有罪無罪の判断を対象としているが，本調査は当

事者 2 人の民事責任の分配に関する判断であり，両当事者のバランスという視点で責任を

考えたため，明らかな差が生じなかった可能性がある。 

次に判断過程に関し，大学生に比べ，法科大学院生は判断の単純性・複雑性に影響され

ず，判断要素すなわち道交法違反の行為やその他の加算・減算要素に，要素分解的に着目

して判断した。これは基準の構造と一致し，先行研究における法律家の判断とも一致する

(萩原，1977)。法科大学院生は，法科大学院で法的思考の方法を学んでいることの影響が

考えられる。  

しかし，法科大学院生は，道交法違反や加算要素となる当事者の行為を過度に重視した

ために，基準との差が生じた。対象者となった法科大学院生は，年齢が比較的若く運転経

験も尐ないことから法律に忠実に判断したのに対し，基準を作成した裁判官は，道交法以

外にも道路交通の現状や被害者保護の必要性を考慮し，全体として妥当な結論を導こうと

したことから，基準と判断に差が生じたと思われる。  

法科大学院生の責任判断過程は，Figure 5-3 のとおりである。  
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Figure 5-3 法科大学院生の判断の流れと基準との差に影響を与える要因  
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第６章 総合論議 

 

6-1 調査のまとめ  

 

 本論文は，交通事故の責任判断をするときの一連の過程に焦点を当て，事実関係の確定

と損害額すなわち責任の決定の段階で生じる問題の解決に向けた検討を行った。事実関係

の確定の段階では，当事者の主張に食い違いがある場合に，証言等証拠の信用性を簡易に

判定するためのチェックリストを開発した。損害額の決定に関しては，加害者，被害者，

観察者の立場における一般人の過失割合の判断，および法科大学院生の判断と過失割合の

認定基準と比較し，一般人の責任判断の過程とそれに影響を与える要素を明らかにした。  

 

6-2 基本的な責任判断の流れ  

 

 責任判断の基本的な流れとして，ある事象が発生すると人は原因帰属を行い，その結果

によって責任帰属を行い，最終的に非難の帰属が起こる（Shaver，1985）。ここでいう「原

因」は原因結果の関係である因果関係，「責任」は義務違反に対する道義的な非難可能性（萩

原，1986），「非難」は行為者に課せられる刑罰や損害賠償の額である（Figure 6-1）。 

 責任帰属の流れと民事上の紛争解決手順との関連では，「事象の観察」は事実関係の確定

(事実認定)の問題，「原因」・「責任」・「非難」の帰属は因果関係や損害額の算定の問題とし

て現れる。 

これまでの帰属研究で，「事象の観察」は人が同じ事象を認識したことが前提となって

いるが，実際には認識した事実関係が異なることがしばしばあり，それが紛争の大きな原

因となりうる。このため，「責任」や「非難」帰属の前提として，事実関係を確定すること

が重要である。  

次に，民事上の責任判断は多くは過失割合の判断の問題として現れ，責任帰属の判断過

程でいうと「非難」の帰属の段階で問題となる。この点で「責任」と「非難」の帰属が明

確に分けられる刑事責任とは構造が異なり，「非難」帰属のあり方について検討する必要が

ある。 

 

 

Figure 6-1 基本的な責任帰属の判断過程  

 

事象の観察 
非難（不利益）

の帰属  
責任の帰属 原因の帰属  
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6-3 事実関係の判定指標の作成  

 

 事故に関する当事者の主張が食い違う場合，紛争解決の手続では当事者が主張や証拠を

出し合って争点を整理し，その争点について証拠を検討して，事実関係を確定するという

手順がとられる（Figure 6-2）。そこで，当事者が出した証言，物証等の証拠による事実関

係の調査に着目し，証拠の真偽を簡便に判定できるようにするための指標を作成した。  

 

Figure 6-2 事実関係確定に至る流れ  

 

指標はチェックリストの形式で作成し，当事者等の証言をリスト記載の項目に照らして

信用性を判断できるようにした。リストの項目は，判例が証拠の信用性判断に用いた要素

を整理し，かつ先行研究による証言の真偽判断の手がかりも考慮し，証拠や証言の主体別

に体系化・具体化した（Table 6-1，6-2）。Undeutsch（1967），Trankell（1972）による

手がかりとチェックリスト項目との対応関係は，Table6-1，6-2 のとおりである。  

 

Table 6-1 記憶の過程において証言の正確性に影響する要因と対応するチェックリスト

該当番号（記憶の過程は菊野，2000 による） 

 

なお Table 6-1 の記憶の検索過程に関し，質問者の示唆・質問の仕方や証言者の既存の

知識の影響は質問の技術の問題であり，チェックリストになじまない。また，記憶を想起

記
憶 

証言の正確さに影響する要因  
チェックリスト該当

番号  

符
号
化 

出来事要因  照明条件  Ad4・Be1 

知覚時間・出来事の時間的長さの判断  Ae（目撃時間），Be2 

対象物の色彩  Ae・Be1 

目撃者要因  知覚の選択性 (注意を向けられたものしか記憶さ

れない) 

Ae（注意を払うことが

期待できない）  

被害者のストレスによる能力の低下  Ae(事故の影響) 

期待，個人の要求(証言者は，起きたであろうと期待

する，あるいは起きてほしいと望む事項を知覚する) 

関 連 項 目 と し て

Be11・12・13 

年齢等証言者の能力  Aa1・2，Bd 

保
持 

時間経過に伴う記憶の減衰，記憶保持時間が長いことの影響  Ad6・Be4 

記憶への情報の付加･充填（記憶後に新たな情報を取り込む，記

憶を再構成することの影響）  

Ae（紛争経過に対する

当事者の心理的影響）  

事故の発生  
証拠による  

事実関係の調査  

主張を出しあい  

争点を整理  

事実関係の

確定  
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する場合，記憶の符号化が起こったのと同じ場所にいれば，容易に思い出せるとされる

（Estes，1972）が，実際の紛争の場で同様のことを行うのは現実的でない。このため，

チェックリストから省いた。  

 

Table 6-2 Undeutsch による証言の真偽判断の手がかりと対応するチェックリスト項目  

判断の手がかり  

(1)証人の発達段階と人格  Aa・Ad8・Bd 

(2)供述の動機  Ac4・Bc・Be12,13 

(3)供述の歴史（初回供述から確定供述まで）  Ad2・6，Ae・Be9,13 

(4)供述の態度  Ac・Ae・Be5 

(5)供述自体の内容  

真
実
の
証
言
の
特
徴 

①証言が別途確認された事実と矛盾しない  Ca 各項目  

②証言に写実性，現実性がある  Ad3・Be10 

③証言が具体的である  

④証言の個別の部分を合わせると矛盾なく全体として１つの

出来事を示す  

Ad1,2・Be8,9 

⑤証言の中に想像では語れないような独特な内容あり  Ad3・Ae・Be10 

⑥証言が犯人や被害者の具体的な生活状況との整合  Ab1・Ae 

関連項目として Be11 

⑦証言者が想像もできず，意味を理解することもできないよう

な部分がある  

Ab1・  

関連項目として Ca 

⑧犯行の外形的事実だけでなく，犯行時の証言者の感情が語ら

れている  

関連項目として Ad3・

Ae・Be10 

⑨一旦した証言を自発的に訂正・精密化した場合信用性は高い  Ad2・Be9 

⑫証言者が自分に不利益なことを述べた場合，信用性は高い  Ad5 

⑬証言者が自分の証言の正確性を否定するような事実を証言

した場合，信用性は高い  

関連項目として Ad2・

Be9 

⑭証言内容に変化がなく一貫している場合，信用性は高い  Ad2・Be9 

 

 Table 6-2 に関し，交通事故の証言に直接関連しない手がかり(継続する性行為に伴う嫉

妬の感情の供述等)は検討対象から省いた。  

 チェックリストは，ＶＴＡの手法を応用してその有効性を確認した。その結果，裁判所

が証言の信用性判断に用いた判断要素の８割を抽出し，主張の信用性もほぼ全ての事例で

裁判所と同じ結論を導くことができた。  

なお，今回はチェックリストの有効性を検証する目的でＶＴＡを作成したが，今後は当

事者の主張・証拠に基づいて先にＶＴＡを作成し，それにチェックリストを適用して主張・

証拠の信用性を判定するという形での活用も可能であろう。  

 

 

 



 131 

6-4 責任判断の機序と影響を与える要素  

 

6-4-1 一般人の責任判断の機序  

 

 1) 認定基準の構造 

 

 裁判官が作成した認定基準の構造は，まず行為主体ごとに分かれており，車同士の場合

は対等の立場として相対的に過失割合を決めている。これに対し，車対歩行者の場合は，

歩行者が被害者となる場合を想定し，弱者保護の価値観を反映し歩行者の過失割合のみ示

した（東京地裁，2004）。単車，自転車については，四輪車との関係で弱者として認定基

準の修正が行われている。次に，実務上多発する事故類型について，信号の有無，当事者

の行為(直進，右左折等)等の判断要素を道交法に照らして評価し，基本となる過失割合の

数値を決定する。さらに，基本となる数値のみだと判断が硬直化し妥当な解決が図れない

ため，周囲の環境や行為者本人の属性，行為態様の悪質さ等の修正要素と修正値を定め，

基本となる数値を適宜修正する。認定基準の構造は Figure 6-3 のとおりである。  
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事故類型ごとに基本数値決定（判断要素を道交法に照らし判断）  

四輪車同士  

(1)交差点内（直進車同士，右折車・直進車，その他） (2)路外進入と直進車      

(3)対向車同士 (4)同一方向に進行 (5) 転回車と直進車 (6)駐車車両への追突  

歩行者と四輪車・二輪車の事故  

(1) 横断（横断歩道上か外，信号の有無，車が直進・右左折）  

(2) 歩行者が対向・同方向進行 (3)路上横臥 (4)後退車による事故  

単車と四輪車  

(1)交差点内（直進車同士，右折車と直進車，左折車と直進車，その他）  

(2)路外進入と直進車   (3)対向車同士  (4)同一方向に進行  

(5) 転回車と直進車  (6)ドア開放事故 (7)駐車車両への追突  

自転車と単車・四輪車  

(1) 交差点内（直進車同士，右折車と直進車，左折車と直進車，その他）  

(2) 路外進入と直進車 (3)対向車同士  (4)進路変更  (5) 転回車と直進車   

(6) 交差点以外の横断  

 

行
為
者
分
類 

車同士  対等の立場  

歩行者  被害者保護，優者危険負担の観点から，歩行者の損害からどれだけ減額す

るのが妥当かで判断  

二輪車  車同士の事故の基準を準用しつつ，四輪車よりは二輪車に有利に修正  

自転車  二輪車より自転車に有利に修正するが，歩行者とは同視しない  

 

 

Figure 6-3 認定基準の構造  

修正要素と修正値に照らして判断  
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 2) 大学生，法科大学院生の責任判断機序  

 

 まず，大学生の責任判断過程について述べる。  

 大学生の判断は，行為者が車対車，車対歩行者のいずれでも基準と一致する事例がある。

また，車対車と車対歩行者事例で判断に影響する要素が違い，回答差も異なる。このため，

大学生はまず行為者に着目し，行為者によって異なるパターンで判断をしたといえる。こ

れは，車同士の事故，あるいは車対歩行者・自転車の事故という出来事でスキーマが形成

され，それに基づいて判断したともいえるであろう。  

 次に，１当に加算要素だけがある判断が単純な事例と，両当事者に加算・減算要素があ

る判断が複雑な事例で，基準との差が異なったことから，大学生は行為者の次に判断要素

に着目したといえる。そして，判断が単純な事例では基準と差がみられないことから，大

学生も道交法の知識を有しており，その知識に照らして判断要素を評価したと考えられる。 

 このように，まず行為者で類型を分け，次に各当事者の判断要素を道交法に照らして評

価するという点で，基準ひいては裁判官と大学生の判断機序は類似しているといえる。  

 判断要素の評価に関し，調査 1 で車の対面信号が黄（事例 6）と赤（事例 7）だと，事

例 7 の判断が約 1 割重いように，事故類型によって基本的な数値を決め，判断要素によっ

て加算減算する，いわば事故類型によりスキーマが形成された傾向もみられなくはない。

しかし，全体的にみると，行為は同じであっても相手の行動や道路環境によって判断が様々

であり，スキーマの形成よりも判断要素を道交法に照らして判断した影響が強いと考えら

れるためである。  

 以上より，交通事故の責任判断では，Heider（1958）他の従来の帰属理論による「人は

与えられた情報に基づいて帰属の判断を行う」という前提をこえ，Reeder et.al（1979）

や Hilton et.al.（1986）が指摘するように既存の知識やスキーマを用いると考えられる。

事故を認識した後，過失割合の判断に至る概括的な責任判断の流れを外山（1991）のモデ

ルに沿って示したのが Figure 6-4 である。 

 なお，今回の調査は修正要素を含む事例数が尐なく，修正要素・修正値の判断は取り扱

わなかった。  

 

 

Figure 6-4 道交法の知識等に基づく責任判断の流れ  

 

事故の知覚  

事故情報とス
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の比較  
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6-4-2 判断に影響を与える要素  

 

 判断要素を道交法に照らして判断しようとするときに，次の要素の影響を受け，基準と

の差が生じた。  

 

 1) 車対車・二輪車事例 

 

① 判断が複雑な場合：判断が中間に近づくことの影響  

判断が複雑な事例では迷いが生じ，中間値（50:50）に近づく（調査 1 事例 1，4，5，8，

9，調査 2 事例 2，4，8，調査 3 事例 1，4，5，8）。判断の立場が違っても同様である。

このため，大学生は立場を問わず先に判断要素に着目し，判断が複雑な場合は中間値に近

づく影響が大きいといえる。 

この場合，立場の違いに関し，１当の立場は自分の責任を軽く判断するため Jones et.al.

（1971）と矛盾しないが，２当の立場は自分の責任判断が重いため逆に矛盾する。このた

め，いずれの立場にも共通する対象への「目のいきやすさ」（Storms，1973）では説明が

できない。この理由を検討すると，交通事故には道交法が適用されることは大学生も知っ

ており，判断が複雑だと判断要素を道交法に照らして判断しようとする結果，映像の見え

方の影響が小さい。言い換えれば，知覚的な影響より認知，判断の方が強く働くといえる。

また，加算要素となることをある行為を妨害する要因ととらえると，その行為をした両方

の当事者に Kelley（1972）の割増原理が働き，結果的に中間値に近づいた可能性もある。 

また，図面上の判断でも，McArthur ＆  Post（1977）によると知覚的な観点から目立

つ刺激に帰属が行われ，直進車に対する右折車のように「目立つ」行為をした当事者に重

い責任が負わされることになる。これを支持する結果もある（調査 1 事例 1，2）が，すべ

ての事例を説明できない（事例 8）上，判断が複雑な事例ではこの傾向は一般にあてはま

らない。このため，大学生は，目立つ刺激に着目し直ちに責任判断を行うのではなく，ま

ず判断要素に着目して判断したといえる。 

このように先行研究と異なる結果となった理由として，先行研究は意見の表明や日常的

な一場面を題材としており，判断のルールは決まっていないのに対し，交通事故には道交

法という判断の手がかりがあるため，刺激に着目する前に，道交法の知識に照らして判断

したためと考えられる。 

 

 ② 判断が単純な場合 

基本的に大学生の判断と基準に差はない（調査 1 事例 2，調査 2 事例 3 における１当の

立場・客観的立場，同事例 6，7，9，10 における１当の立場，調査 3 事例 2）。判断が単

純で，大学生が道交法を正しく理解している場合，基準と大学生の価値観が一致する。  
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 2) 車対歩行者・自転車事例 

 

① 判断が複雑な場合  

 a) 歩行者を１当にすることの抵抗感  

歩行者の道交法違反の程度が大きく１当となる場合は，歩行者の責任が基準より軽

く判断された（調査１事例 3，11）。これは，判断が複雑で中間値に近づいたことに加

え，車の加算（安全運転義務違反）は軽微で歩行者に重大な違反があるにもかかわら

ず歩行者の責任判断が軽いことから，歩行者を１当にすることの抵抗感が働いたと考

えられる。 

 

b) 歩行者の道交法違反の重視  

歩行者の違反の程度が小さく２当である場合，歩行者の責任判断は基準より重い（同

事例 10）。この場合は，複雑さのため中間値に近づく他，１当にならない範囲で歩行

者の道交法違反の行為が重視された可能性もある。  

 

 ② 判断が単純な場合 

 

  a) 判断の立場の違い  

   判断の立場が異なると判断に差があった。立場の違いが影響するのは，判断が単純

で判断要素の評価に迷わない場合に限定された。このため，立場より，判断要素を道

交法に照らし評価しようとする傾向の方が強いと考えられる。  

   この場合，１当，２当の立場とも「自分」の責任を重く判断し，Harvey et.al.（1975）

や望ましくない結果は自分の原因を否定するという Bradly（1978）他の研究結果と

は逆であった。 

  この理由に関し，自分の責任を重く判断するのが美徳という日本の風土の影響も指

摘される（萩原，1977）。本調査で大学生から回答を得たのは過失割合の抽象的な数

値であり，自分が負担すべき不利益（損害賠償）であることを実感できなかった結果，

道徳的な感覚から自分の責任を重く判断した可能性がある。ただ，この影響が全事例

でみられないのは，上記のとおり，大学生は迷うと判断要素を道交法に照らして判断

する傾向が強くなり，これが道徳的感覚より先行するためと思われる。  

 

 b) 行為の見え方の違い  

  １当，２当の立場で判断が異なった理由として，行為の見え方という知覚的な面の

影響も考えられる。２当の立場では，映像上自分の動きしか見えず，相手が見えない。
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このため，見える自分の動きを重視し，２当を重く判断した。１当の立場は，映像上

両当事者の行為が見えるが，自分の運転行動とそれによる相手との衝突という見え方

をしている。このためそれらを重視し，自分の責任を重く判断したと考えられる。立

場による判断の違いを知覚的にとらえた Storms（1973）は，行為者には自分の行為

は見えず周囲の環境が目立つことを前提としているが，本調査の映像はそれぞれ自分

の行為（と結果）が目立つことから，逆の結論となったと思われる。  

  次に，客観的立場の１当の責任判断は，１当の立場より全体に軽く，２当の立場に

近かった。客観的立場は両方の当事者が見えるが，これらの事例では２当に進路変更

等の動きがあり，映像上目立つ。このため，目立つ行為に着目し，２当が重く判断さ

れたと思われる。Harvey et.al.（1975）は，観察者は行為者の責任を重く判断すると

いうが，第 4 章では１当２当の動きを提示し両方の責任判断を行ったことから，当事

者のどちらか一方に着目する（Storms，1973）ことは行われず，上記の結果となった

と思われる。  

  なお，客観的に判断する場合でも，動画と図面では判断が異なる。判断が容易な事

例で２当に加算要素がある場合，図面では基準と判断に差がないが，動画では１当責

任が軽くなる。このことから，大学生は映像上目立つ動きに影響されやすいといえる。

これは，大学生の運転経験が尐なく，道交法に照らしての判断が不十分であるためと

考えられる。  

  

 3)  道交法，基準の知識不足  

 

 すべての類型を通じて，大学生が現実の道路環境を考慮していないこと，また，道交法

や基準の知識不足のために誤った解釈適用をしていることから，基準との差が生じた。  

 

4)  免許等の影響  

 

免許の有無に関し，図面を用いた第 3 章では免許保有者は１当である車の責任，免許非

保有者は１当である歩行者の責任を重く判断したが，動画を用いた第４章ではこの傾向は

みられなかった。第３章では，免許保有者が車，免許非保有者が歩行者と個人的関連性あ

りと判断した可能性があるが，動画だと映像の影響が強く，免許の有無で明確な差が生じ

ないと思われる。また，個人的関連性ありとした当事者の責任を重く判断するのは Shaver

（1970）と逆であるが，抽象的な数値の回答であることと，日本人の道徳的な感覚が影響

した可能性がある。  

 また，今回は性別で差がみられず，Shaw＆McMartin（1975），諸井（1988）とは異な

る結果となった。当事者のうち一人の責任を判断させる場合は男性の方が他罰傾向が強く
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みられたが，本調査は両当事者の責任の分担という観点からの判断でああったため，いず

れか一方のみを責めるという傾向がみられなかったと思われる。  

 

5) 法科大学院生の判断の特徴  

 

法科大学院生も，行為者で類型を分け，判断要素を道交法に照らして判断しており，判

断過程は共通する。  

しかし，法科大学院生は，弱者保護の価値観や判断の単純さ複雑さより，道交法に従っ

て判断した影響の方が大きかった。そして，行為者が誰であっても，１当に道交法違反等

があれば基本的に基準と一致する。これに対し，加算要素等があるのが２当の場合は，そ

れを過度に重視し基準と差が生じた。法科大学院生は法学教育を受け，事実に法を適用し

て法的判断を下すという思考方法を学んでいるが，法律実務の経験が尐ないため法を形式

的に適用する傾向がある。これに対し，基準は現実を反映し，被害者救済の価値観も取り

入れて具体的に妥当な結論を導こうとしているため，差が生じたと思われる。  

 

6-4-3 判断機序と要素のまとめ  

  

 以上に基づき，大学生と法科大学院生の判断機序と，基準との差に影響を与える要素を

まとめた（Figure 6-5）。図中，「当事者でパターン分け」欄は大学生・法科大学院生とも

共通であり，「判断要素に着目」欄より右側の欄における白い部分は大学生、グレーの部分

が法科大学院生の判断機序と要素を示す。  
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Figure 6-5  大学生と法科大学院生の判断機序と基準との差に影響を与える要素  
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6-5 基準の「判断基準」としての機能について  

 

 ここまで，基準が紛争解決における「正解」を示していることを前提に検討してきたが，

そもそも基準が紛争解決の目安として適切であるかについて検討する。  

 大学生及び法科大学院生において，判断が単純な場合はほぼ基準との差はなく，基本的

に基準と価値観は一致しているといえる。  

また，大学生の判断と基準の差に影響を与える要素をみると， 

 

① 判断に迷うと中間値に近づく  

② 大学生が道交法の定めを知らない，または誤解している（第 3 章事例 3・11，第 4 章

事例 1） 

③ 基準が考慮している詳細な判断要素を考慮しない（第 4 章事例 2・6） 

④ 道路交通の現実を反映していない（第３章事例 1） 

⑤ 判断要素の評価が適切でない（第 3 章事例 3・8・11，第 4 章事例 2・4・5・8） 

⑥ 判断する立場，映像からの影響（第 4 章） 

 

ことがあげられる。  

 このうち，①ないし⑤は大学生の知識や経験不足によるものであり，また⑥は立場や映

像の影響で，判断要素の評価そのものに関する要素ではない。このため，基準自体が不適

切なために差が生じた事例はないと考えられる。  

 ただ，動画映像は図面より実際の事故状況を忠実に再現していると思われるが，この場

合の車対歩行者事例で，大学生の判断は全体に歩行者に厳しい。また，図面での判断でも，

歩行者にある程度の道交法違反があれば厳しく評価している。  

基準は，車と歩行者の事故の場合，一般に歩行者の損害が大きく，歩行者の救済のため

に歩行者に有利な方法で基本的な過失割合の数値を決定している。しかし，現在は一般へ

の交通教育が普及しており，歩行者も自分に関係のある道交法は認識していると思われる。

また歩行者の救済は，基準の修正要素の活用や事理弁識能力の解釈（子供等の場合），慰謝

料の算定，相当因果関係の認定を通じて弾力的に図ることは可能であろう。このため，一

般人の感覚に照らし，歩行者の交通違反は現在よりも厳しい基準とすることを検討する余

地はある。 
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6-6 本研究結果の活用  

 

6-6-1 一般人への教育・啓発  

 

大学生を含む一般人が道交法の定めを知らない，誤解している点は，教育・啓発が必要

である。また，基準は考慮し大学生は考慮しない要素も紛争の原因となる。道交法の不知・

誤解および基準のみ考慮した要素は次の点である（Table 6-3）。 

 

Table 6-3 道交法の不知・誤解，一般人が考慮しなかった要素一覧  

道交法の

不知・誤解 

道交法，基準の内容  大学生の判断  

広路の走行車と狭路の走行車では，狭路の方が务後

する 

優务の関係認識不十分  

左折のため手順を守って車道上に停止した車には，

追突車に対して過失はない  

停止した車にも過失があ

る 

一般人が

考慮 

しなかった 

要素  

黄信号で右折する車両が多いので，右折車の過失割

合は軽減する  

考慮せず  

四輪車との関係では二輪車に有利に修正する  二輪車の方が責任大きい 

直近右折の場合，加算する 考慮せず  

直進車側の信号が赤にならないと右折できないの

で，右折車の過失割合は軽減する  

考慮せず  

事故類型によっては歩行者の過失割合の方が大きい

場合がある  

歩行者は１当にならない 

歩行者用信号が赤の時，横断歩道外横断と横断歩道

上の横断は，基準上は同じ  

横断歩道外の横断の方が

違法性が尐ない  

 

これらは，一般人に誤解されやすい，あるいは理解されにくい要素といえる。このため，

警察庁，自動車教習所，各種学校等で行われる交通安全教育の中で，このような要素を重

点的に教えることにより，第一義的には紛争の予防や早期解決につながるであろう。  

また，今まで当該行為が道交法違反であることを知らなかった，あるいは，それほど重

い過失割合を課せられるとは知らなかった人に教育を行うことで，今後は道交法違反をせ

ず注意して運転するインセンティブを与え，事故の未然防止にもつながると思われる。  

さらに，一般人が誤解あるいは考慮しない要素は，実際の運転場面でも無視・違反が起

こりやすく，事故の原因になりやすい可能性がある。一般人の道交法・基準の理解不足の

点と事故原因との関連の分析を行い，交通安全教育をより焦点を絞って実施することが可

能となるであろう。  

なお，今回の研究で判明したのは以上の点であるが，今後，道交法の誤解や理解が不足

している類型を網羅的に把握する必要がある。 
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6-6-2 基準の見直し  

  

全体に，基準と一般人の感覚が不当に乖離した事例はみあたらなかった。  

ただ 6-5 で述べたように，大学生は歩行者の道交法違反をやや厳しく評価している。こ

のため，歩行者の道交法違反に関する基準に関して，見直しの余地があると思われる。運

転免許を持たない国民に対しても，学校等を通じある程度安全教育が実施され，交通ルー

ルが周知されている以上，歩行者の過失割合を今より重くしても不意打ちとはならないで

あろう。むしろ，それにより歩行者に道交法を守るインセンティブを与え，事故の予防に

もつながると考えられる。重大な被害を負った歩行者は，前述のとおり，修正要素や損害

額の算定等の柔軟な運用で救済が図れるため，歩行者に過度の負担を負わせるものではな

いと思われる。  

 

6-6-3 紛争解決の担当者における活用  

 

 本研究の結果，基準と一般人の感覚に差が生じる場合が明らかになり，Table 6-3 記載

の道交法や基準の誤解･不知が，責任負担の不公平感の原因になる場合がある。例えば，車

対車･二輪車事例で，判断が複雑な事例では中間値に近づき，１当にとって自分の責任が尐

ないとの判断につながる。二輪車は車より責任が重いという認識なので，相手が二輪車の

場合，思ったより二輪車の責任が問われないことになる。また，一般人は道路環境をあま

り考慮しないため，これを考慮した基準に不公平感をもつ可能性もある。車対歩行者･自転

車事例では，歩行者等が一瞬で車にはねられ，何が起きたか認識していない場合がある。

この場合，救済されるべき歩行者等が基準以上に自分の責任が重いと認識している可能性

がある。逆に，一般人は歩行者は１当にならないと考えているので，歩行者が１当になる

事例で歩行者に想像以上に重い責任が課せられることになる。このような不公平感は，紛

争の激化・長期化につながる。このため，紛争の仲裁に当たる関係者は，特に感覚に差が

生じる事例で，道交法の定めや判断要素を当事者に十分説明し，納得を得られるよう留意

する必要があろう。一般人の判断特性に応じ，ポイントを押さえた説明・説得を行うこと

で，早期の紛争解決を図ることが可能となると思われる。  

 また，法曹関係者は，道交法を過度に重視する傾向にある。特に，経験の浅い法曹が基

準のない事例の責任判断をする際，法律違反を重視するあまり当事者の救済が不十分とな

る可能性がある。そこで，法曹の判断特性を教育することで自身の傾向を自覚し，バラン

ス感覚を養うことも考えられる。  

 なお，事例が動画で提示されるか図面かによって責任判断も異なるため，仲裁者や裁判

官への提示方法にも留意が必要であろう。特に，刑事事件の分野で，裁判員裁判の対象と

なった場合裁判員に与える印象が異なるため，提示方法を工夫する必要があろう。例えば、
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裁判員の理解を深めるために、事故 (事件)を再現した動画を用いることが考えられるが、

その際、裁判員が映像上「目立つ」行為や人に責任を帰属する可能性がある。このため、

判断をミスリードしないよう、両方の立場から事故(事件)を見た映像を流す等の工夫が必

要と思われる。  

 

6-6-4 チェックリストの活用  

 

 Table 6-3 は，紛争の原因になりやすい要素である。このため，これらの要素に関する

事実関係はできるだけ詳細に情報収集する必要がある。その際，チェックリストの項目に

沿って当事者･関係者から聞き取りを行うことで，情報の抜け落ちを防ぐことが可能であろ

う。また，ある程度情報が集まった段階でもチェックリストに照らし合わせ，不足する箇

所を明らかにすることで追加して調査すべき事項を把握することもできる。このように，

チェックリストはすでに収集した証拠の真偽判定だけでなく，収集すべき証拠の指標とし

ても用いることが可能と考えられる。  

 そして，収集した証拠に基づき VT を作成し，チェックリスト該当の項目を記入するこ

とで，当事者の主張・証拠の真偽を効率的に判定することが可能になると思われる。  

 また、一方当事者が死亡している事例では、生存している当事者の証言のみに基づいて

事故が構成され、死亡した当事者に不利に扱われるおそれがあるが、上記のようなＶＴと

チェックリストの活用により、証言を客観的状況や物証ともれなく照らし合わせ調査する

ことで、このような不利な取り扱いをある程度防げると思われる。  
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6-7 今後の課題 

 

 まず，事実関係の判定指標に関し，本研究で作成したチェックリストは判例 20 件に基

づくが，より指標を精緻化・体系化する必要がある。特に，本チェックリストでは要因相

互間の重み付けは判定できないが，実際の紛争では多くの場合，重み付けの仕方が争点と

なる。このため，要因相互間でいずれを重視すべきかという重み付けの判定方法を開発す

る必要がある。また，今回の検証には判決の事例を用いたが，判決文の書き方によるバイ

アスの可能性が否定できないため，今後は判断が出されていない事故事例を対象に検証を

行う必要があろう。  

 次に，一般人の判断と基準との差に関して，以下の課題がある。  

 判断者に関し，今回の調査では大学生と法科大学院生を対象としたが，道路交通に関わ

る人間はそれ以外にも幅広く存在する。判断者の年齢，職業等によって判断が異なり，特

に職業運転者と運行管理者（山下，1984；1986）や事故多発者と無事故者（山下，1987）

について研究が行われている。このためより多様な判断者からのデータを得る必要がある。 

 また，判断対象となる事例に関し，当事者の年齢やその場所にいた動機，行為の態様に

よって判断が異なる（萩原，1977 他）が，これは基準の修正要素の評価の問題である。今

回の研究では取り扱わなかったので，今後明らかにしたい。加えて近年，自転車が加害者

となる事故が増加しているが，認定基準が定められていないため，自転車が１当となる事

故の責任判断を明らかにすることも今後必要であろう。  

さらに，刑事責任で犯罪の重大さと量刑の判断が異なることが知られている（Carrol 

et.al. 1977）ことから，抽象的な過失割合の数値と具体的な損害賠償額の判断が異なる可

能性もある。本研究で当事者は自分の責任を重く判断したが，実際の紛争場面では過失割

合の大きさが争われることが多い。その原因として，上記の判断の違い，あるいはいった

ん行った帰属の判断が時間の経過により自分に有利に変容していく可能性がある。このた

め，責任判断が紛争につながる機序をより詳細に明らかにすることが今後の課題である。  

 以上 
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